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ごあいさつ 

 

「すべての高齢者が、ともに生き、ともに支え合う 

安心して暮らせる協創のまちづくり」を目指して 

 

わが国では総人口が減少を続ける一方で、世界で例を見ないスピードで高齢化が進行し

ています。団塊の世代が 75 歳以上を迎え、高齢者人口が全体の 3 割に達すると予測され

た 2025 年が目前となりました。今後は、85 歳以上人口が急増することで多様な支援を必

要とする高齢者が増加し、一方で生産年齢人口が急減することで介護人材の不足が見込ま

れています。 

本市においても、市民の 3 人に 1 人が６５歳以上という本格的な高齢社会を迎えていま

す。また、今後の人口推計をみると、さらなる高齢化が予測され、高齢者の中でも特に後期高

齢者の割合が高くなっていくと考えられます。一方で、１００歳を越えても元気に生活をされて

いる方が大変多いのも本市の特徴です。 

これまで本市では、健康体操及び介護予防活動の普及推進、また住民による見守りや支

え合いの地域を創るための生活支援体制の整備、認知症になっても自分らしく暮らせるため

の認知症施策の推進など、健康寿命の延伸や高齢者が安心して暮らせる地域づくりに取り

組んでまいりました。 

「加西市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画」は、３年前に策定した第８期計画の

取組みをさらに進めるものであり、住まい・医療・介護・予防・生活支援が包括的に確保され

る「地域包括ケアシステム」の仕組みを活用し、多様な主体がともに地域を創る「地域共生

社会」の実現へとつながるよう、高齢者人口や介護サービスなどのニーズを中長期的に見

据えつつ、今後３年間の高齢者の福祉や介護保険事業についての計画として策定するもの

です。 

高齢化と生産年齢人口の急減という厳しい状況に立ち向かうためには、「地域包括ケア

システム」を引き続き推進するとともに、住民、地域の組織や団体、介護や福祉サービスの事

業者、行政関係者等が連携しあい、「支え手」「受け手」という関係を超えて、高齢者やその

家族を地域全体で見守り、ともに生き、ともに支え合い、安心して暮らせる地域を創っていか

なければなりません。皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 

結びに、本計画の策定にあたりご尽力を賜りました「加西市高齢者福祉・介護保険事業

運営委員会」の皆様をはじめ、ご意見、ご提案を賜りました市民の皆様、ならびに関係者の

皆様に心からお礼申し上げます。 

 

令和 6年 3月 

加西市長 高橋 晴彦 
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第１章 計画の基本的な考え方 

1. 計画策定の趣旨と背景 

わが国では、高齢者の介護を社会全体で支える仕組みとして、平成１２（2000）年に介護保険

制度が創設され、サービスの充実が図られてきました。全国的な高齢化は増加を続けており、平成

12（2000）年の高齢者人口は約 2,200 万人でしたが、令和２（2020）年には 3,603 万人と大

幅に増加しています※１。さらに、国立社会保障・人口問題研究所が令和５（2023）年に発表した

「日本の将来推計人口（令和５年推計）」では、令和２２（2040）年には、高齢者人口は 3,929 万

人、高齢化率は 34.8％になると見込まれています※２。 

本市においても、令和５（2023）年の高齢化率は34.7％であり、令和７（2025）年には35.6％、

令和 22（2040）年には 41.8％になる推計となっています。 

このような状況の中、本市においては、第６期（平成２７（2015）年度～平成２９（2017）年度）

計画策定時より、介護保険事業計画を「地域包括ケア計画」として位置づけ、団塊の世代が７５歳

以上となる令和７（2025）年に向けて、医療、介護、介護予防、住まい、生活支援が一体的に提供

される「地域包括ケアシステム」の構築を目指してきました。 

今後は高齢化の進展により、後期高齢者の割合が高くなり、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの

世帯、介護を必要とする高齢者、認知症高齢者、老老介護世帯など、支援の必要な人や世帯がま

すます増加・多様化すると考えられます。その一方で、社会を支える現役世代は減少することが見込

まれています。そのため、介護サービスの基盤整備や介護人材の確保、介護離職の防止につながる

支援の充実が課題となっています。 

こうした中、介護保険制度の持続可能性を維持しながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域

でいきいきと暮らし続けることを可能としていくためには、「地域包括ケアシステム」を支える人材の

確保や連携の強化といった取組みの推進が必要となります。さらに、地域に生きる一人ひとりが尊

重され、多様な方法で社会とつながり参画することで、生きる力や可能性を最大限に発揮できる

「地域共生社会」の実現を目指し取組みを進めていくことが重要です。 

『加西市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画』は、前回の第８期計画の取組みをさらに

進め、地域における高齢者支援を目的とする「地域包括ケアシステム」の仕組みを活用し、多様な

主体がともに地域を創る「地域共生社会」の実現へとつながるよう、高齢者人口や介護サービスな

どのニーズを中長期的に見据えつつ、今後３年間の高齢者の福祉や介護保険事業についての計

画として策定するものです。 

 

 

※１ 国勢調査より 

※２ 出生中位、死亡中位の推計結果 

  



2 

2. 計画の位置づけ 

（１） 法的位置づけについて 

高齢者福祉計画は、「市町村老人福祉計画」として老人福祉法第 20条の８に規定されるもの

であり、介護保険事業計画は、「市町村介護保険事業計画」として介護保険法第 117 条に規定

されるものです。 

本計画は、高齢者福祉計画と、市町村介護保険事業計画を総合的かつ一体的に策定するも

のです。 

 

 

 

 

 

 

（２） 他計画との関係 

本計画は、加西市のまちづくりの指針となる「加西市総合計画」を最上位計画に位置づけ、福

祉分野における上位計画に「加西市地域福祉計画」を位置づけて策定しました。 

また、市の関連する保健・福祉分野をはじめとする「加西市障害者基本計画・障害福祉計画・

障害児福祉計画」「加西市健康増進計画（健康かさい 21）」等の関連計画等諸計画との整合

性を図ります。 

   

高齢者施策全般に関わる理念や基本的な方針、目標を定めた計画であり、 

高齢者の福祉に関わる総合的な計画 

 

高齢者福祉計画 

適正な介護保険サービスの実施量及び地域支援事業に関する事業量等を 

見込むとともに、それに基づく介護保険料を算定する計画 

介護保険事業計画 

 

加西市総合計画 加西市地域創生戦略

まち全体の方向性

兵

庫

県

保

健

医

療

計

画

兵

庫

県

老

人

福

祉

計

画

人口増対策としての
保健福祉の充実

加西市高齢者福祉計画・介護保険事業計画(本計画)

加西市障害者基本計画・加西市障害福祉計画・加西市障害児福祉計画

加西市健康増進計画（健康かさい21）

加西市子ども・子育て支援事業計画

加西市自殺対策計画

その他関連する保健・福祉計画や方針等

加西市地域福祉計画
福祉分野の上位計画として、関連計画と方向性を共有

連携

まちづくり各分野の方向性を定める上位計画
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3. 計画の期間 

本計画の計画期間は、令和６（2024）年度から令和８（2026）年度までの３年間とします。 

また、中長期視点として、1970 年代前半生まれのいわゆる「団塊ジュニア」世代が６５歳以上に

なり現役世代の減少が顕著になる令和 22（2040）年を見据えて計画を定めます。 

 

 

  

H30

(2018)

H31/R1

(2019)

R2

(2020)

R3

(2021)

R4

(2022)

R5

(2023)

R6

(2024)

R7

(2025)

R8

(2026)

R9

(2027)

R10

(2028)

R11

(2029)
…

R22

(2040)

第７期計画 第８期計画 第９期計画

（本計画）
第10期計画

令和７（2025）年を見据えた計画策定

令和22（2040）年を見据えた計画策定

見直し 見直し 見直し 見直し
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4. 計画の策定にあたって 

（１） 運営委員会の設置 

幅広い関係者の意見を広く反映し、加西市の地域特性に応じた施策を展開するため、行政機

関内部だけでなく、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表の積極的な参加

を得て「加西市高齢者福祉・介護保険事業運営委員会」において協議・検討を行い、本計画を

策定しました。 

 

（２） アンケート調査の実施 

計画の策定にあたっては、高齢者の生活実態をはじめ、健康づくりや地域づくりに関する意識、

介護保険サービスや高齢者保健福祉サービス等の利用状況、これらに対する今後のニーズや地

域課題を把握し、計画に反映する基礎資料として活用するため、アンケート調査を実施しました。 

 

① 調査対象 

調査種類 対象者 対象者数 実施方法 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 

加西市内にお住まいの65歳

以上の人（要介護1～5の認

定者を除く） 

2,000人 

郵送配布・

郵送回収 

在宅介護実態調査 

加西市内にお住まいの65歳

以上の人で、在宅で生活し

ている要介護1～5の認定者 

950人 

 

② 回収状況 

調査種類 配布数 有効回収数 有効回収率 

介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 
2,000件 1,363件 68.2％ 

在宅介護実態調査 950件 492件 51.8％ 

 

① 調査期間 

令和 5（2023）年１月 10日（火）～令和 5（2023）年１月 25日（水） 

 

（３）パブリックコメントの実施 

本計画に広く市民の意見を反映するため、令和5（2023）年12月18日から令和6（2024）

年 1 月 12 日にかけて、本計画（素案）に対する意見募集のためのパブリックコメントを実施しま

した。  
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5. 制度改正の主な内容 

【基本的な考え方】 

○ 次期計画期間中には、団塊の世代が全員 75歳以上となる 2025年を迎えることになる。 

○ また、高齢者人口がピークを迎える 2040 年を見通すと、85 歳以上人口が急増し、医療・介

護双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズのある要介護高齢者が増加する一方、生

産年齢人口が急減することが見込まれている。 

○ さらに、都市部と地方で高齢化の進み方が大きく異なるなど、これまで以上に中長期的な地

域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地

域の実情に応じて地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産

性の向上を図るための具体的な施策や目標について優先順位を検討した上で、介護保険事

業（支援）計画に定めることが重要となる。 

 

【見直しのポイント】 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

· 中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サービス種別

の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じて介護サービス基

盤を計画的に確保していくことが必要 

· 医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的かつ効果的

に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

· 中長期的なサービス需要の見込みについて、サービス提供事業者を含めた地域の関係者と

共有し、サービス基盤の整備のあり方を議論することが重要 

 

②在宅サービスの充実 

· 居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービスの整備

を推進することが重要 

· 居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多

機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの更なる普及 
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２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

①地域共生社会の実現 

· 地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るものであ

り、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、地域住民や多様な主

体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、総合事業の充実を推進 

· 地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重層的支援

体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担うことも期待 

· 認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めることが重要 

 

②介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療・介護情報基盤の整備 

 

③保険者機能の強化 

· 給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

· 介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善による離職防

止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

· 都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進 

介護の経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

· 介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 
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第２章 加西市の高齢者を取り巻く状況 

1. 統計からみる高齢者の状況 

（１） 人口の推移 

① 人口構成の推移 

人口の推移をみると、総人口は減少傾向にあり、令和５（2023）年には 41,986 人となって

います。 

一方で、高齢者人口は増加傾向にありましたが、令和３（2021）年の 14,665 人をピーク

に、令和５（2023）年には 14,557人となっています。 

高齢化率も年々上昇し、令和５（2023）年では 34.7%となっています。また、総人口に占め

る 75歳以上の割合は、令和５（2023）年で 19.0％となっています。 

 

 

※資料：住民基本台帳 各年９月末日現在  

単位：人

44,561 44,112 43,569 42,839 42,371 41,986

4,920 4,776 4,658 4,509 4,394 4,290

25,315 24,863 24,295 23,665 23,427 23,139

40歳～64歳 14,337 14,080 13,817 13,647 13,547 13,396

14,326 14,473 14,616 14,665 14,550 14,557

65歳～74歳（前期高齢者） 7,109 7,086 7,149 7,223 6,895 6,595

75歳以上（後期高齢者） 7,217 7,387 7,467 7,442 7,655 7,962

32.1% 32.8% 33.5% 34.2% 34.3% 34.7%

16.2% 16.7% 17.1% 17.4% 18.1% 19.0%総人口に占める75歳以上の割合

総人口

年少人口（0歳～14歳）

生産年齢人口（15歳～64歳）

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

区分

第７期 第８期

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

4,920 4,776 4,658 4,509 4,394 4,290

25,315 24,863 24,295 23,665 23,427 23,139

14,326 14,473 14,616 14,665 14,550 14,557

44,561 44,112 43,569 42,839 42,371 41,986

32.1% 32.8% 33.5% 34.2% 34.3% 34.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

第７期 第８期

(人)

年少人口（0歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 高齢者人口（65歳以上） 高齢化率
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  ② 高齢者人口の推移 

平成 30（2018）年以降の高齢者人口の推移をみると、前期高齢者はおおむね減少傾向、

後期高齢者はおおむね増加傾向にあり、令和 5（2023）年では前期高齢者が 6,595 人、後

期高齢者が 7,962 人と、平成 30（2018）年と比べて前期高齢者では 514 人減少し、後期

高齢者では 745人増加しています。 

高齢者人口に占める前期高齢者、後期高齢者の割合は、令和３（2021）年以降、年々差が

広がっています。 

 

 

※資料：住民基本台帳 各年９月末日現在 
 

令和２（2020）年に推計した高齢者人口の計画値に比べ、令和３（2021）年、令和４

（2022）年、令和５（2023）年は少ない人数で推移しています。後期高齢者の割合は計画値

に比べてやや高くなっています。 

 

※資料：計画値 加西市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画 

実績値 住民基本台帳 各年９月末日現在  

単位：人

14,326 14,473 14,616 14,665 14,550 14,557

65歳～74歳（前期高齢者） 7,109 7,086 7,149 7,223 6,895 6,595

75歳以上（後期高齢者） 7,217 7,387 7,467 7,442 7,655 7,962

49.6% 49.0% 48.9% 49.3% 47.4% 45.3%

50.4% 51.0% 51.1% 50.7% 52.6% 54.7%

高齢者人口（65歳以上）

高齢者人口に占める前期高齢者割合

高齢者人口に占める後期高齢者割合

区分

第７期 第８期

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

7,109 7,086 7,149 7,223 6,895 6,595

7,217 7,387 7,467 7,442 7,655 7,962

14,326 14,473 14,616 14,665 14,550 14,557

49.6% 49.0% 48.9% 49.3% 47.4% 45.3%

50.4% 51.0% 51.1% 50.7% 52.6% 54.7%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

第７期 第８期

(人)

65歳～74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者） 前期高齢者割合 後期高齢者割合

単位：人

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

総人口 43,456 42,839 43,061 42,371 42,668 41,986
高齢者人口（65歳以上） 14,683 14,665 14,663 14,550 14,696 14,557

65歳～74歳（前期高齢者） 7,248 7,223 6,982 6,895 6,662 6,595
75歳以上（後期高齢者） 7,435 7,442 7,681 7,655 8,034 7,962

49.4% 49.3% 47.6% 47.4% 45.3% 45.3%
50.6% 50.7% 52.4% 52.6% 54.7% 54.7%

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

高齢者人口に占める前期高齢者割合

高齢者人口に占める後期高齢者割合

区分
令和3年

（2021年）
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（２） 将来人口推計 

① 人口構成の推計 

将来人口の推計をみると、総人口は今後も減少傾向であり、令和 12（2030）年では

38,099 人と、令和６（2024）年から 3,355 人減少する見込みとなっています。その後も減少

は続き、令和 17（2035）年では 35,146 人、令和 22（2040）年では 32,004 人の推計と

なっています。 

高齢者人口についても、今後も減少傾向が続き、令和 12（2030）年では 14,312人と、令

和６（2024）年から 286 人減少する推計となっています。総人口が減少しているため、高齢化

率でみると今後も上昇する見込みです。令和６（2024）年では 35.2％、令和 12（2030）年

では 37.6％、さらに令和 22（2040）年では 41.8％となる見込みです。 

 

 

※資料：住民基本台帳人口（各年 9月末時点）に基づきコーホート変化率法で推計。 

※「コーホート変化率法」は、同年に出生した集団（コーホート）の過去における実績人口の変化率に基

づき将来人口を推計する方法。  

単位：人
第11期 第12期 第14期

41,454 40,912 40,366 38,099 35,146 32,004

4,183 4,080 3,946 3,392 2,815 2,510

22,673 22,251 21,919 20,395 18,528 16,101

40歳～64歳 13,204 13,027 12,888 12,138 11,115 9,783

14,598 14,581 14,501 14,312 13,803 13,393

65歳～74歳（前期高齢者） 6,368 6,144 5,871 5,384 5,113 5,261

75歳以上（後期高齢者） 8,230 8,437 8,630 8,928 8,690 8,132

35.2% 35.6% 35.9% 37.6% 39.3% 41.8%

19.9% 20.6% 21.4% 23.4% 24.7% 25.4%

高齢者人口（65歳以上）

高齢化率

総人口に占める75歳以上の割合

令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

総人口

年少人口（0歳～14歳）

生産年齢人口（15歳～64歳）

区分

第9期

・・・ ・・・ ・・・令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

令和12年
（2030年）

4,183 4,080 3,946 3,392
2,815 2,510

22,673 22,251 21,919 20,395 18,528 16,101

14,598 14,581 14,501
14,312

13,803
13,393

41,454 40,912 40,366
38,099

35,146 32,004

35.2% 35.6% 35.9%
37.6%

39.3%
41.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

10,000
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40,000

50,000

60,000

令和6年

（2024年）

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

第9期 ・・・ 第11期 ・・・ 第12期 ・・・ 第14期

(人)

年少人口（0歳～14歳） 生産年齢人口（15歳～64歳） 高齢者人口（65歳以上） 高齢化率
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  ② 高齢者人口の推計 

高齢者人口の推計をみると、高齢者全体では減少傾向となり、前期高齢者数は令和６

（2024）年以降もおおむね減少傾向が続くと考えられます。後期高齢者数は、今後しばらくは

増加傾向が続くと考えられますが、令和 17（2035）年頃には減少傾向に転じている見込みで

す。令和８（2026）年では前期高齢者が 5,871 人、後期高齢者が 8,630 人になる推計とな

っています。 

高齢者全体に占める後期高齢者の割合は、令和 17（2035）年頃までは上昇を続けると考

えられます。 

 

 

※資料：住民基本台帳人口（各年 9月末時点）に基づきコーホート変化率法で推計。 

  

単位：人
第11期 第12期 第14期

14,598 14,581 14,501 14,312 13,803 13,393

65歳～74歳（前期高齢者） 6,368 6,144 5,871 5,384 5,113 5,261

75歳以上（後期高齢者） 8,230 8,437 8,630 8,928 8,690 8,132

43.6% 42.1% 40.5% 37.6% 37.0% 39.3%

56.4% 57.9% 59.5% 62.4% 63.0% 60.7%

高齢者人口（65歳以上）

前期高齢者割合

後期高齢者割合

・・・ ・・・ ・・・令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

令和12年
（2030年）

令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

区分
第9期

6,368 6,144 5,871 5,384 5,113 5,261

8,230 8,437 8,630 8,928 8,690 8,132

14,598 14,581 14,501 14,312 13,803 13,393

43.6% 42.1%
40.5% 37.6% 37.0% 39.3%

56.4% 57.9% 59.5%
62.4% 63.0% 60.7%
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第9期 ・・・ 第11期 ・・・ 第12期 ・・・ 第14期

(人)

65歳～74歳（前期高齢者） 75歳以上（後期高齢者） 前期高齢者割合 後期高齢者割合
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（３） 世帯数の推移 

世帯数の推移をみると、一般世帯数、高齢者を含む世帯ともに増加傾向にあります。高齢者

を含む世帯は、令和２（2020）年では 8,903世帯と、平成 27（2015）年の 8,569世帯から

334 世帯増加しています。また、令和２（2020）年では高齢独居世帯は 1,702 世帯、高齢夫

婦世帯は 2,161世帯であり、高齢者のみの世帯は合わせて 3,863世帯となっています。 

一般世帯に占める高齢独居世帯の割合も年々上昇し、令和２（2020）年では10.5％となっ

ています。 

 

 

※資料：総務省「国勢調査」 ただし、国勢調査は５年ごとの指標値のみが公表されているため、それ以

外の年度については各指標値を直線で結んだ際に算出される値となっている。 

※一般世帯数は、世帯総数から学校の寮・寄宿舎の学生・生徒、病院・療養所などの入院者、社会施設

の入所者、矯正施設の入所者等から成る施設等の世帯を除いた世帯数。 

※高齢者を含む世帯数は、一般世帯のうち、65歳以上の世帯員が１人以上いる世帯数。 

※高齢独居世帯数は、高齢者を含む世帯のうち、世帯員が 65歳以上の高齢者１名のみの世帯数。 

※高齢夫婦世帯数は、世帯員が夫婦のみの世帯のうち、夫及び妻の年齢が 65歳以上の世帯数。  

単位：世帯

15,343 15,519 15,695 15,870 16,046 16,222

8,569 8,636 8,703 8,769 8,836 8,903

高齢者のみ世帯 3,097 3,250 3,403 3,557 3,710 3,863

高齢独居世帯 1,372 1,438 1,504 1,570 1,636 1,702

高齢夫婦世帯 1,725 1,812 1,899 1,987 2,074 2,161

8.9% 9.3% 9.6% 9.9% 10.2% 10.5%一般世帯に占める高齢独居世帯の割合

一般世帯数

高齢者を含む世帯

令和２年
（2020年）

平成27年
（2015年）

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

1,372 1,438 1,504 1,570 1,636 1,702

1,725 1,812 1,899 1,987 2,074 2,161
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（2019年）

令和２年

（2020年）

(人)

高齢者を含む世帯 うち高齢者独居世帯 うち高齢者夫婦世帯 系列7

8,569 8,636 8,703 8,769 8,836 8,903

1,372 1,438 1,504 1,570 1,636 1,702

1,725 1,812 1,899 1,987 2,074 2,161
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令和２年

（2020年）

(人)

高齢者を含む世帯 系列7 うち高齢者独居世帯 うち高齢者夫婦世帯

8.9%
9.3% 9.6% 9.9% 10.2% 10.5%
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一般世帯に占める高齢独居世帯の割合
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（４） 要支援・要介護認定者数の推移 

① 要支援・要介護認定者数の推移 

要支援・要介護認定者数は令和３（2021）年までおおむね横ばいでしたが、令和４（2022）

年にはやや減少傾向に転じています。令和５（2023）年では 2,873人と、平成 30（2018）年

と比べると 50人減少しています。 

認定率もおおむね減少傾向で推移し、令和５（2023）年では 19.4％となっています。 

 

 
 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 各年９月末

日現在（令和５（2023）年のみ市実績データ） 

※本指標の「認定率」は、第１号被保険者の認定者数を第１号被保険者数で除した数。 

  

単位：人

14,318 14,438 14,589 14,650 14,538 14,557

2,923 2,937 2,927 2,939 2,889 2,873

第1号被保険者 2,862 2,887 2,877 2,896 2,849 2,831

第2号被保険者 61 50 50 43 40 42

20.0% 20.0% 19.7% 19.8% 19.6% 19.4%

令和5年
（2023年）

第８期

要支援・要介護認定者数

区分

第７期

第1号被保険者数

認定率

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

14,318 14,438 14,589 14,650 14,538 14,557

2,923 2,937 2,927 2,939 2,889 2,873

20.0% 20.0% 19.7% 19.8% 19.6% 19.4%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

第７期 第８期

(人)

第1号被保険者数 要支援・要介護認定者数 認定率
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② 要支援・要介護認定者の内訳の推移 

要支援・要介護認定者の内訳の推移をみると、要支援２・要介護２などで平成 30（2018）

年に比べて増加傾向がみられます。特に、要介護２は令和５（202３）年で 592 人と、平成 30

（2018）年から 24人増加しています。一方で、要支援１・要介護３などでは減少傾向がみられ、

特に要介護３では平成 30（2018）年から 72人減少しています。 

 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 各年９月末

日現在（令和５（2023）年のみ市実績データ） 

 

③ 要支援・要介護認定者数の計画対比 

第１号被保険者数の認定者数は、第８期期間中では計画値に比べて減少傾向で推移して

います。 

 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」（地域包括ケア「見える化」システムより） 各年９月末

日現在（令和５（2023）年のみ市実績データ） 

  

346 351 323 318 324 307

558 596 593 566 596 575

414 411 389 423 400 408

568 560 572 624 599 592

385 364 351 338 331 313

395 380 412 414 398 400

257 275 287 256 241 278

2,923 2,937 2,927 2,939 2,889 2,873

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成30年

（2018年）

令和元年

（2019年）

令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

第７期 第８期

(人)

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 系列3

884 927 896 863 899 866

1,978 1,960 1,981 2,033 1,950 1,965

104% 103% 99% 99% 96% 94%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H30 R元 R2 R3 R4 R5

|― …… ―| |― …… ―|

第7期 第8期

（人）

要支援認定者 要介護認定者 計画値
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（５） 要支援・要介護認定者の推計 

① 要支援・要介護認定者数の推計 

要支援・要介護認定者数の推計をみると、今後は増加傾向となり、令和１２（2030）年では

3,058 人と、令和６（2024）年から 20１人増加する見込みとなっています。その後も増加は続

き、令和 17（2035）年では 3,230人、令和 22（2040）年では 3,212人の推計となってい

ます。 

認定率は、令和 12（2030）年では 21.1％、令和 22（2040）年では 23.8％となる見込み

です。 

 

 

※資料：将来推計人口及び厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報をもとに、地域包括ケア「見え

る化」システムで推計 

  

単位：人
第11期 第12期 第14期

14,598 14,581 14,501 14,312 13,803 13,393

2,857 2,880 2,887 3,058 3,230 3,212

第1号被保険者 2,817 2,840 2,847 3,021 3,194 3,182

第2号被保険者 40 40 40 37 36 30

19.3% 19.5% 19.6% 21.1% 23.1% 23.8%

・・・

認定率

令和12年
（2030年）

区分

第9期

第１号被保険者数

要支援・要介護認定者数

令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

・・・ ・・・令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

14,598 14,581 14,501 14,312 13,803
13,393

2,857 2,880 2,887 3,058 3,230 3,212

19.3% 19.5% 19.6%
21.1%

23.1% 23.8%

0.0%

5.0%
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15.0%

20.0%

25.0%

0
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10,000

15,000

20,000

25,000

令和6年

（2024年）

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

第9期 ・・・ 第11期 ・・・ 第12期 ・・・ 第14期

(人)

第１号被保険者数 要支援・要介護認定者数 認定率
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  ② 要支援・要介護認定者の内訳の推計 

要支援・要介護認定者の内訳の推計をみると、第９期期間中には、要支援１と要介護３で減

少傾向、その他の要支援・要介護度において、増加傾向の推計となっています。 

 

 

※資料：将来推計人口及び厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報をもとに、地域包括ケア「見え

る化」システムで推計。 

  

単位：人
第11期 第12期 第14期

2,857 2,880 2,887 3,058 3,230 3,212

要支援１ 307 306 306 330 339 328

要支援２ 596 604 608 656 696 668

要介護１ 395 401 402 432 458 445

要介護２ 582 586 586 612 646 645

要介護３ 308 305 304 318 339 347

要介護４ 397 405 407 426 453 473

要介護５ 272 273 274 284 299 306

区分 令和6年
（2024年）

令和7年
（2025年）

令和8年
（2026年）

令和12年
（2030年）

第9期

要支援・要介護認定者数

・・・ ・・・ ・・・令和17年
（2035年）

令和22年
（2040年）

307 306 306 330 339 328

596 604 608 656 696 668

395 401 402 432 458 445
582 586 586 612 646 645
308 305 304 318 339 347397 405 407 426 453 473272 273 274

284
299 3062,857 2,880 2,887

3,058
3,230 3,212

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和6年

（2024年）

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

第9期 ・・・ 第11期 ・・・ 第12期 ・・・ 第14期

(人)

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 系列3
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（６） 要支援・要介護認定者の状況 

① 認知症高齢者数の推移 

認知症自立度Ⅰ以上の認定者数の推移をみると、令和３（2021）年までおおむね増加傾

向にありましたが、令和４（2022）年には減少に転じています。内訳をみると、認知症自立度Ⅱ

a、Ⅲbで減少、その他の区分で増加しています。 

認定者に占める認知症高齢者割合はおおむね横ばいで推移しています。 

 

 

※資料：厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和 3（2021）年 11 月 10 日時点データにて

集計） 各年 10月末日現在 

※本指標の「認知症自立度」は、認定調査と主治医意見書に基づき、介護認定審査会において最終的

に決定された認知症高齢者の日常生活自立度を指す。 

  

単位：人
第８期

3,361 3,300 3,401 3,444 3,438

自立 810 802 836 815 826

Ⅰ 680 724 681 689 703

Ⅱａ 223 214 219 215 197

Ⅱｂ 650 613 654 644 661

Ⅲa 605 573 632 671 649

Ⅲb 122 121 125 122 101

Ⅳ 241 218 219 253 260

Ｍ 30 35 35 35 41

2,551 2,498 2,565 2,629 2,612

75.9% 75.7% 75.4% 76.3% 76.0%認定者に占める認知症高齢者割合

第７期

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

要支援・要介護認定者数

区分

認知症自立度Ⅰ以上認定者数

680 724 681 689 703

223 214 219 215 197

650 613 654 644 661

605 573 632 671 649
122 121 125

122
101

241 218 219 253 260
30 35

35 35 412,551 2,498 2,565 2,629 2,612

75.9% 75.7% 75.4% 76.3% 76.0%
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80.0%

0
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2,000
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3,000
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平成30年
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令和2年

（2020年）

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

第７期 第８期

(人)

Ⅰ Ⅱａ Ⅱｂ Ⅲa Ⅲb Ⅳ Ｍ 認定者に占める認知症高齢者割合
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  ② 障害高齢者数の推移 

障害高齢者自立度 A 以上の認定者数の推移をみると、おおむね横ばい傾向にあります。内

訳を見ると、障害高齢者自立度 A1で減少、その他の区分で増加しています。 

認定者に占める障害高齢者自立度 A 以上の高齢者割合もおおむね横ばいで推移していま

す。 

 

 

※資料：厚生労働省「介護保険総合データベース」 各年 10月末日現在 

※本指標の「障害高齢者自立度」は、認定調査と主治医意見書に基づき、介護認定審査会において最

終的に決定された障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）を指す。 

  

単位：人
第８期

3,361 3,300 3,401 3,444 3,438

自立 37 42 38 43 52

Ｊ1 40 47 44 41 40

Ｊ2 449 457 464 455 445

Ａ1 499 474 457 469 474

Ａ2 953 969 950 1,003 955

B1 478 449 495 494 500

B2 536 522 616 603 577

C1 78 74 69 58 98

C2 291 266 268 278 297

2,835 2,754 2,855 2,905 2,901

84.3% 83.5% 83.9% 84.3% 84.4%

令和4年
（2022年）

要支援・要介護認定者数

障害高齢者自立度A以上認定者数

認定者に占める障害高齢者割合

区分

第７期

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

499 474 457 469 474

953 969 950 1,003 955

478 449 495 494 500

536 522 616 603 577
78 74 69 58 98

291 266
268 278 297

2,835 2,754 2,855 2,905 2,901

84.3% 83.5% 83.9% 84.3% 84.4%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%
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令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

第７期 第８期

(人)

Ａ1 Ａ2 B1 B2 C1 C2 認定者に占める障害高齢者割合
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（７） 介護保険サービスの利用状況 

① 介護予防サービス 

介護予防サービスの利用状況をみると、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防短期入

所生活介護等で計画値を大きく上回っています。一方で、介護予防小規模多機能型居宅介護、

介護予防訪問看護等で計画値を下回っています。 

 

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」合計。 

  

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

（１）介護予防サービス

（回） 3.7 0.8 22.5% 3.7 0.0 0.0% 3.7 0.0 0.0%

（人） 1 0 25.0% 1 0 0.0% 1 0 0.0%

（回） 853.0 497.2 58.3% 862.5 535.5 62.1% 878.9 577.1 65.7%

（人） 98 87 88.5% 99 86 87.3% 101 87 86.1%

（回） 652.1 704.0 108.0% 662.7 829.3 125.1% 676.6 841.2 124.3%

（人） 50 54 108.2% 51 65 126.6% 52 68 130.8%

介護予防居宅療養管理指導 （人） 37 38 101.4% 38 34 89.7% 39 40 102.6%

介護予防通所リハビリテーション （人） 130 105 80.7% 132 106 80.2% 134 108 80.6%

（日） 69.0 39.9 57.9% 69.0 44.9 65.1% 69.0 87.0 126.1%

（人） 10 6 55.8% 10 6 56.7% 10 12 120.0%

（日） 5.8 1.8 30.2% 5.8 0.5 8.6% 5.8 0.0 0.0%

（人） 1 1 50.0% 1 0 16.7% 1 0 0.0%

介護予防福祉用具貸与 （人） 354 377 106.5% 361 385 106.6% 365 388 106.3%

特定介護予防福祉用具購入費 （人） 8 6 70.8% 8 6 80.2% 8 4 50.0%

介護予防住宅改修費 （人） 10 8 75.0% 10 7 73.3% 10 7 70.0%

介護予防特定施設
入居者生活介護

（人） 10 9 85.8% 10 9 89.2% 10 10 100.0%

（回） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0.0 0.0 -

（人） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

介護予防
小規模多機能型居宅介護

（人） 39 16 42.1% 39 16 41.5% 40 19 47.5%

介護予防
認知症対応型共同生活介護

（人） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

介護予防支援 （人） 475 473 99.6% 483 497 102.9% 489 499 102.0%

令和５年度（見込）

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援

令和３年度 令和４年度

介護予防
認知症対応型通所介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護
（老健+病院等+介護医療院）
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  ② 介護サービス 

介護サービスの利用状況をみると、居宅療養管理指導、訪問看護、介護老人福祉施設等で

計画値を上回っています。一方で、短期入所療養介護、訪問入浴介護等で計画値を大きく下

回っています。 

 

※回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」合計。  

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

（回） 7,443.3 5,874.8 78.9% 7,577.1 5,699.8 75.2% 7,842.0 5,913.6 75.4%

（人） 287 263 91.6% 292 272 93.3% 300 287 95.7%

（回） 182.0 128.0 70.3% 187.7 88.0 46.9% 193.4 78.7 40.7%

（人） 33 26 78.5% 34 19 55.6% 35 21 60.0%

（回） 1,824.0 1,497.4 82.1% 1,862.8 1,701.2 91.3% 1,901.6 2,031.5 106.8%

（人） 238 241 101.2% 243 250 102.9% 248 281 113.3%

（回） 870.0 747.2 85.9% 895.8 934.7 104.3% 923.9 965.0 104.4%

（人） 66 59 90.0% 68 69 100.9% 70 70 100.0%

居宅療養管理指導 （人） 180 188 104.2% 184 199 108.1% 188 227 120.7%

（回） 1,843.0 1,648.9 89.5% 1,873.6 1,696.3 90.5% 1,905.2 1,790.2 94.0%

（人） 182 155 85.2% 185 162 87.5% 188 181 96.3%

（回） 2,973.9 2,699.7 90.8% 3,011.6 2,569.9 85.3% 3,094.4 2,456.3 79.4%

（人） 325 293 90.1% 329 285 86.8% 338 281 83.1%

（日） 2,212.7 1,899.7 85.9% 2,251.2 1,779.9 79.1% 2,309.5 1,958.3 84.8%

（人） 188 151 80.4% 191 145 76.1% 196 177 90.3%

（日） 526.5 245.6 46.6% 535.5 225.9 42.2% 562.4 234.7 41.7%

（人） 55 33 59.8% 56 31 55.8% 58 33 56.9%

福祉用具貸与 （人） 844 804 95.3% 861 789 91.6% 880 801 91.0%

特定福祉用具購入費 （人） 20 13 64.2% 20 13 65.8% 20 13 65.0%

住宅改修費 （人） 21 11 52.8% 21 12 55.2% 21 8 38.1%

特定施設入居者生活介護 （人） 42 41 96.6% 43 38 87.2% 43 42 97.7%

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

（人） 32 23 72.4% 33 23 69.7% 33 28 84.8%

夜間対応型訪問介護 （人） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

（回） 3,245.2 2,814.1 86.7% 3,291.4 2,771.2 84.2% 3,367.8 2,911.3 86.4%

（人） 348 310 88.9% 353 305 86.4% 361 346 95.8%

（回） 0.0 0.0 - 0.0 0.0 - 0 0 -

（人） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

小規模多機能型居宅介護 （人） 94 78 83.4% 96 85 88.9% 98 80 81.6%

認知症対応型共同生活介護 （人） 75 68 91.0% 75 66 87.4% 75 66 88.0%

地域密着型特定施設
入居者生活介護

（人） 0 0 - 0 0 - 0 0 -

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

（人） 31 30 97.3% 31 29 94.1% 31 30 96.8%

看護小規模多機能型居宅介護 （人） 23 20 84.8% 23 18 78.3% 24 16 66.7%

介護老人福祉施設 （人） 292 317 108.5% 292 322 110.4% 292 320 109.6%

介護老人保健施設 （人） 157 146 93.2% 157 141 89.8% 157 143 91.1%

介護医療院 （人） 0 1 - 50 0 0.0% 50 34 68.0%

介護療養型医療施設 （人） 50 57 113.8% 0 50 - 0 22 -

（４）居宅介護支援

居宅介護支援 （人） 1,147 1,081 94.2% 1,171 1,046 89.3% 1,194 1,078 90.3%

（２）地域密着型サービス

（３）施設サービス

令和５年度（見込）令和３年度 令和４年度

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

短期入所療養介護
（老健+病院等+介護医療院）

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

（１）居宅サービス
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（８） 給付費の状況 

① 介護予防サービスの給付費 

介護予防サービスの給付費をみると、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防短期入所

生活介護、介護予防福祉用具貸与等で計画値を大きく上回っています。一方で、介護予防小

規模多機能型居宅介護等で計画値を大きく下回っています。 

 

※給付費は年間累計の金額 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」合計。 

  

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

介護予防訪問入浴介護 - 81 - - - - - - -

介護予防訪問看護 40,873 24,270 59.4% 41,340 27,171 65.7% 42,140 29,354 69.7%

介護予防訪問リハビリテーション 21,302 20,777 97.5% 21,665 24,257 112.0% 22,117 23,654 106.9%

介護予防居宅療養管理指導 3,792 3,329 87.8% 3,892 3,021 77.6% 3,996 3,169 79.3%

介護予防通所リハビリテーション 58,478 48,129 82.3% 59,265 48,366 81.6% 60,256 50,144 83.2%

介護予防短期入所生活介護 5,426 3,040 56.0% 5,429 3,252 59.9% 5,429 6,354 117.0%

介護予防短期入所療養介護
（老健+病院等+介護医療院）

657 217 33.1% 658 70 10.7% 658 - 0.0%

介護予防福祉用具貸与 22,751 25,169 110.6% 23,196 25,605 110.4% 23,452 25,373 108.2%

特定介護予防
福祉用具購入費

2,380 1,551 65.2% 2,380 1,836 77.2% 2,380 1,304 54.8%

介護予防住宅改修費 12,644 8,076 63.9% 12,644 7,333 58.0% 12,644 6,572 52.0%

介護予防特定施設
入居者生活介護

10,068 7,234 71.9% 10,074 7,369 73.1% 10,074 9,449 93.8%

介護予防
認知症対応型通所介護

- - - - - - - - -

介護予防
小規模多機能型居宅介護

35,382 14,616 41.3% 35,402 14,312 40.4% 36,404 15,709 43.2%

介護予防
認知症対応型共同生活介護

- 488 - - 504 - - - -

介護予防支援 25,568 25,572 100.0% 26,013 26,973 103.7% 26,336 26,918 102.2%

239,321 182,549 76.3% 241,958 190,068 78.6% 245,886 198,000 80.5%

令和５年度（見込）

（１）介護予防サービス

（２）地域密着型介護予防サービス

（３）介護予防支援

令和３年度 令和４年度

合計
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  ② 介護サービスの給付費 

介護サービスの給付費をみると、介護老人福祉施設、居宅療養管理指導等で計画値を上回

っています。一方で、住宅改修費、短期入所療養介護等で計画値を大きく下回っています。 

 

※給付費は年間累計の金額 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」合計。 

 

  

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

訪問介護 256,107 204,203 79.7% 260,839 203,634 78.1% 270,014 211,167 78.2%

訪問入浴介護 26,844 19,064 71.0% 27,699 13,252 47.8% 28,539 12,011 42.1%

訪問看護 123,217 100,203 81.3% 125,966 110,494 87.7% 128,647 124,811 97.0%

訪問リハビリテーション 28,350 22,282 78.6% 29,217 27,724 94.9% 30,142 28,883 95.8%

居宅療養管理指導 22,836 20,936 91.7% 23,407 22,282 95.2% 23,919 25,012 104.6%

通所介護 173,330 156,914 90.5% 176,279 163,337 92.7% 179,289 174,866 97.5%

通所リハビリテーション 323,254 293,581 90.8% 327,780 281,026 85.7% 337,372 274,637 81.4%

短期入所生活介護 219,290 188,458 85.9% 223,227 176,043 78.9% 229,058 191,532 83.6%

短期入所療養介護
（老健+病院等+介護医療院）

78,110 35,103 44.9% 79,439 33,062 41.6% 84,153 34,662 41.2%

福祉用具貸与 126,191 121,784 96.5% 128,866 122,673 95.2% 132,060 122,987 93.1%

特定福祉用具購入費 7,421 4,079 55.0% 7,421 4,338 58.5% 7,421 5,446 73.4%

住宅改修費 19,551 11,721 60.0% 19,551 11,568 59.2% 19,551 8,012 41.0%

特定施設入居者生活介護 96,364 94,932 98.5% 98,443 87,509 88.9% 98,443 100,678 102.3%

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

51,461 45,863 89.1% 53,552 40,059 74.8% 53,552 49,290 92.0%

夜間対応型訪問介護 - - - - - - - - -

地域密着型通所介護 343,274 289,248 84.3% 348,298 285,356 81.9% 356,953 308,034 86.3%

認知症対応型通所介護 - - - - - - - - -

小規模多機能型居宅介護 229,876 191,367 83.2% 234,398 199,246 85.0% 241,250 193,234 80.1%

認知症対応型共同生活介護 234,930 207,904 88.5% 235,060 200,158 85.2% 235,060 210,177 89.4%

地域密着型特定施設
入居者生活介護

- - - - - - - - -

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

113,980 108,938 95.6% 114,043 102,639 90.0% 114,043 106,874 93.7%

看護小規模多機能型居宅介護 74,067 59,259 80.0% 74,108 58,996 79.6% 78,178 47,083 60.2%

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 865,954 942,019 108.8% 866,435 963,219 111.2% 866,435 968,999 111.8%

介護老人保健施設 570,583 519,570 91.1% 570,900 506,507 88.7% 570,900 509,665 89.3%

介護医療院 - 3,297 - 117,334 - 0.0% 117,334 159,783 136.2%

介護療養型医療施設 230,750 241,833 104.8% - 196,888 - - 89,395 -

（４）居宅介護支援

居宅介護支援 207,341 197,635 95.3% 211,914 188,561 89.0% 216,318 191,047 88.3%

4,423,081 4,080,192 92.2% 4,354,176 3,998,568 91.8% 4,418,631 4,148,285 93.9%

令和５年度（見込）

（１）居宅サービス

（２）地域密着型サービス

合計

令和３年度 令和４年度
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  ③ 総給付費 

総給付費をみると、在宅サービス、居住系サービスで計画値を下回っています。 

 

※給付費は年間累計の金額 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」合計。 

  

単位：千円

計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比 計画値 実績値 計画対比

2,539,773 2,136,525 84.1% 2,583,845 2,123,844 82.2% 2,652,228 2,191,265 82.6%

341,362 310,559 91.0% 343,577 295,540 86.0% 343,577 320,305 93.2%

1,781,267 1,815,658 101.9% 1,668,712 1,769,252 106.0% 1,668,712 1,834,715 109.9%

4,662,402 4,262,742 91.4% 4,596,134 4,188,636 91.1% 4,664,517 4,346,285 93.2%

令和５年度（見込）

合計

在宅サービス

居住系サービス

施設サービス

令和３年度 令和４年度
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  ④ 受給率及び受給者１人当たり給付月額の推移 

受給率をみると、在宅サービス、施設・居住系サービスともに兵庫県、全国と比べて高くなっ

ています。 

受給者１人当たり給付月額については、平成 27（2015）年以降おおむね増加傾向にあり、

令和４（2022）年では在宅サービス、施設サービス、居住系サービスの合計額が 602，000

円と、平成 27（2015）年の 581，000円より 21，000円高くなっています。 

＜受給率＞ 

 

 

＜受給者１人当たり給付月額＞ 

 
※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」（令和３（２０２１）年及び令和４（２０２２）年の

み月報の合計） 

※受給者１人当たり給付月額は、四捨五入しているため合計と内訳が一致しない場合がある。  

加西市

7.0
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サ
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施設・居住系サービス

全国 兵庫県 加西市 県内他市町

（％）

（％）

北播磨５市１町

多可町
西脇市

加東市三木市
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平成29年
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平成30年
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令和元年

（2019年）

令和２年

（2020年）

令和３年

（2021年）

令和４年

（2022年）

第6期 第7期 第8期

（千円）

施設サービス 居住系サービス 在宅サービス
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2. アンケート調査からみる高齢者等の状況 

調査の目的 

「加西市高齢者福祉計画（第１０次）及び介護保険事業計画（第９期）」策定にあたり、加西

市の高齢者福祉施策及び介護保険事業のための基礎的な資料を作成するために下記の調

査を実施しました。 

 

調査の概要 

調査種類 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 在宅介護実態調査 

対象者 

加西市内にお住まいの高齢者 2,000人 

（要介護１～５の認定者を除く 

加西市内にお住まいの 65歳以上の人） 

加西市内にお住まいの高齢者 950人 

（在宅で生活している要介護１～５の認定者

で、加西市内にお住まいの 65歳以上の人） 

実施期間 令和５（2023）年１月 10日（火）～令和５（2023）年１月 25日（水） 

実施方法 郵送配布、郵送回収 郵送配布、郵送回収 

回収状況 

配 布 数：2,000件 

有効回収数：1,363件 

有効回答率：68.2％ 

配 布 数：950件 

有効回収数：492件 

有効回答率：51.8％ 

 

留意点 

分析結果を見る際の留意点は以下の通りとなっています。 

１．「ｎ」は「ｎｕｍｂｅｒ」の略で、比率算出の母数。 

２．単数回答の場合、本文及び図表の数字に関しては、すべて小数点第２位以下を四捨五入し、小数点第

１位までを表記しています。このため、百分率の合計が１００．０％とならない場合があります。 

３．複数回答の場合、図中にＭＡ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｎｓｗｅｒ ＝いくつでも）、３ＬＡ（３ Ｌｉｍｉｔｅｄ Ａｎｓｗｅｒ＝３つま

で）と記載しています。また、不明（無回答）はグラフ・表から除いている場合があります。 

４．各種リスクの非該当には判定不能も含みます。 
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（１） 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

① 介護・介助の必要性 

   

ア）介護・介助の必要性 

介護・介助の必要性について、「介護・介助は必要ない」が 80.6％で最も高く、次いで「何ら

かの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が 7.1％、「現在、何らかの介護を受けてい

る」が 5.6％となっています。家族構成が「１人暮らし」の人では、何らかの介護・介助が必要な

人の割合は 20.4％となっています。 

  

何らかの介護・介助が必要な人の割合は全体では 12.7％となっているが、加西

圏域では約 10％、その他の圏域では約 15％と、地域によって差がみられる。 

介
護
・

介
助
は

必
要
な

い

何
ら
か

の

介
護
・

介
助
は

必
要
だ

が
、

現
在
は

受
け
て

い
な
い

現
在
、

何
ら
か
の

介
護
を

受
け
て

い
る

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,363）

男性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=235）

女性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=411）

北条 
（n=403）

善防 
（n=264）

加西 
（n=311）

泉 
（n=318）

１人暮らし 
（n=255）

夫婦２人暮らし
（配偶者65歳以上）

（n=385）

夫婦２人暮らし
（配偶者64歳以下）

（n=77）

息子・娘との２世帯 
（n=313）

その他 
（n=241）

性
・
年

齢

家
族
構

成

圏
域

80.6 

95.3 

80.4 

91.0 

72.0 

81.9 

83.7 

89.1 

83.0 

76.5 

85.2 

97.4 

86.9 

83.0 

7.1 

2.8 

11.1 

4.0 

11.9 

8.7 

7.2 

7.1 

6.6 

11.8 

7.3 

1.3 

5.4 

8.3 

5.6 

1.2 

7.7 

1.6 

11.7 

6.9 

6.8 

1.9 

7.5 

8.6 

4.9 

1.3 

6.1 

5.4 

6.7 

0.6 

0.9 

3.4 

4.4 

2.5 

2.3 

1.9 

2.8 

3.1 

2.6 

1.6 

3.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

何らかの介護・介助が必要 
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イ）介護・介助が必要になった主な原因 

介護・介助が必要になった主な原因について、「骨折・転倒」が 23.0％で最も高く、次いで

「高齢による衰弱」が 20.1％、「心臓病」が 17.2％となっています。 

 

  

9.2

17.2

5.7

6.3

10.3

7.5

4.0

8.6

2.3

6.3

23.0

5.7

20.1

13.8

1.1

12.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

脳卒中（脳出血・脳梗塞等）

心臓病

がん（悪性新生物）

呼吸器の病気（肺気腫・肺炎等）

関節の病気（リウマチ等）

認知症（アルツハイマー病等）

パーキンソン病

糖尿病

腎疾患（透析）

視覚・聴覚障害

骨折・転倒

脊椎損傷

高齢による衰弱

その他

不明

無回答

(n=174) (MA%)
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  ② 外出の状況 

   

ア）外出の状況 

外出を控えているかについて、「はい」が 33.1％、「いいえ」が 63.2％となっています。 

 

 

イ）外出を控えている理由 

外出を控えている理由について、「足腰などの痛み」が 41.0％で最も高く、次いで「交通手

段がない」が 17.5％、「外での楽しみがない」が 13.5％となっています。また、「その他」の回

答が 31.7％と多く、うち 73.2％が「新型コロナウイルス感染症」を含む回答をしています。 

 

  

は
い

い
い
え

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,363） 33.1 63.2 3.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

外出を控えている人の割合は全体の約３割となっている。 

外出を控えている人のうちの約４割の人が足腰などの痛みを理由に外出を控え

ており、約２割の人が新型コロナウイルス感染症の影響により外出を控えている。 

11.3

1.1

41.0

12.6

7.5

4.9

13.5

9.5

17.5

31.7

5.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

病気

障害（脳卒中の後遺症など）

足腰などの痛み

トイレの心配（失禁など）

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

無回答

(n=451) (MA%)
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  ③ 孤食の状況 

    

共食の有無について、「毎日ある」が 53.6％で最も高く、次いで「月に何度かある」が

15.9％、「週に何度かある」が 9.5％となっています。「年に何度かある」「ほとんどない」を合

わせた“孤食傾向の人”は 16.6％となっています。 

 

  

孤食傾向の人の割合は約１７％となっている。また、家族構成が「１人暮らし」の

人では孤食傾向の割合が約 38％と高い。 

 

毎
日
あ
る

週
に

何
度
か
あ
る

月
に

何
度
か
あ
る

年
に

何
度
か
あ
る

ほ
と
ん
ど
な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,363）

男性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=235）

女性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=411）

北条 
（n=403）

善防 
（n=264）

加西 
（n=311）

泉 
（n=318）

１人暮らし 
（n=255）

夫婦２人暮らし
（配偶者65歳以上）

（n=385）

夫婦２人暮らし
（配偶者64歳以下）

（n=77）

息子・娘との２世帯 
（n=313）

その他 
（n=241）

性
・
年
齢

圏
域

家
族
構
成

53.6 

61.7 

54.0 

61.7 

42.1 

52.4 

57.6 

55.0 

52.2 

3.1 

71.2 

75.3 

63.3 

61.8 

9.5 

7.8 

9.8 

7.5 

11.9 

9.2 

11.0 

10.3 

8.2 

18.0 

5.7 

6.5 

7.0 

9.1 

15.9 

9.0 

15.3 

14.3 

23.1 

20.1 

11.4 

13.5 

17.0 

35.7 

10.4 

2.6 

12.5 

14.5 

8.2 

5.9 

6.8 

7.5 

11.2 

6.5 

8.3 

8.4 

10.1 

17.6 

4.4 

5.2 

9.3 

4.6 

8.4 

10.6 

7.7 

5.6 

9.0 

6.9 

9.1 

8.4 

8.8 

20.8 

5.2 

3.9 

3.8 

6.2 

4.4 

5.0 

6.4 

3.4 

2.7 

5.0 

2.7 

4.5 

3.8 

4.7 

3.1 

6.5 

4.2 

3.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

孤食傾向の人 
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  ④ 地域活動への参加の状況 

 

 

 

 

会・グループへの参加頻度について、どの項目においても「参加していない」が最も高くなっ

ています。「週４回以上」「週２～３回」「週１回」を合わせた“週１回以上参加している人”は「⑧

収入のある仕事」が 18.8％と最も多く、次いで「②スポーツ関係のグループやクラブ」が

15.5％、「③趣味関係のグループ」が 9.3％、「⑤介護予防のための通いの場」が 6.8％とな

っています。一方、「参加していない」「無回答」を除いた“年に数回以上参加している人”は

「⑦町内会・自治会」が 35.6％と最も高くなっています。 

 

 

 

  

年に数回以上の会・グループへの参加頻度では「町内会・自治体」で最も割合

が高いが、週１回以上の参加頻度の高い割合でみると「収入のある仕事」が最も

高くなっている。 

 

週
４
回

以
上

週
２
～

３
回

週
１
回

月
１
～

３
回

年
に
数

回

参
加
し

て
い
な
い

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

①　ボランティアのグループへの
参加頻度（n=1,363）

②　スポーツ関係のグループやク
ラブへの参加頻度（n=1,363）

③　趣味関係のグループへの参加
頻度 

（n=1,363）

④　学習・教養サークルへの参加
頻度 

（n=1,363）

⑤　介護予防のための通いの場
（かさいいきいき体操など）への

参加頻度（n=1,363）

⑥　老人クラブ（シニアクラブ）
への参加頻度（n=1,363）

⑦　町内会・自治会への参加頻度 
（n=1,363）

⑧　収入のある仕事への参加頻度 
（n=1,363）

地
域
の

活
動
へ
の
参
加
状

況

0.7 

3.4 

1.8 

0.4 

1.0 

0.2 

0.4 

10.6 

1.1 

6.7 

3.8 

0.9 

0.7 

1.0 

0.7 

6.4 

1.8 

5.4 

3.7 

1.5 

5.1 

0.7 

1.0 

1.8 

4.7 

5.1 

12.3 

4.2 

1.6 

3.8 

6.2 

1.9 

7.3 

3.0 

5.2 

3.4 

1.8 

19.3 

27.3 

2.4 

55.8 

52.1 

48.8 

56.9 

59.1 

43.4 

33.7 

45.9 

28.5 

24.3 

24.4 

32.8 

30.7 

31.5 

30.8 

31.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

年に数回以上参加している人 

週１回以上参加している人 
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是
非

参
加
し
た
い

参
加

し
て
も
よ
い

参
加

し
た
く
な
い

既
に
参
加

し
て
い
る

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,363）

男性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=235）

女性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=411）

北条 
（n=403）

善防 
（n=264）

加西 
（n=311）

泉 
（n=318）

一般高齢者 
（n=1,141）

総合事業対象者 
（n=3）

要支援１・２ 
（n=130）

性
・
年
齢

圏
域

認
定
該
当
状
況

5.7 

4.4 

4.3 

7.5 

6.8 

6.9 

7.2 

3.9 

6.0 

6.0 

6.9 

41.2 

42.4 

42.1 

46.4 

35.3 

43.4 

40.9 

40.5 

38.7 

42.9 

28.5 

34.0 

38.3 

38.7 

28.0 

33.3 

36.2 

31.4 

35.4 

33.3 

32.7 

33.3 

46.9 

6.8 

5.6 

3.8 

7.8 

8.8 

4.7 

6.8 

8.0 

8.5 

6.9 

33.3 

3.8 

12.2 

9.3 

11.1 

10.3 

15.8 

8.7 

13.6 

12.2 

13.5 

11.5 

33.3 

13.8 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

  ⑤ 地域活動づくりへの参加意向 

ア）参加者としての参加意向 

 

 

 

 

参加者としての参加意向について、「参加してもよい」が 41.2％で最も高く、次いで「参加し

たくない」が 34.0％、「既に参加している」が 6.8％となっています。「是非参加したい」「参加

してもよい」を合わせた“新たな参加意向がある人”は 46.9％となっています。女性前期高齢

者では“新たな参加意向がある人”が他の区分に比べて多くなっており、圏域別にみると、“新

たな参加意向がある人”では「北条」が他の圏域に比べてやや高くなっています。 

  

地域づくり活動に対する参加者としての参加意向をみると、新たな参加意向があ

る人の割合が高くなっているが、お世話役としての参加意向をみるとは参加したく

ない人の割合が約５割と高くなっている。 

新たな参加意向がある人 
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イ）企画・運営（お世話役）としての参加意向 

企画・運営（お世話役）としての参加意向について、「参加したくない」が 53.6％で最も高く、

次いで「参加してもよい」が 27.1％、「既に参加している」が 4.0％となっています。「是非参加

したい」「参加してもよい」を合わせた“新たに参加意向がある人”は 28.9％となっています。 

女性後期高齢者では“新たに参加意向がある人”が他の区分に比べて低くなっています。 

圏域別にみると、「善防」では“新たに参加意向がある人”が他の圏域に比べて高くなってい

ます。 

 

  

是
非

参
加
し
た
い

参
加

し
て
も
よ
い

参
加

し
た
く
な
い

既
に
参
加

し
て
い
る

無
回
答

凡
例

[ 凡例 ]

全
体

全体 
（n=1,363）

男性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=235）

女性　前期高齢者 
（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=411）

北条 
（n=403）

善防 
（n=264）

加西 
（n=311）

泉 
（n=318）

一般高齢者 
（n=1,141）

総合事業対象者 
（n=3）

要支援１・２ 
（n=130）

性
・
年
齢

圏
域

認
定
該
当
状
況

1.8 

3.1 

1.7 

1.2 

1.2 

1.2 

1.9 

1.6 

2.8 

1.9 

1.5 

27.1 

30.2 

28.1 

29.0 

22.1 

28.3 

31.1 

27.7 

21.7 

28.2 

20.8 

53.6 

53.9 

54.5 

53.3 

54.3 

56.1 

48.9 

53.1 

56.6 

53.1 

33.3 

60.0 

4.0 

4.4 

3.4 

4.4 

3.6 

3.0 

3.4 

5.1 

4.4 

4.0 

33.3 

1.5 

13.5 

8.4 

12.3 

12.1 

18.7 

11.4 

14.8 

12.5 

14.5 

12.7 

33.3 

16.2 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

新たな参加意向がある人 
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  ⑥ 認知症の相談窓口の周知状況 

 

認知症に関する相談窓口の周知状況について、「はい」が 29.7％、「いいえ」が 62.7％とな

っており、前回調査と比較すると、「はい」が低くなっています。 

男性前期高齢者では、「はい」が 25.2％と他の区分に比べて低くなっています。 

圏域でみると、「泉」では「はい」が 34.3％と他の区分に比べてやや高くなっています。 

 

  

は

い

い

い

え

無

回

答

凡
例

[ 凡例 ]

今回調査
（n=1,363）

前回調査

（n=1,422）

男性　前期高齢者 

（n=321）

　　　後期高齢者 

（n=235）

女性　前期高齢者 

（n=321）

　　　後期高齢者 
（n=411）

北条 
（n=403）

善防 
（n=264）

加西 
（n=311）

泉 
（n=318）

一般高齢者 

（n=1,141）

総合事業対象者 

（n=3）

要支援１・２ 

（n=130）

性
・

年
齢

圏
域

認

定
該

当
状

況

全
体

29.7 

38.9 

25.2 

33.2 

31.8 

28.7 

25.8 

28.0 

30.5 

34.3 

30.4 

23.1 

62.7 

54.0 

69.5 

60.9 

62.6 

59.6 

67.5 

62.1 

63.7 

57.9 

62.5 

66.7 

68.5 

7.6 

6.3 

5.3 

6.0 

5.6 

11.7 

6.7 

9.8 

5.8 

7.9 

7.1 

33.3 

8.5 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

認知症に関する相談窓口の周知状況は前回調査時と比べて低下している。 
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（２） 在宅介護実態調査 

① 介護者が不安に感じる介護 

 

 

 

要介護１・２をみると、「夜間の排泄」「入浴・洗身」「認知症状への対応」「日中の排泄」が

高くなっています。要介護３以上をみると、「夜間の排泄」「日中の排泄」「入浴・洗身」が高くな

っています。 

「医療面での対応」、「食事の準備」などで要介護度が高くなるほど不安を感じる人の割合

は高くなっていますが、特に「屋内の移乗・移動」で高くなっています。 

 

  

介護者が不安に感じる介護について、どの要介護度においても「日中の排泄」

「夜間の排泄」「入浴・洗身」に不安を感じる人の割合が高い。 

33.3

43.1

13.2

35.3

3.4

7.8

8.8

26.5

16.7

35.3

4.4

9.8

8.3

6.4

2.9

2.5

1.0

39.2

47.2

16.0

32.0

4.8

8.0

16.0

14.4

8.8

24.0

9.6

14.4

4.0

4.8

4.0

4.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

(3LA%)

要介護１・２(n=204)

要介護３以上(n=125)
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  ② サービスの状況 

 

 

 

 

ア）利用している介護保険サービス以外の支援・サービス 

利用している介護保険サービス以外の支援・サービスについて、「利用していない」が

51.4％で最も高く、次いで「配食」が 13.6％、「外出同行（通院、買い物など）」が 13.2％と

なっています。 

 

 

イ）在宅生活の継続に必要な支援・サービス 

在宅生活の継続に必要な支援・サービスについて、「外出同行（通院・買い物など）」が

25.4％と最も高く、次いで「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が 25.2％、「特になし」が

24.8％となっています。 

  

13.6

8.3

11.0

7.7

10.2

13.2

9.8

6.5

3.3

8.1

51.4

10.4

0 20 40 60 80 100

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

利用していない

無回答

(n=492)
(MA%)

20.5

13.4

18.3

13.0

15.0

25.4

25.2

20.3

9.3

6.1

24.8

16.3

0 20 40 60 80 100

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉タクシー等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

(n=492)
(MA%)

在宅生活の継続に必要なサービスとして「移送サービス（介護・福祉タクシー

等）」、「見守り、声かけ」のニーズが高いのに対し、実際に利用している人の割合

は低くなっている。 
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③ 施設等への入所・入居の検討状況 

 

 

 

「検討中」「申請済み」を合わせた“施設等への入所・入居を検討もしくは申請している”は、

単身世帯では 42.0％、夫婦のみ世帯では 48.8％、その他世帯では 41.4％となっています。 

 

 

 

 

④ 介護者の就労状況 

 

 

 

介護離職について、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」が 58.2％で最も高

く、次いで「主な介護者が仕事を辞めた（転職除く）」が 11.5％、「わからない」が 3.0％となっ

ています。 

  

検討していない 検討中 申請済み

凡
例

[ 凡例 ]

単身世帯 
（n=69）

夫婦のみ世帯 
（n=121）

その他 
（n=213）

世
帯
類
型

58.0 

51.2 

58.7 

27.5 

29.8 

26.8 

14.5 

19.0 

14.6 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

施設等への入所・入居の検討状況について、夫婦のみ世帯では「検討していな

い」が他の区分と比べて低い。 

介護者の就労状況について、「介護のために仕事を辞めた家族・親族はいない」

が約６割と高い。回答者のうち約１割では介護離職の現状がみられる。 

新施設等への入所・入居を

検討もしくは申請している 
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  ⑤ 就労継続のために必要な勤め先からの支援 

  

問題なく続けていける人をみると、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」「制度を利用しや

すい職場づくり」が高くなっています。 

問題はあるが、何とか続けていける人をみると、「制度を利用しやすい職場づくり」「介護休

業・介護休暇等の制度の充実」が高くなっています。 

続けていくのが難しい人をみると、「介護休業・介護休暇等の制度の充実」「制度を利用しや

すい職場づくり」「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」が高くなっています。 

 

  

21.1

47.4

26.3

21.1

15.8

0.0

0.0

15.8

0.0

15.8

0.0

17.4

27.9

32.6

25.6

9.3

10.5

8.1

25.6

3.5

11.6

2.3

10.7

50.0

35.7

35.7

10.7

0.0

7.1

32.1

3.6

3.6

0.0

0 10 20 30 40 50 60

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

(3LA%)

問題なく、続けていける(n=19)

問題はあるが、何とか続けていける(n=86)

続けていくのは「やや＋かなり難しい」(n=28)

介護と仕事を両立して続けていくのは難しい人では「介護休業・介護休暇等の制

度の充実」が５割と高くなっている。 



37 

  

3. 他市等との比較 

（１） 高齢化率の比較 

加西市の高齢化率は、全国・兵庫県と比較すると高くなっています。兵庫県全体においても、

全国の高齢化率をやや上回っています。 

 

※資料：加西市は住民基本台帳人口（各年９月末日現在）ただし、令和５（2023）年のみ推計値 

兵庫府、全国は総務省「国勢調査」及び国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来

推計人口」 

 

（２） 調整済み認定率の比較 

① 調整済み認定率の推移の比較 

加西市の調整済み認定率は、兵庫県より低い水準で推移していますが、全国と比べると、令

和４（2022）年を除いてはやや高い水準で推移しています。 

 
※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和 3（2021）年度のみ「介護保険事業状況

報告」月報）及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

※性・年齢構成を考慮しない調整済み認定率を使用。計算に用いる標準的な人口構造は平成 27

（2015）年１月１日時点の全国平均の構成。 
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  ② 調整済み認定率の比較（令和３（2021）年） 

令和 3（2021）年の調整済み認定率をみると、兵庫県全体に比べて低くなっています。また、

北播磨５市１町の中では最も高くなっています。 

 

※資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

※性・年齢構成を考慮しない調整済み認定率を使用。計算に用いる標準的な人口構造は平成 27

（2015）年１月１日時点の全国平均の構成。 
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※調整済み認定率について 

●調整済み認定率とは、認定率の大小に大きな影響のある「第１号被保険者の性・年齢構

成」の影響がなくなるように調整した認定率のことです。 

●一般的に、後期高齢者の認定率は前期高齢者の認定率よりも高くなるとされています。第

１号被保険者の性・年齢構成が、どの地域においても、ある地域または全国平均の一時点

の【標準的な人口構造】と同じになるように調整することで、性・年齢構成以外の認定率

への影響について、地域間・時系列での比較がしやすくなります。 

●「調整済み認定率」は、第１号被保険者の性・年齢構成を【標準的な構成】に調整するた

め、同じ地域、同じ年の調整していない「認定率」と異なる数字となります。 

●ここでは、【標準的な人口構造】として、【平成 27（2015）年の全国平均の構成】を使用

しています。 
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  ③ 年齢区分別要介護認定率の比較 

65～74歳、75～84歳、85歳以上の年齢区分ごとに要介護認定率をみると、加西市では、

65～74歳では 4.1％と低いですが、75～84歳では、17.3％、85歳以上では 61.4％と非常

に高くなっています。 

兵庫県と比べると、どの年齢区分においても認定率は低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：厚生労働省「介護保険事業状況報告」、令和４（2022）年４月現在 
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（３） 要支援・要介護認定者の内訳 

全国、兵庫県の平均と比べると、重度認定者（要介護３～５）の割合は全国よりはやや低いで

すが、兵庫県よりは高くなっています。また、北播磨５市１町の中で、重度認定者の割合は最も

低くなっています。 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告（月報）」令和４（2022）年現在 
 

（４） 認定率と高齢化率の分布 

北播磨５市１町の中では高齢化率は３番目に高く、認定率は２番目に高くなっています。また、

兵庫県と比べると、認定率は低いですが高齢化率は高く、全国と比べると、高齢化率、認定率

はともに高くなっています。 

 

※出典：地域包括ケア「見える化」システム令和２（2020）年現在  
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（５） 介護保険サービスの状況 

① 第１号被保険者１人あたり給付月額 

令和２（2020）年の第１号被保険者１人あたり調整給付月額の状況をみると、施設及び居

住系サービスの給付月額は 10,377円、在宅サービスは 10,941円となっており、兵庫県（施

設及び居住系サービス：9,332 円、在宅サービス：11,102 円）に比べて、施設及び居住系サ

ービスは高く、在宅サービスは低くなっています。 

 

 

※資料：厚生労働省「介護保険総合データベース」、「介護保険事業状況報告（月報）」令和４（2022）

年現在 

※調整給付月額は、第１号被保険者の性・年齢構成を調整し、単位数に一律 10 円を乗じ、さらに実効

給付率を乗じた数。 

※本指標の「在宅サービス調整給付月額」は、在宅サービス給付費の総額を第１号被保険者数で除し

た数。 

※本指標の「施設及び居住系サービス調整給付月額」は、第１号被保険者に対する施設及び居住系サ

ービス給付費の総額を第１号被保険者数で除した数。 

※在宅サービスは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、

通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護（介護老人保健施設）、

短期入所療養介護（介護療養型医療施設等）、福祉用具貸与、介護予防支援・居宅介護支援、定期

巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型

居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型通所介護を指す。 

※施設及び居住系サービスは、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施

設、介護療養型医療施設、介護医療院、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者生活介護、

地域密着型特定施設入居者生活介護を指す。  
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4. 第８期計画期間における施策の評価 

加西市高齢者福祉計画・第 8 期介護保険事業計画の各施策・事業に関し、進捗状況や課題

等を把握するため、各担当課において評価を行いました。 

数値目標の達成状況を評価するとともに、数値目標を掲げていない場合等は、取組みのプロ

セスを評価しました。評価は３段階で行い、結果は以下の通りです。また、個々の取組み状況につ

いては次のページ以降に記載しています。 

 

【評価基準】 

A…成果あり、計画策定時より大きく改善 

B…成果はどちらとも言えない、変化なし 

C…成果なし、取組みが不十分・未実施 

（それぞれの評価の事業数/重要施策ごとの事業数） 

重要施策 A B C 

重要施策１ 健康寿命の延伸・介護予防に向けた取組みの推進 46.2% 46.2% 7.7% 

重要施策２ 高齢者の生きがいのある暮らしの実現 8.0% 80.0% 12.0% 

重要施策３ 高齢者の尊厳を配慮した取組みの推進 39.3% 53.6% 7.1% 

重要施策４ 地域における包括的なケア体制のさらなる深化 49.1% 37.7% 13.2% 

重要施策５ 介護サービスの質の向上と介護保険事業の適正な運営 17.6% 76.5% 5.9% 

重要施策６ 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 16.7% 72.2% 11.1% 

総計 34.1% 55.7% 10.2% 

※一部、事業廃止等により評価を行っていない事業がある。 
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重点施策１ 健康寿命の延伸・介護予防に向けた取組みの推進 

重点施策 1の取組状況の概要 

⚫ 住民の介護予防への意識を高めるため、健康づくりや介護予防の推進に取り組みまし

た。介護予防の取組みである運動ポイント事業の参加者数は、令和４（2022）年時点

で目標を大幅に上回り 5,385人となっています。 

⚫ 介護予防のための通いの場等では、新型コロナウイルス感染症の影響により活動を縮

小した時期もありましたが、介護予防のために集うことの重要性の周知により、グル

ープ数と参加者数は増加しています。また、通いの場や介護予防教室等に専門職を派

遣し健康講座を実施することで、専門的な知識の普及も行っています。 

⚫ あったかシステム（小地域福祉活動）では、新型コロナウイルス感染症の影響により

三世代交流事業やサロン等の中止・休止もありましたが、令和４（2022）年度以降は

徐々に再開しています。 

 

評価指標の達成状況 

 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

運動ポイント事業参加者 
目標 3,000 人 3,250 人 3,500 人 

実績（見込み） 4,234 人 5,385 人 6,000 人 

かさいいきいき体操参加者 
目標 700 人 720 人 740 人 

実績（見込み） 645 人 799 人 850 人 

ニーズ調査における主体的健康感 

「とてもよい」「よい」の回答割合 

目標 ― ― 80% 

実績（見込み） ― ― 78.9% 

住民主体の通いの場への参加者数 

（かさいいきいき体操・グランドゴルフ・サロン等） 

目標 4,000 人 4,100 人 4,200 人 

実績（見込み） 3,181 人 3,455 人 3,700 人 

通いの場における保健事業の実施回数 
目標 47 回 49 回 51 回 

実績（見込み） 67 回 50 回 55 回 

訪問リハビリテーション事業所数 
目標 1 か所 1 か所 1 か所 

実績（見込み） 1 か所 1 か所 1 か所 

通所リハビリテーション事業所数・ 

定員数 

目標 
３か所 

100 人 

３か所 

100 人 

３か所 

100 人 

実績（見込み） 
３か所 

100 人 

３か所 

100 人 

３か所 

100 人 

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の

従事者数（介護予防教室等に従事する

者） 

目標 5 人 5 人 5 人 

実績（見込み） 32 人 30 人 30 人 

※令和５年度実績は、見込み値（以下同様）       
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施策の方向性ごとの取組状況 

施策の方向性① 生涯を通した健康づくり活動の推進 

○【町ぐるみ健診受診者】令和 3 年度：1,451 名、令和 4 年度：1,649 名 

○【健康講座開催回数】令和 3 年度：4 回、令和 4 年度：3 回 

○【健康講座延べ受講者】令和３年度：128 名、令和４年度：109 名 

○【こころの健康相談事業】令和 3 年度：電話 96 人（延）面接 19 人（延） 

○【各種ポイント事業への事業参加者数】令和 3 年度：4,234 人、令和 4 年度：5,385 人 

▼こころの健康に関する専門相談への対応が必要です。 

施策の方向性② 効果的な介護予防の推進 

○通いの場のグループ数、参加者数が増加しました。 

○通いの場参加者の身体状況は、維持改善が７割以上みられました。 

○【70 歳からの生き活き元気塾】令和 2 年：受講者数 95 人（延 1,182 人） 開催回数 61 回 

令和 3 年：受講者数 103 人（延 1,586 人） 開催回数 74 回 

令和 4 年：受講者数 107 人（延 1,355 人） 開催回数 72 回 

○【生き活き元気塾の満足度】満足・まあ満足の割合：91.5％ 

 

重点施策 1の評価 

かさいいきいき体操の参加者数や運動ポイント事業の登録者数は目標値を大きく上回りました。

一方で、通いの場の参加者数は増加傾向にあるものの、新型コロナウイルス感染症の影響もあり目

標値には届きませんでした。感染拡大防止の影響もありましたが、健康づくりや介護予防の取組み

促進においては一定の成果がみられました。 

 

 

 

重点施策２ 高齢者の生きがいのある暮らしの実現 

重点施策２の取組状況の概要 

⚫ 高齢者の生きがいある暮らしの実現に向け、生涯学習やスポーツの推進に取り組みま

した。新型コロナウイルス感染症の影響により活動を縮小した時期もあったため、今

後は以前の参加者が戻るよう働きかけるとともに、幅広い年代で参加しやすいスポー

ツ事業の開催を目指します。 

⚫ 高齢者が自分の培ってきた知識や経験、技能を生かせる環境づくりに努めましたが、

老人バンク登録数や生活支援サポート事業協力会員数、シルバー人材センター登録者

数は伸び悩んでいます。これまでボランティア活動等に興味のなかった方に興味を持

ってもらうための仕組みづくりを検討していく必要があります。 

⚫ 高齢者あったか推進のつどいやふるさと芸能大会について、これまで役員の負担増加

が問題となっていましたが、開催方法等の検討により、負担の軽減に向けた取組みが

進んでいます。今後は、新型コロナウイルス感染症の影響が少なくなる中、シニアク

ラブ活動やサロン活動の支援を推進していく必要があります。 
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⚫ 高齢者が生きがいを持ち、社会活動に参加する等、充実した生活を送ることが心身と

もに健康維持につながるため、各地域のシニアクラブでは、地域での社会奉仕活動等

に取り組んでいます。市として活動を支援していますが、定年延長や再雇用制度、価

値観の変化等から、シニアクラブの会員数は年々減少傾向にあります。 

 

評価指標の達成状況 

 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

生活支援サポート事業依頼会員数 
目標 120 人 125 人 130 人 

実績（見込み） 113 人 114 人 120 人 

シルバー人材センター登録者数 
目標 300 人 300 人 300 人 

実績（見込み） 312 人 298 人 300 人 

老人クラブ会員数 

（シニアクラブ） 

目標 11,000 人 11,000 人 11,000 人 

実績（見込み） 10,924 人 10,657 人 10,150 人 

市内企業への高齢者の就労に関する 

制度導入勧奨の実施件数 

目標 15 件 15 件 15 件 

実績（見込み） 0 件 0 件 0 件 

 

施策の方向性ごとの取組状況 

施策の方向性① 生涯学習・スポーツ活動の推進 

○【シニアカレッジかしの木学園受講者数】令和 2 年：489 人（延 1,767 人） 

令和 3 年：503 人（延 2,279 人） 

令和 4 年：521 人（延 2,693 人） 

○【かしの木学園生アンケート結果】満足・まあ満足：73.9％ 

施策の方向性② ボランティア活動の支援 

○【生活支援サポート事業登録者数】協力会員：48 人 

依頼会員登録者：115 人 

利用回数（月平均）：48 回 

▼老人バンクの認知度向上に向けた取組みが必要です。 

▼ボランティアに興味のない人への仕組みづくりの検討・実施が必要です。 

施策の方向性③ 高齢者の就労支援（シルバー人材センター活動） 

〇総合事業（訪問型サービス B）の委託契約をシルバー人材センターと締結し、就業機会の確保に努

めました。 

〇支援を通じて、働く意欲を持つ高齢者の臨時的・短期的な就労機会の確保・提供に努めました。 

▼企業の雇用延長等の影響による、シルバー人材センター会員の高齢化と若年会員数の減少が課題で

す。 

施策の方向性④ 高齢者の生活を支える社会環境の整備 

○役員の負担を軽減しながら、敬老月間ふるさと芸能大会を実施しました。 
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▼アフターコロナでの集合型つどいの開催ができるよう支援する必要があります。 

▼アフターコロナでのサロン活動の再開ができるよう支援する必要があります。 

 

重点施策２の評価 

高齢者の生きがいある暮らしに向けた生涯学習やスポーツ活動の推進においては、一定の成果

がみられました。一方で、ボランティアやシルバー人材センターの登録者数、シニアクラブ会員数は

伸び悩んでいます。数値指標を立てている項目においては、取組みの推進が必要と考えられます。 

 

 

 

重点施策３ 高齢者の尊厳を配慮した取組みの推進 

重点施策３の取組状況の概要 

⚫ 高齢者虐待の防止のため、ネットワーク運営協議会を開催する等、早期発見・防止に

つながる取組みを進めています。今後は、地域住民への研修会開催等を検討し、様々

な情報発信を行うことで地域の見守り体制の充実も図っていきます。 

⚫ 認知症の人が安心して暮らせるよう、見守り・SOS ネットワークを構築しており、協

力機関は増加しています。引き続き、認知症に関する理解促進のための情報周知や認

知症サポーター養成講座の開催を推進します。また、認知症の人や家族の不安や負担

を軽減するため、認知症カフェ等の支援を行います。 

⚫ 令和４年度には、市による成年後見制度の申立てが４件ありました。今後も、制度を

必要とする人が利用できるよう、情報周知に努めます。 

 

評価指標の達成状況 

 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

虐待相談・通報受理件数 
目標 24 件 27 件 30 件 

実績（見込み） 13 件 18 件 25 件 

初期集中支援チーム相談件数 
目標 25 件 25 件 25 件 

実績（見込み） 35 件 32 件 32 件 

認知症サポーター数 
目標 6,000 人 6,200 人 6,400 人 

実績（見込み） 6,587 人 7,076 人 7,500 人 

認知症地域支援推進員活動件数 
目標 500 件 500 件 500 件 

実績（見込み） 304 件 283 件 330 件 

認知症カフェ開催か所数 
目標 7 か所 8 か所 9 か所 

実績（見込み） 7 か所 8 か所 9 か所 

認知症カフェ開催回数 
目標 84 回 96 回 108 回 

実績（見込み） 27 回 52 回 70 回 

認知症初期集中支援チーム検討委員

会開催回数 

目標 1 回 1 回 1 回 

実績（見込み） 1 回 1 回 1 回 
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項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

キャラバン・メイト人数 
目標 63 人 65 人 67 人 

実績（見込み） 61 人 60 人 61 人 

 

施策の方向性ごとの取組状況 

施策の方向性① 高齢者虐待の防止 

〇ホームページなどに高齢者虐待について掲載し、支援制度とともに相談窓口を周知しました。 

〇虐待の個別事例の検討を行い、高齢者虐待防止に関する体制を整備しました。 

〇各委員の専門的な見地から意見をもらい、高齢者虐待の早期発見・防止に努めました。 

▼虐待防止に係る講演会等の情報発信を充実させる必要があります。 

▼虐待未然防止に係る地域住民を対象とした研修会を開催する必要があります。 

施策の方向性② 認知症高齢者対策の推進 

○見守り・SOS ネットワーク事業の協力機関が増加（155 の医療関係機関・一般事業所等）しまし

た。 

▼地域の様々な活動と連携した見守り体制を強化する必要があります。 

施策の方向性③ 権利擁護の体制整備と成年後見制度の利用促進 

○【成年後見制度申立て件数】令和 3 年度：０件、令和４年度：４件 

 

重点施策３の評価 

認知症サポーター数は目標値を大きく上回って増加しているほか、見守り・SOS ネットワーク事業

の協力機関が増加するなど、高齢者を見守る体制づくりを進めることができました。しかしながら、

認知症地域支援推進員活動件数は目標値に届かない状況がみられ、今後は地域で人材が活躍

できる場づくりを進めていく必要があります。 

 

 

 

重点施策４ 地域における包括的なケア体制のさらなる深化 

重点施策４の取組状況の概要 

⚫ 地域包括支援センターの運営に関する進捗管理を行う等、地域包括支援センターの機

能強化に努めました。また、高齢者や家族からの相談を受けられるよう、相談窓口を

設置しています。引き続き、地域包括支援センターで相談を受けられることを周知し、

介護をする家族の負担軽減や離職防止に努めます。 

⚫ 高齢者が安心して暮らし続けられるよう、引き続き緊急通報体制整備事業や日常生活

用具給付事業等を実施しています。また、地域での暮らしを支えるため、移動支援や

配食サービス等の支援も実施していますが、配食ボランティアの高齢化や負担感増加

が問題となっているため、今後のボランティアの取組みについて検討していきます。 

⚫ 介護を必要とする人が適切な医療ケアを受けられるよう、「在宅医療・介護連携相談窓

口」を設け、医療介護連携を支援しています。新型コロナウイルス感染症の影響でワ
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ーキンググループや研修会等を開催できなかったため、今後は研修会の開催等により

連携を強化するとともに、医療・介護連携や人生会議※等に関して地域住民への周知・

啓発に努めます。 

⚫ 地域でお互いが支え合う仕組みづくりのため、生活支援サポート事業を行っていま

す。生活支援サポート事業の協力会員が依頼会員に比べて少ない等の課題があるた

め、引き続き生活支援コーディネーターによる地域の実態把握や、地域での活動促進

に努めます。 

 

評価指標の達成状況 

 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域包括支援センター延べ相談件数 
目標 6,000 件 6,000 件 6,000 件 

実績（見込み） 2,277 件 3,646 件 6,000 件 

地域ケア会議の開催回数 
目標 13 回 13 回 13 回 

実績（見込み） 12 回 12 回 12 回 

地域ケア推進会議の開催回数 
目標 1 回 1 回 1 回 

実績（見込み） 1 回 1 回 1 回 

総合相談窓口の設置か所数 
目標 0 か所 0 か所 1 か所 

実績（見込み） 1 か所 1 か所 1 か所 

多職種連携情報共有システム事業所数 
目標 49 事業所 49 事業所 49 事業所 

実績（見込み） 49 事業所 49 事業所 49 事業所 

特別養護老人ホーム事業所数・定員数 

目標 
４か所 

294 人 

４か所 

294 人 

４か所 

294 人 

実績（見込み） 
４か所 

294 人 

４か所 

294 人 

４か所 

294 人 

特別養護老人ホーム施設利用率 

（施設利用者／要介護３～５の認定者）※ 

目標 2.9% 2.9% 2.9% 

実績（見込み） 32.6% 34.3% 33.2% 

介護老人保健施設事業所数・定員数 

目標 
２か所 

100 人 

２か所 

100 人 

２か所 

100 人 

実績（見込み） 
２か所 

100 人 

２か所 

100 人 

２か所 

100 人 

介護老人保健施設利用率 

（施設利用者／認定者） 

目標 5.3% 5.3% 5.3% 

実績（見込み） 4.8% 5.0% 4.8% 

介護医療院事業所数・定員数 

目標 
１か所 

120 人 

１か所 

120 人 

１か所 

120 人 

実績（見込み） 移行準備中 移行準備中 
１か所 

120 人 

※目標値設定時と実績値取得時で計算方法が異なるため、数値が異なる       

施策の方向性ごとの取組状況 

 

※人生会議：もしもの時のために、望む医療やケアについて前もって考え、家族等や医療・ケアチームと繰り返し話
し合い、共有する取組のこと 
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施策の方向性① 加西市地域包括支援センターの機能の充実 

〇地域包括支援センターに相談窓口を委託し、24 時間相談受付を実施しました。 

〇地域ケア個別会議を開催し介護支援専門員全体の能力向上に取り組んでいるほか、地域ケア推進会議

において移動支援や人生会議といった地域課題について取り上げ、市の施策へとつながっています。 

▼訪問型サービスを提供できる事業所や人材の不足が生じています。 

施策の方向性② 総合的な地域ケア体制の充実 

〇関係機関や多職種と連携し、課題の解決を図りました。 

▼総合相談窓口設置に向けた検討の継続が必要です。 

施策の方向性③ 地域での生活の自立支援 

〇認知症などによる火の消し忘れ等による火災を防ぐため、IH 調理器と火災報知器の給付を実施して

います。 

〇タクシー券の支給や、住民主体の移送サービスを実施しています。 

▼小規模多機能型居宅介護の新規利用者獲得が課題です。 

▼緊急通報システムの利用者が減少しています。 

▼配食ボランティアの高齢化と負担感が増加しています。 

施策の方向性④ 医療と介護の連携強化 

〇人生会議について検討され、ワーキンググループができました。 

▼医療・介護連携パスの運用の拡大に至っていません。 

施策の方向性⑤ 介護に取り組む家族等への支援 

〇家族会「楽・笑・介」で研修会を実施し、介護ストレスの解消、介護・認知症などへの理解促進を

図りました。 

〇ホームページの整備を行い、各種申請種別ごとのページを作成し、情報提供を強化しました。 

〇地域包括支援センターに相談窓口を委託し、24 時間対応の一つとして携帯電話での相談受付を行い

ました。 

施策の方向性⑥ 地域住民の支え合いの推進 

〇関係機関と連携し、外出が困難な高齢者のために自宅まで配達・訪問してくれるお店をまとめた

『かさい便利帳』を作成しました。 

▼就労的活動支援コーディネーターを配置する必要があります。 

▼加西市高齢者生活支援サポート事業の協力会員登録数が少ないことが課題です。 

▼プロボノ制度※について検討する必要があります。 

  

 

※ 高齢者が仕事等で培った自らの専門知識や技能を活かして参加する社会貢献活動を支援する制度 
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重点施策４の評価 

地域包括支援センターに 24 時間対応の窓口を設置するなどにより、介護を受ける高齢者やそ

の家族の地域での生活を支えられるよう、多職種連携や地域包括ケアシステムの推進を進めてき

ました。数値指標の達成状況をみるとおおむね達成できていますが、加西市高齢者生活支援サポ

ート事業の協力会員登録者数が少ない、医療・介護連携パスも運用拡大に至っていないなど、制

度の周知や活用促進にかかわる課題がみられます。 

 

 

 

重点施策５ 介護サービスの質の向上と介護保険事業の適正な運営 

重点施策５の取組状況の概要 

⚫ サービスを必要とする人が利用しやすいよう、制度や事業所の周知に努めるとともに、

市窓口においてサービス利用に関する困り事等の相談を受けています。 

⚫ 給付適正化に向け、主要５事業（認定適正化・ケアプラン点検・住宅改修点検・縦覧

点検・給付費通知）に取り組んでいます。今後は国の動向を注視しつつ、引き続き給

付適正化に向けた取組みを実施します。 

⚫ 現役世代の減少等により介護人材の不足が課題となっています。介護人材に係る研修

等に対し助成が受けられることの周知を継続するとともに、関係機関と連携しつつ、

人材確保に向けた支援を進めていきます。また、人材確保だけでなく業務効率化によ

る介護職の負担軽減が重要であることから、ICT の導入等について、市として支援で

きる内容を検討していきます。 

 

評価指標の達成状況 

 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ケアプラン点検数 
目標 30 件 30 件 30 件 

実績（見込み） 37 件 45 件 49 件 

人材確保等に向けた助成件数 
目標 2 件 2 件 2 件 

実績（見込み） 2 件 1 件 2 件 

介護サービス事業所への運営指導数 

目標 12 事業所 12 事業所 12 事業所 

実績（見込み） 
10(単独 8  

合同 2) 

19(単独 15  

合同 4) 

17(単独 9  

合同 8） 

介護支援専門員や介護サービス事業所

への研修開催回数 

目標 1 回 2 回 2 回 

実績（見込み） 2 回 1 回 1 回 

介護人材に係る研修の助成件数 
目標 1 件 2 件 2 件 

実績（見込み） 0 件 0 件 1 件 

要介護度の維持・改善の割合（前回二

次判定結果から今回二次判定結果への

軽度化率/重度化率） 

目標 13.7%/22.2% 13.7%/22.2% 13.7%/22.2% 

実績（見込み） 14,2%/37.7% 12.4%/41.3% 8.1%/57.3% 
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施策の方向性ごとの取組状況 

施策の方向性① 介護サービスの質のさらなる向上 

〇本来の来庁目的に加えて、困りごとがないかを伺うようにしました。 

〇利用者からの苦情は、ヒアリングの後、事業所へ事実を確認し、県へ情報を共有しました。 

施策の方向性② 介護保険事業の適正かつ円滑な運営 

＜主な成果＞ 

○【サービス提供事業所への運営指導の実施】令和３年度：単独８事業所及び合同２事業所 

令和４年度：単独 15 事業所及び合同 4 事業所 

施策の方向性③ 介護人材の確保、定着支援、質の向上 

〇加西市社会福祉法人連絡協議会に委託し、兵庫大学と連携して、学生を市内事業所にインターンシ

ップとして参加するよう働きかけました。 

 

重点施策５の評価 

高齢者やその家族が介護保険サービスを安心して利用できるよう、相談・苦情対応体制を整備

しました。また、給付の適正化の取組みも計画通り実施することができました。介護保険サービスの

基盤は予定通り整備できていますが、介護人材の不足は解決には至っていないため、人材確保に

向けて引き続き取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

重点施策６ 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

重点施策６の取組状況の概要 

⚫ 高齢者が安心して暮らせる住まいの確保に向け、サービス付き高齢者向け住宅の実態

把握や、バリアフリー工事に対する助成を行っています。 

⚫ 地域や事業所での災害や感染症対策については、緊急時に必要な物資や支援を検討し

つつ、必要な対策を整備していきます。 

 

評価指標の達成状況 

 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

サービス付き高齢者向け住宅 
目標 1 か所 1 か所 1 か所 

実績（見込み） 1 か所 1 か所 1 か所 

有料老人ホーム（住宅型） 
目標 1 か所 1 か所 1 か所 

実績（見込み） 0 か所 ０か所 ０か所 

マスク、消毒液等の備蓄数（サービ

ス事業者分） 

目標 
20,000 枚 

200 個 

20,000 枚 

200 個 

20,000 枚 

200 個 

実績（見込み） 
20,000 枚 

200 個 

20,000 枚 

200 個 

20,000 枚 

200 個 
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施策の方向性ごとの取組状況 

施策の方向性① 高齢者の居宅ニーズに対応した住まいの供給 

〇事業所のサービス空き情報の一覧表を作成し、市利用者や各事業所の希望者に情報提供しました。 

〇介護保険制度の住宅改修に加えて、工事費が高額となった場合の助成を行いました。 

施策の方向性② 高齢者セーフティネットの推進 

〇加西市防災ハザードマップ・加西市ホームページに福祉避難所を掲載しました。 

▼避難行動要支援者台帳の調査に対する民生委員の負担が増え、今後の調査のあり方が課題となって

います。 

▼福祉避難所の開設は、施設の空きスペースを使用することになっているため、施設の受入スペース

に余裕がないと協力を得ることが難しいという課題があります。 

▼福祉避難所の受入可能人数と要配慮者※の人数とに乖離があります。 

施策の方向性③ 高齢者が住みやすいまちづくり 

○地域主体型交通の導入（運行開始時期：宇仁地区 令和 2 年 10 月、 

日吉地区 令和 4 年 3 月、 

富田地区 令和 5 年 7 月） 

▼地域主体型交通未導入地区での地域主体型交通の導入支援と交通結節点整備が必要です。 

施策の方向性④ 感染症対策の推進【新規】 

〇「加西市感染症の影響を受ける市民等の人権擁護に関する条例」を制定しました。 

〇県からの支援のもと、必要物品（マスク、ゴム手袋等衛生用品、抗原検査キット等）を事業所に配

布しました。 

〇事業所で新型コロナウイルス感染が発生した際には、当該事業所における代替サービスの提供や、

他事業所での利用者対応の事例がありました。 

 

重点施策６の評価 

高齢者が暮らしやすいまちづくりに向け、住宅改修等の住まいの整備や、移動支援を行い、新た

な校区での地域主体型交通の導入を進めることもできました。また、介護保険事業所における新型

コロナウイルス感染症への対応を支援しました。災害対応に向けては、避難行動要支援者台帳の

登録や福祉避難所の開設が課題となっています。 

 

  

 

※要配慮者：災害対策基本法において規定されている、高齢者、障がい者、乳幼児その他の特に配慮を要

する者のこと 
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5. 日常生活圏域別の概況 

（１） 日常生活圏域の設定 

日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域での生活を続けながら、様々なサービスを受け

られるよう、地理的条件、人口、交通事情等の社会的条件、介護給付等対象サービスの整備状況

等を総合的に考慮したうえで定める、地域包括ケアシステムの基礎となる区域のことです。 

本市では、日常生活圏域を中学校区の４圏域（北条、善防、加西、泉）と設定しています。 

 

（２） 日常生活圏域の概要 

  北条地区 善防地区 加西地区 泉地区 全市

圏域人口（人） 16,423 7,250 9,266 9,047 41,986

世帯数（世帯） 7,546 3,096 4,014 3,805 18,461

圏域面積（平方キロ） 19.35 35.67 37.87 57.33 150.22

圏域人口密度（人/平方キロ） 849 203 245 158 279

高齢者（65歳以上）人口（人） 4,698 2,904 3,331 3,624 14,557

75歳以上人口（人） 2,533 1,579 1,800 2,050 7,962

高齢化率 28.6% 40.1% 35.9% 40.1% 34.7%

自治会数 42 37 26 36 141

シニアクラブ数 23 28 30 36 117

合計 887 612 625 750 2,874

要支援１ 112 53 67 76 308

要支援２ 190 134 114 135 573

要介護１ 117 86 84 129 416

要介護２ 180 129 129 155 593

要介護３ 75 75 76 89 315

要介護４ 115 86 93 101 395

要介護５ 98 49 62 65 274

地域包括支援センター 1 0 0 0 1

居宅介護支援 10 4 2 0 16

訪問介護 5 2 1 1 9

訪問看護 3 2 0 0 5

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 1 0 0 1

デイサービス(通所介護) 7 4 5 2 18

デイケア(通所リハビリテーション) 1 2 0 0 3

小規模多機能型居宅介護 3 1 1 1 6

看護小規模多機能型居宅介護 0 1 0 0 1

特定施設入居者生活介護 0 0 1 0 1

グループホーム(認知症対応型共同生活介護) 3 1 1 0 5

介護老人福祉施設 (特別養護老人ホーム) 0 2 1 1 4

介護老人保健施設 1 1 0 0 2

介護医療院 0 1 0 0 1

病院・診療所 17 4 3 3 27

歯科医院 13 1 3 2 19

薬局 17 3 2 2 24

公民館 1 1 1 1 4

通いの場 32 33 43 48 156

入所施設

医

療

機

関

・

そ

の

他

概

要

認

定

者

数

介

護

保

険

関

連

の

社

会

的

資

源

※令和５（2023）年 9月末時点 
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（３） 日常生活圏域ごとの状況 

＜北条地区＞ 

人口の推移及び将来推計 

 

 

 

要介護認定者数・認定率の推移実績            リスク判定結果 

 

 

 

 
 

＜善防地区＞ 

人口の推移及び将来推計 

 

 

 

要介護認定者数・認定率の推移実績            リスク判定結果 
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＜加西地区＞ 

人口の推移及び将来推計 

 

 

 

 

要介護認定者数・認定率の推移実績           リスク判定結果 

 

 

 

 
 

＜泉地区＞ 

人口の推移及び将来推計 

 

 

 

要介護認定者数・認定率の推移実績          リスク判定結果 

  

33.8%

31 2 

35 1 36.0% 36 6 37.2% 37.6% 39 7 41.9% 45 8 
48 8 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年

（2020年）

令和４年

（2022年）

令和６年

（2024年）

令和 年

（2026年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

令和27年

（2045年）

（人）

0 64歳 65 74歳 75歳以上 総人口 全 高齢化 加西地区高齢化 

19.0

37 6

23 8

1.0

50 2

37.0

9 6

19.0

0 20 40 60

 動器

転倒

閉じこもり

 栄養

口腔機能

認知

うつ

虚弱 全 （n=1363）
加西地区（n=311）

   

21.4

34.3

27.4

0 9

24 8

49.7

39 6

11 6

0 20 40 60

 動器

転倒

閉じこもり

 栄養

口腔機能

認知

うつ

虚弱 全 （n=1363）
泉地区（n=318）

(%)

37.0% 38.1% 38 8 39.8% 40 6 41 4 42.1%
45 7 

49.7%
54.2%

57 2 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和２年

（2020年）

令和４年

（2022年）

令和６年

（2024年）

令和 年

（2026年）

令和12年

（2030年）

令和17年

（2035年）

令和22年

（2040年）

令和27年

（2045年）

（人）

0 64歳 65 74歳 75歳以上 総人口 全 高齢化 泉地区高齢化 

670 656 643 625

19.9%
19.4% 19.2%

18.8%

15.0%

16.0%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

0

1,000

2,000

令和２年

（2020年）

令和３年

（2021年）

令和４年

（2022年）

令和５年

（2023年）

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１
要介護２ 要介護３ 要介護４
要介護５ 全 認定 加西地区認定 

771 784 737 750

20.9%
21.3%

20.3%
20.7%

15.0%

16.0%

17.0%

18.0%

19.0%

20.0%

21.0%

22.0%

0

1,000

2,000

令和２年

（2020年）

令和３年

（2021年）

令和４年

（2022年）

令和５年

（2023年）

（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１
要介護２ 要介護３ 要介護４
要介護５ 全 認定 泉地区認定 



56 

第３章 計画の基本理念及び重要施策 

1. 計画の基本理念 

本市では、第６次加西市総合計画において「未来を拓く 協創のまち 加西 ～豊かな自然、育ま

れた歴史、深まる絆を活かして～」を基本理念とし、第３期加西市地域福祉計画においては「みんな

の暮らしをみんなで支える 共生と協創のまち かさい ～あたたかな暮らしを未来につなげるまちづ

くり～」を基本理念としてまちづくりを進めています。 

今後、本市の高齢化はさらに進展すると考えられ、さらに核家族化などにより、支援を必要とする

高齢者はますます増加すると予想されます。高齢者がいくつになってもいきいきと暮らし、介護や支

援が必要になっても可能な限り住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、地域全体で取

り組んでいく必要があります。 

そのためには、これまで本市が取り組んできた、住まい・医療・介護・予防・生活支援が包括的に

確保される「地域包括ケアシステム」を引き続き推進するとともに、高齢者を含め、だれもが自身の

経験や知識、能力等を十分に発揮し、個人の尊厳を尊重されながら自立した生活を送ることのでき

るまちづくりが重要となります。 

そのようなまちの実現のためには、住民、地域の組織や団体、介護や福祉サービスの事業者、行

政関係者等が連携しあい、「支え手」「受け手」という関係を超えて、高齢者やその家族を地域全体

で見守り、ともに支え合い、ともに生き、協力しあいながら地域をつくっていかなければなりません。 

以上の考え方に基づき、「加西市高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画」の基本理念は、

第８期計画の理念を受けつぎ、次のように設定します。 

 

 

 

  
すべての高齢者が、ともに生き、ともに支え合う 

安心して暮らせる協創のまちづくり 
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2. 計画の重要施策 

 

高齢者の健康寿命の延伸と、地域での自立した暮らしの継続のため、健康づくりや介護予防に

向けた取組みを促進します。地域活動を支援するだけでなく、誰もが自分の行いやすい方法で健康

づくり・介護予防に取り組めるよう、介護予防に関する情報提供に努めます。 

 

自身の能力や経験を活かし、地域で役割を担うことで、高齢者が生きがいをもって暮らせるよう、

趣味やボランティア、就労等の活動を支援します。 

また、高齢者がいきいきと集える居場所づくりを推進します。 

 

支援が必要になっても地域で安心して暮らせるための、様々な生活支援サービスの整備に向け

た取組みを進めます。また、緊急時等に助け合える環境づくりの一環として、日ごろからの地域ネット

ワークづくりを目指します。 

 

高齢者やその家族が必要に応じた支援を受けられるためにも、困り事や不安などをすぐに相談

できるよう、相談窓口を充実し、窓口について周知します。また、相談等があった際に必要な支援に

つなぐことのできるよう、支援機関や行政が連携できる関係づくりを進めます。 

 

安心して住み続けられる地域づくりのため、住まいやバリアフリーのまち、移動支援といった生活

環境の整備を推進します。また、感染症や災害といった緊急時にも必要な支援を受けられるよう、介

護保険サービス等の体制整備に努めます。 

 

認知症になったとしても、住み慣れた地域で本人の望む暮らしを続けることができるために、早期

発見・早期対応に努めるとともに、家族への支援も含めた包括的な認知症対策に取り組みます。ま

た、認知症などの人の権利が侵害されることのないよう、関係機関と連携して権利擁護に努めます。 

 

介護が必要な状態になったときに安心して介護保険サービスを利用できるよう、サービスの質の

向上や適正な給付に取り組むとともに、介護人材の確保や定着支援、介護現場の業務効率化など

に努めます。  

重要施策Ⅰ 健康寿命の延伸・介護予防に向けた取組みの推進 

重要施策２ 高齢者の生きがいのある暮らしの実現 

重要施策３ 支え合いの地域づくり 

重要施策４ 地域包括ケアシステムを支える連携体制の充実 

重要施策５ 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

重要施策６ 高齢者の尊厳を配慮した取組みの推進 

重要施策７ 介護サービスの質の向上と介護保険事業の適正な運営 
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3. 施策の体系 

基本

理念 

 
重要施策 施策の方向性 ページ 

     

す
べ
て
の
高
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、
と
も
に
生
き
、
と
も
に
支
え
合
う 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
協
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ち
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1．健康寿命の延伸・ 

介護予防に向けた取組み

の推進 

①生涯を通した健康づくり活動の推進 60 

②効果的な介護予防の推進 61 
   

２．高齢者の生きがいの 

ある暮らしの実現 

①生涯学習・スポーツ活動の推進 65 

②ボランティア活動の発掘・育成・支援 66 

③高齢者の就労支援 

（シルバー人材センター活動） 
67 

④高齢者の生活を支える社会環境の整備 68 
   

３．支え合いの地域づくり 
①地域住民の支え合いの推進 70 

②地域での生活の自立支援 71 
   

４．地域包括ケアシステム

を支える連携体制の 

充実 

①加西市地域包括支援センターの機能の充実 74 

②多様な活動主体の連携強化 76 

③介護に取り組む家族等への支援 77 
   

５．高齢者が安心して 

暮らせる環境の整備 

①高齢者の居宅ニーズに対応した住まいの供給 79 

②高齢者セーフティネットの推進 80 

③高齢者が住みやすいまちづくり 82 

④災害や感染症に備える体制整備 83 
   

６．高齢者の尊厳を配慮した 

取組みの推進 

①高齢者虐待防止対策の推進 84 

②認知症高齢者対策の推進 86 

③権利擁護の体制整備と成年後見制度の利用促進 88 

   

７．介護サービスの質の 

向上と介護保険事業の

適正な運営 

①介護サービスの質のさらなる向上 90 

②介護保険事業の適正かつ円滑な運営 91 

③介護現場の持続可能性の確保 92 
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第４章 施策の体系と展開 

「施策の展開」のみかた 

 

  重 要 施 策 ご と
に 、 現 状 と 課
題 を 記 載 し て
います。 

施 策 の 方 向 性
ご と に 、 今 後
の 方 向 性 を 記
載 し て い ま
す。 

施 策 の 方 向 性
ご と に 、 具 体
的 な 取 組 み を
記 載 し て い ま
す。 
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重要施策１ 健康寿命の延伸・介護予防に向けた取組みの推進 

◆◇ 現状と課題 

ニーズ調査では、参加してみたい健康づくり活動としてウォーキングや体操教室などの回答が

多くなっています。また、男性ではウォーキングが多く女性では体操教室が多いなど、属性による

差がみられます。 

介護予防のための通いの場等では、新型コロナウイルス感染症の影響により活動を縮小した

時期もありましたが、介護予防のために集うことの重要性の周知により、グループ数と参加者数

は増加しています。また、通いの場や介護予防教室等に専門職を派遣し健康講座を実施すること

で、専門的な知識の普及も行っています。 

あったかシステム（小地域福祉活動）では、新型コロナウイルス感染症の影響により三世代交

流事業やサロン等の中止・休止もありましたが、令和４（2022）年度以降は徐々に再開していま

す。 

 

（１） 生涯を通した健康づくり活動の推進 

◆ 今後の方向性 

誰もが楽しみながら健康づくり活動に参加できるよう、様々な取組みを進めていきます。また、

自身の健康状態を把握できるための健診の実施や、こころの健康づくりに向けた支援体制の充

実に努めます。 

 

◆ 具体的な取組み（事業） 

事業 内容 担当課 

生涯を通した健

康づくり活動の

推進 

「加西市健康増進計画第２次健康かさい 21」の中間評価

及び「第 3 次加西市食育推進計画」に基づき、生涯にわ

たる健康づくりを促進します。 

健康課 

住民の主体的な健康づくりを支援するため、受診しやすい

健診体制の整備、健康意識を向上する健康講座を実施しま

す。 

こころの健康づくりに向け、「加西市自殺対策計画」に

基づき、庁内各課と連携して生きることの支援に努める

とともに、引き続き、こころの健康に関する正しい知識

の普及と地域の気づき・見守り体制及び相談体制の充実

に取り組みます。 
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事業 内容 担当課 

運動ポイント事業等、住民が広く参加できる健康づくり

の機会を充実させるとともに、健康づくりに関心が高く

ない層にも興味を持ってもらえるよう、「加西・多可健

幸アプリ」の機能や関連イベントの充実に努めます。 

在宅での健康づ

くりの促進 

通いの場を基本とし、インターネットやチラシ、図書館

での DVD 等の貸し出しを通じ、加西市オリジナル介護

予防体操「いきいきサルビア体操」の情報提供に努める

など、在宅での健康づくりについても取り組みます。 

長寿介護課 

 

 

 

（２） 効果的な介護予防の推進 

◆ 今後の方向性 

要支援・要介護状態になることを予防し、遅らせ、重度化を防ぐには、若い頃からの健康づくり

や、高齢者自らが介護予防に取り組むことが重要です。 

地域住民が運営する通いの場を介護予防の取組みの拠点とし、高齢者が自ら介護予防に取

り組むための意識啓発や生きがいづくり、運営の担い手としての人材育成など、様々な取組みを

進めていきます。また、保健事業と介護予防事業を一体的に実施したり、保健師やリハビリテーシ

ョン専門職などの専門職を介護予防の場へ派遣したりすることで、より効果的に介護予防を推進

できるよう体制の強化を図ります。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

介護予防の通い

の場の普及（か

さいいきいき体

操） 

介護予防の通いの場として、筋力低下の予防や地域の仲

間づくりができる「かさいいきいき体操」を実施するグ

ループの支援に努めるとともに、体操に取り組むグルー

プと参加者の増加に努めます。 

長寿介護課 「かさいいきいき体操」をより効果的・継続的に実施す

るため、多様な専門職種との連携を強化します。 

「かさいいきいき体操」のさらなる効果的な実施に向け

て、参加者の属性や健康状況、ニーズ等の情報収集を継

続して実施し、経年的な事業評価に努めます。 
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事業 内容 担当課 

保健事業と介護

予防の一体的な

実施 

医療分野の専門職と連携し、医療専門職等が通いの場等

に参加する仕組みを構築し、高齢者がより効果的な生活

習慣病の重症化予防やフレイル予防（栄養改善/身体活

動の促進等）に取り組めるよう支援します。 
国保医療課 

長寿介護課 
高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に向け、関

係課と地域課題を整理・共有し、高齢者が健康的に自立

した生活ができるよう、連携して事業を展開します。 

自立支援と重度

化防止の推進 

自立支援型地域ケア会議や住民主体のつどいの場へのリ

ハビリテーション専門職の派遣を継続するとともに、よ

り効果的な自立支援に向け、リハビリテーション専門職

の活躍の場づくりに努めます。 長寿介護課 

リハビリテーション専門職と連携して介護予防教室を実

施することで、より専門的な介護予防の知識の普及啓発

に努めます。 

介護予防事業の

効果をはかる 

評価の実施 

事業参加者の認知機能や身体機能の評価、認定状況等か

ら介護予防事業の評価を実施します。 
長寿介護課 

評価が実施できていない事業については、適切な事業評

価の手法を検討し、実施に努めます。 

地域福祉活動事

業の実施（あっ

た か シ ス テ ム

〈小地域福祉活

動〉） 

今あるものを継続することや新たに必要なサロン等が住

民にとって大切なものであること、また住民同士のつな

がりの大切さ等を、引き続き啓発していきます。 

長寿介護課 

高齢者が歩いていくことができる身近な活動の場である

「サロン」のさらなる充実を図るとともに、子どもをは

じめとした多様な世代が参加できる世代間交流事業を推

進します。 

組織の設立がない町においては、引き続き地区の研修会

等で『地域の見守りや住民同士のつながりの大切さ』に

ついて啓発を行います。 

はつらつ委員会とふるさと創造会議の役員構成及び活動

内容を鑑みながら、必要に応じて統合を図ります。ま

た、統合が適さないと考えられる地区においては、統合

ではなく連携強化を図ります。 

介護予防リーダ

ー養成講座の開

催 

引き続き介護予防リーダー養成講座を開催し、高齢者が

地域で身近に集う場所において、簡単な運動やレクリエ

ーションを行う介護予防リーダーを養成します。 

また、新規参加者を増やすため、養成講座に関する広報

長寿介護課 
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の充実や介護予防リーダーの活躍の場の提供に努めま

す。 

高齢者健康教室

の開催（70 歳か

らの生き活き元

気塾） 

高齢者が地域で身近に集う公民館において、簡単な運動

やレクリエーション講座を実施し、健康づくりや介護予

防を促進します。令和４（2022）年度に整備した STEAM 

Labo.を活用し、オンラインでの受講も可能とします。 
生涯学習課 

アンケート等を通じて受講者のニーズや満足度の調査を

行い、アンケート結果や時代のニーズに基づいて、講座

内容や開催方法等の見直しを行います。アンケートでの

満足度は高いため、今後も維持できるように努めます。 

 

◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

運動ポイント事業参加者数 4,000 人 4,000 人 4,000 人 

かさいいきいき体操グループ数 65 70 75 

かさいいきいき体操参加者数 850 人 900 人 950 人 

いきいき体操における保健事業の

実施回数 
53 回 55 回 57 回 

介護予防教室実施回数 30 回 35 回 40 回 

ニーズ調査における主体的健康感

「とてもよい」「よい」の回答割

合 

― ― 80％ 

訪問リハビリテーション事業所数 1 か所 1 か所 1 か所 

通所リハビリテーション事業所

数・定員数 

3 か所 

100 人 

3 か所 

100 人 

3 か所 

100 人 

理学療法士・作業療法士・言語聴

覚士の従事者数（介護予防教室棟

に従事する者） 

30 人 30 人 30 人 

健康相談利用者数 1,000 人 1,000 人 1,000 人 

１日２回以上、主食・主菜・副菜

をそろえて毎日食べる人の割合 
60% 62% 64% 

町ぐるみ健診受診者数 1,700 人 1,700 人 1,700 人 

健康講座実施回数 ４回 ４回 ４回 

こころの健康相談利用者数 45 人 50 人 50 人 

ゲートキーパー研修参加者数 230 人 260 人 290 人 

通いの場での保健事業の実施回数 50 回 50 回 50 回 

高血圧判定者への保健指導実施率 80％ 82％ 84％ 

生活習慣病重症化予防介入率 90％ 90％ 90％ 

ケアプラン点検（介護予防サービ

ス計画） 
３件 ３件 ３件 



64 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介護予防リーダー養成講座の養成

人数 
10 人 10 人 10 人 

生き活き元気塾の延参加者数 1,400 人 1,450 人 1,500 人 

公民館主催講座の満足度 90％ 90％ 90％ 
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重要施策２ 高齢者の生きがいのある暮らしの実現 

◆◇ 現状と課題 

加齢によって心身機能が低下することで、高齢者が閉じこもりがちになることが懸念されます。

人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持って、助け合いながら暮らしていく「地域

共生社会」の実現に向けて、高齢者の社会参加や地域の担い手として活躍できる環境づくりを

進めてきました。しかし、企業の退職年齢の引き上げや、高齢者の活躍する場の多様化により、市

シニアクラブ連合会や単位シニアクラブへの加入者の減少、シルバー人材センターへの加入者

減少・平均年齢の上昇、生涯学習講座等への新規加入者減少がみられます。 

 

（１） 生涯学習・スポーツ活動の推進 

◆ 今後の方向性 

高齢者の生きがいある暮らしの実現に向け、生涯学習やスポーツの推進に取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症の影響により活動を縮小した時期もあったため、今後は以前の参加者

が戻るよう働きかけるとともに、幅広い年代で参加しやすいスポーツ事業など、より多くの人が参

加しやすい内容を引き続き検討していきます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

生涯学習の推進 

高齢者の生きがいのある暮らしを実現するため、生涯学

習の機会を継続して提供します。 

生涯学習課 

アンケート等を通じてかしの木学園生のニーズや満足度

の調査を行い、アンケート結果や時代のニーズに基づい

て、学習内容を検討します。また、令和４（2022）年度

に整備した STEAM Labo.の設備を利用して、各館の講

座を他館でも視聴できるようにするなど、学習の機会を

創出します。 

高齢者スポーツ

の推進 

健康づくりや生きがいづくりに欠かせないスポーツを通

じたコミュニティを形成するため、高齢者が参加しやす

い事業の展開を図っていきます。 

文化スポー

ツ課 
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（２） ボランティア活動の発掘・育成・支援 

◆ 今後の方向性 

生きがいや役割をもって活動することが介護予防にもつながることから、地域での生活支援等

について、高齢期に入っても元気な高齢者、活躍し続けたい高齢者を担い手として位置づけ、活

躍の場を提供していきます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

アクティブシニ

ア層の拡大 

地域人材の発掘や育成、情報の普及を積極的に行い、ア

クティブシニア層の活力を活かした地域のつどいの場づ

くりを推進します。 

長寿介護課 

生活支援サポー

ト事業の推進 

地域住民による高齢者の生活支援サポート事業を実施

し、高齢者の生活支援サービスの充実を図ります。 

長寿介護課 生活支援サポート事業の充実のため、生活支援サポータ

ー養成講座やフォローアップ講座を開催し、協力会員の

協力を得て事業を実施します。 

ボランティア活

動の支援 

既にボランティア活動に参加している方へのアフターフ

ォローに努めるとともに、これまでボランティア活動に

興味がなかった方に興味を持ってもらうための仕組みづ

くりを検討・実施します。 

長寿介護課 
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（３） 高齢者の就労支援（シルバー人材センター活動） 

◆ 今後の方向性 

高齢者がこれまでの就労経験を活かすことのできる雇用機会の創出に努めるとともに、健康

で生きがいを持って働くことができる場や機会の提供の充実、シルバー人材センター等への支援

の継続を図ります。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

ふるさとハロー

ワーク・シルバ

ー人材センター

との連携 

ハローワークと連携し、シニア向け面接会を実施すると

ともに、地元企業に対して定年を超えて働くことができ

る制度導入の促進に向けた勧奨に取り組みます。 

産業課 

シルバー人材センター、商工会議所、NPO 等の関係機関

と連携し、生涯現役社会の実現を目指し、高齢者の就業

率を高めます。 

長寿介護課 

ふるさとハローワーク、シルバー人材センター等の関係

機関と連携し、高齢者の就業機会の増加に努めます。 

産業課 

長寿介護課 

高齢者の就労支

援等の推進（シ

ルバー人材セン

ター活動） 

「自主・自立・共働・共助」の基本理念に基づき、各関

係機関との連携を密にし、地域社会の理解と協力を得な

がら、高齢者の健康で生きがいのある生活の実現や地域

福祉の向上と活性化に貢献できる機会を提供します。 長寿介護課 

高齢者の就労を組織的に支援する機関として、加西市シ

ルバー人材センターを支援するとともに、女性会員のさ

らなる増加や会員の退会抑制に努めます。 
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（４） 高齢者の生活を支える社会環境の整備 

◆ 今後の方向性 

高齢者が地域でのつながりをもちながら暮らせるよう、時代や高齢者のニーズの変化に対応

しながら、地域における高齢者の居場所や交流の場づくりを進めます。新型コロナウイルス感染

症の影響により休止となっていた活動もありますが、今後は活動の再開に向け、シニアクラブ活動

やサロン活動の支援を推進します。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

高齢者あったか

推進のつどいの

実施 

つどいを通して、地域住民がコミュニケーションを図る

ことで、高齢者の見守り、生きがいづくり、介護予防の

推進を図ります。今後もつどいの開催が継続されるよ

う、事業の継続や啓発の充実に努めます。 

特に、新型コロナウイルス感染症の影響により、集まっ

ての実施をやめてしまった町が再び実施できるよう、支

援していきます。 

長寿介護課 

つどいの開催が地域の担当者にとって大きな負担となら

ないよう、事務労力をできる限り削減できる容易な申請

手続き方法の導入を推進します。 

敬老月間ふるさ

と芸能大会の実

施 

シニアクラブ会員数の減少が今後も見込まれることか

ら、役員への負担軽減につながるよう、事業のあり方や

実施方法の更なる検討に努め、事業を展開します。 長寿介護課 

催し物の内容については、アンケート等を通じて参加者

の意向を踏まえ、実施します。 

シニアクラブの

活動支援 

高齢者が住み慣れた地域で長く安心して暮らせるよう、

また高齢者がシニアクラブでの活動を通して社会参加や

地域貢献できるよう、引き続き支援を行っていきます。 

長寿介護課 

サロン活動支援

の推進 

介護予防リーダー養成講座を開催するなど、ボランティ

アの育成支援を行い、地域における住民主体の地域づく

りを推進します。 長寿介護課 

サロン活動の企画を担う人の負担軽減を図り、介護予防

リーダー養成講座等を通して担い手支援に努めます。 
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◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

生活支援サポート事業依頼会員数 125 人 130 人 135 人 

シルバー人材センター登録者数 300 人 300 人 300 人 

シニアクラブ会員数 10,000 人 10,000 人 10,000 人 

市内企業への高齢者の就労に関す

る制度導入勧奨の実施件数 
5 件 5 件 5 件 

かしの木学園受講者数 2,800 人 2,900 人 3,000 人 

かしの木学園の満足度 80％ 85％ 90％ 

ニュースポーツ教室参加者数 150 人 150 人 150 人 

高齢者あったか推進のつどい実施

町数 
139 か所 139 か所 139 か所 
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重要施策３ 支え合いの地域づくり 

◆◇ 現状と課題 

地域での暮らしを支えるため、移動支援や配食サービス等の支援を実施していますが、配食ボ

ランティアの高齢化や負担感増加が問題となっているため、今後のボランティアの取組みについ

て検討が必要です。また、ニーズ調査の結果では、地域活動やボランティアへの参加意向や、高

齢者が高齢者を支える仕組みへの参加意向がある人はともに約３割となっています。地域での支

えあいによる支援のニーズのある人と、支える側としての参加意向がある方のマッチングが重要

と考えられるため、生活支援コーディネーター等による地域づくりをいっそう進めていく必要があり

ます。 

 

（１） 地域住民の支え合いの推進 

◆ 今後の方向性 

高齢者が住み慣れた地域、住居で安心して暮らすためには、高齢者の個々の生活状況に応じ

たきめ細かい支援を推進する必要があります。高齢者ひとり暮らし世帯の増加や近所付き合いの

希薄化等がみられる中、高齢者の住み慣れた地域で生活したいという希望を実現するため、福

祉サービスのさらなる充実とともに、住民や事業者及び、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の関

係機関との協働により、住民が主体的に参画し、地域全体で高齢者を支える「地域共生社会」の

実現に努めます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

生活支援コーデ

ィネーター等に

よる地域づくり

の推進 

新型コロナウイルス感染症の影響により休止になってい

る活動の再開支援や居場所の継続支援等、引き続き地域

の支援を行いながら、問題のさらなる掘り起こしや新た

な資源開発の立ち上げ支援を行っていきます。 

長寿介護課 

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体とともに役

割があるかたちでの高齢者の社会参加を促進するため、

就労的活動支援コーディネーターの配置に努めます。 

シルバー人材センター等の関係機関で構成された生活支

援体制整備協議体と生活支援コーディネーターとの一層

の関係づくりを進め、情報と課題を共有することによ

り、連携・協働しながらつながりを持った地域づくりを

進めていきます。 

  



71 

事業 内容 担当課 

生活支援サポー

ト制度の推進 

引き続き生活支援サポート事業について情報発信に力を

入れ、養成講座も開催することで、制度の普及と定着に

努めていきます。 

長寿介護課 

プ ロ ボ ノ 制 度

（ 社 会 貢 献 活

動）の充実 

生活支援コーディネーターやシニアクラブと連携し、高

齢者が仕事等で培った自らの専門知識や技能を活かして

参加する社会貢献活動を支援するプロボノ制度の推進に

努めます。 長寿介護課 

先進事例を分析し、社会貢献活動の無償化等、社会貢献

活動の推進に向けた取組みを検討します。 

 

 

 

（２） 地域での生活の自立支援 

◆ 今後の方向性 

高齢者が安心して暮らし続けられるよう、引き続き緊急通報体制整備事業や日常生活用具給

付事業等の生活支援サービスを実施します。また、高齢者のニーズや中長期的な人口動態等を

勘案しつつ、担い手の確保や負担軽減に努めながら、総合事業など支援体制の整備を行います。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

介護サービスの

基盤整備 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活

を送ることができるよう、介護保険サービス全体の給付

実績等を踏まえつつ、地域の中長期的な人口動態や介護

ニーズの見込み等を適切に捉え、介護サービス基盤を計

画的に確保していきます。また、サービス需要のピーク

アウトを見据え、サービス提供事業者との情報共有を進

めます。 長寿介護課 

居宅要介護者の在宅生活を支えるため、柔軟なサービス

の提供が可能な定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小

規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護等

の地域密着型サービスについて、既存の事業所を有効活

用できるよう、利用者への情報提供等を行い、充足率の

向上に努めます。 
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事業 内容 担当課 

多様なサービス

の創出に向けた

取組みの推進 

訪問型サービス B については、依頼件数に対し、提供で

きる事業所や人材の不足が生じています。今後、総合事

業の対象者がさらに拡大される可能性があるため、人員

の確保やサービス提供体制の充実を図っていく必要があ

ります。 

長寿介護課 

緊急通報体制整

備事業の推進 

緊急時の対応に不安のある人や、その必要のある高齢者

や障がい者が、相談、緊急通報の機能のあるシステムを

利用することで、安心して自宅での生活を継続すること

ができるよう、導入を進めます。また、あわせて制度の

周知を行います。 

長寿介護課 

日常生活用具給

付事業の推進 

今後も広報・HP 等で情報発信を行うなどの設置につな

げる取組みを行い、認知症等による火の消し忘れ等によ

る火災を防ぐため IH 調理器と火災報知器の給付を実施

します。 

長寿介護課 

移送サービス事

業の推進 

高齢者の移動手段・移動支援を拡充していけるよう、市

民・事業者などと検討していきます。 

長寿介護課 高齢者の移動手段の確保に係る施策については、公共交

通政策担当等の関係課と調整を図りながら、移動支援を

拡充していけるよう検討していきます。 

訪問理美容サー

ビス事業の推進 

寝たきり等の理由から理髪店や美容院に出向くことが困

難な人に対し、訪問による居宅での理美容サービスを実

施します。 
長寿介護課 

１人でも多くの高齢者が住み慣れた地域で安心して生活

を送ることができるよう事業所、対象者に対する周知を

推進します。 

配食サービスの

拡充 

高齢者等が安心して在宅での生活が送れるよう、登録事

業者による弁当の配達とともに、見守り、安否確認を行

います。 

長寿介護課 

社会福祉協議会と連携し、制度の維持継続に必要なボラ

ンティアの取組み内容について検討し、充実を図りま

す。 

配食サービス事業の拡充のために新規事業所に参入して

もらえるよう、事業内容の検討と制度の周知に努めま

す。 
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◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

特別養護老人ホーム事業所数・定

員数 

4 か所 

294 人 

4 か所 

294 人 

4 か所 

294 人 

介護老人保健施設事業所数・定員

数 

2 か所 

100 人 

2 か所 

100 人 

2 か所 

100 人 

介護医療院事業所数・定員数 
1 か所 

120 人 

1 か所 

120 人 

1 か所 

120 人 

認知症対応型共同生活介護 
５か所 

63 人 

５か所 

63 人 

５か所 

63 人 
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重要施策４ 地域包括ケアシステムを支える連携体制の充実 

◆◇ 現状と課題 

多様な主体が連携し合い、地域包括ケアシステムを推進していくことで、高齢者が本人の状態

に応じて必要な支援を受け、住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる地域づくりにつなげ

ていきます。 

地域包括支援センターは地域包括ケアシステムの中核を担う機関ですが、相談窓口としての

認知度が低い現状もみられます。地域包括支援センターなどの相談窓口に関する情報の周知を

継続するとともに、高齢者やその家族など必要な人に情報が届くよう、周知方法も検討する必要

があります。 

令和２（2020）年度以降の新型コロナウイルス感染症の流行により、医療分野や介護分野で

は大きな影響を受け、連携のための取組みを実施できない期間がありましたが、今後は研修会の

開催等により連携を強化するとともに、医療・介護連携や人生会議等に関して地域住民への周

知・啓発に努めます。 

 

（１） 加西市地域包括支援センターの機能の充実 

◆ 今後の方向性 

地域包括支援センターは、地域に住む高齢者やその家族の生活を総合的に支え、地域包括ケ

アシステムの中核的な役割をもつ機関です。今後のさらなる高齢化の進展や高齢者独居世帯の

増加などの社会状況の変化、個人や世帯の複合化する課題に対応できるよう、地域包括支援セ

ンターの機能強化及び運営体制の整備に取り組みます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

介護予防・重度

化の防止 

介護予防・自立支援の必要性や、状態に応じた適正なサー

ビスの利用についての周知を継続するとともに、利用でき

るサービスや事業の選択肢を広げられるように努めます。 

長寿介護課 

地域ケア会議（自

立支援型地域ケア

会議/地域ケア個

別会議/圏域別ケ

ア会議）の開催 

 

地域包括支援センターを主催として、自立支援型地域ケ

ア会議・地域ケア個別会議を開催し、個別ケースの検討

を重ね、個別課題の解決、高齢者に対する包括的ケアと

自立支援に資するケアマネジメント実践力の向上等、介

護支援専門員へのケアマネジメント支援に努めます。 長寿介護課 

高齢者を取り巻く課題の解決を図るため、適切な支援が

行えるよう、多職種（医療/介護の専門職等）が参加す

る地域ケア会議を地域包括支援センターと連携して企

画・運営します。 
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事業 内容 担当課 

課題の解決や施策形成につながるよう、会議の内容を充

実させるとともに、抽出された課題等を地域ケア推進会

議へ提言します。 

圏域別ケア会議の開催、ふるさと創造会議や高齢・障が

い者支援連絡会との連携、地域住民や多職種・他機関か

らの意見確認を行い、地域ケア推進会議へ提言します。 

地域ケア推進会

議の開催 

地域ケア個別会議等から抽出された地域課題の解決に向

け、地域づくり、資源開発や施策提言に取り組みます。 

長寿介護課 

施策へ反映が困難な課題について、協議を重ね、関係機

関等と連携、協議し、課題の解決を図ります。 

地域包括支援センターと連携し、地域ケア個別会議等で

把握した課題を整理するとともに、整理された課題につ

いて共通の理解を深め、解決に向けた検討をする機会や

場づくりを推進します。 

需要に合ったサービス資源の開発を行うとともに、保

健、医療、福祉等の専門機関や住民組織、民間企業等に

よるネットワークを活用し、地域包括ケアの社会基盤整

備を行います。 

総合的な相談支

援の充実 

地域包括支援センターの総合相談機能を強化するととも

に、あらゆる段階での介護予防に関する相談支援を担え

るよう、身近な相談窓口として機能を充実し、地域住民

への積極的な情報発信に努めます。 

長寿介護課 
より専門的な相談に対応できるよう、相談支援業務に必

要な知識やスキルを高める機会を充実し、相談に携わる

職員の資質向上に努めます。 

地域包括支援センターや基幹相談支援センターを含め、

集約化した総合窓口とするための研究や勉強会を開催

し、本市に適した総合相談体制の整備に努めます。 

事業の自己評価

と質の向上 

地域包括支援センター運営協議会において、地域包括支

援センターが適正に運営されているか各分野で指標を定

め、PDCA サイクルにより進捗管理を図るとともに、取

組みに関する情報を積極的に発信します。 
長寿介護課 

医療と介護が連携し、地域包括ケアシステムを推進できる

よう、地域包括支援センターへの指導と連携に努めます。 
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（２） 多様な活動主体の連携強化 

◆ 今後の方向性 

在宅医療ニーズに対応できるよう、医療・介護間の連携を強化しつつ、高齢者を地域で支えて

いく地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、関係機関が介護情報等を閲覧できる情報基盤

を整備します。また、多職種や地域の多様な団体が連携して介護予防や高齢者支援に取り組め

る体制づくりのため、会議等を開催します。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

多職種連携情報

共 有 シ ス テ ム

（バイタルリン

ク）の活用 

ICT を活用した情報共有ツールを用いて、在宅医療に従

事する医師、歯科医師、薬剤師、看護師、ケアマネジャ

ー等の間で、患者情報の共有や連絡内容調整等の連携を

強化し、切れ目のない質の高い医療と介護サービスの提

供を促進します。 

長寿介護課 

福祉企画課 

在宅医療・介護

連携に関する支

援 

加西病院の「在宅医療・介護連携相談窓口」を通じ、専

門職への地域の在宅医療と介護の連携を支援するととも

に、相談窓口の利用促進に向けた周知や啓発に努めま

す。 

長寿介護課 

近隣市町や市内介護事業者との連携を図り、研修等を通

して医療・介護関係者との連携を強化します。 

地域の医療、介護関係者、地域包括支援センター等から

の在宅医療、介護サービスに関する相談の受付を実施し

ます。また、必要に応じて退院の際の医療関係者と介護

関係者の連携の調整を行います。 

医療・介護連携パスの運用を拡大し、在宅医療へ円滑に

移行するための基盤を整備します。 

食支援に関する

取組みの強化 

在宅医療・介護に携わる関係多職種間で、高齢者の食生

活、誤嚥性肺炎予防、口腔機能維持向上についての課題

や、適切な対応方法についてワーキングで検討し、在宅

医療・介護に関わる当事者や支援する専門職を対象に食

支援に関する適切な対処方法について普及啓発を行いま

す。 

長寿介護課 

健康課 

  



77 

事業 内容 担当課 

看取り・ターミ

ナル機能の強化 

今後のさらなる高齢化を見据え、医師会等との連携の下

で、看取り等に関する取組みや、高齢者への対応を強化

するための取組みについて検討します。 
長寿介護課 人生会議（人生の最終段階の医療・ケアについて、本人

が家族や医療・ケアチームと事前に繰り返し話合うプロ

セス）に関する地域住民への普及啓発に取り組みます。 

多職種連携推進

のための研修会

の開催 

地域の医療・介護の連携を実現するために、多職種研修

会を実施します。 長寿介護課 

地域と介護事業

所間の連携 

地域密着型サービス事業所ごとに定期的に開催される運

営推進会議は、事業所の情報を把握できる少ない機会で

あるため、継続して積極的な参加を促進します。 

長寿介護課 

 

 

 

（３） 介護に取り組む家族等への支援 

◆ 今後の方向性 

介護をする家族の負担軽減や離職防止のため、相談窓口の実施や周知、介護に関する情報

提供など、様々な支援を行います。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

家族等介護者に

対する支援の充

実 

家族会「楽・笑・介」等で家族介護教室を継続実施し、

介護ストレスの解消や介護・認知症等への理解促進に努

めます。 

長寿介護課 

介護に関する情

報提供 

ホームページや広報、パンフレット等を通じて介護サー

ビスの情報発信を充実させることで、情報を必要とする

人に適切な情報を届ける環境づくりに努めます。 

長寿介護課 介護等を担う家族等が、介護のためにやむを得ず離職す

る状況を防ぎ、介護に伴う精神的、身体的な負担の軽減

を図るため、介護者の生活と介護の両立を支援する相談

を実施します。 

就業する介護者

に対する相談支

援 

地域共生社会づくりの観点から、介護だけでなく育児や

家事等による離職防止について、一体的な支援に取り組

みます。 

長寿介護課 
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事業 内容 担当課 

仕事と介護の両立について、不安や悩みを持つ就業者に

対する相談支援を充実させるとともに、介護に関する負

担軽減に努めます。 

引き続き医療と介護がしっかり連携し、認知症高齢者の

現在の身体状況や生活状況に応じた施設の紹介を行う

等、就業する介護者の相談支援をしていきます。 

 

◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域包括支援センター延べ相談件

数 
4,000 件 4,000 件 4,000 件 

地域ケア会議の開催回数 12 回 12 回 12 回 

地域ケア推進会議の開催回数 1 回 1 回 1 回 

総合相談窓口の設置か所数 1 回 1 回 1 回 

地域包括ケアシステム推進部会の

開催 
３回 ３回 ３回 

多職種連携研修受講者数 40 人 50 人 50 人 
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重要施策５ 高齢者が安心して暮らせる環境の整備 

◆◇ 現状と課題 

高齢者が住み慣れた地域、住居で安心して暮らすためには、高齢者の個々の生活状況に応じ

たきめ細かい支援を推進する必要があります。住宅や移動に関する支援を整備するとともに、事

業や制度に関する情報発信に努めます。 

また、近年では台風等の自然災害が頻発化・激甚化しているほか、令和２（2020）年に発生し

た新型コロナウイルス感染症の流行により、地域活動や事業所は様々な対応を迫られました。ニ

ーズ調査の結果では、災害時に「ひとりでは避難できないし、手助けしてくれる人もいない」人は

全体では 4.7％でしたが、要支援１では 16.0％、要支援２では 20.0％でした。支援が必要な人

の避難体制整備に向け検討を進めるとともに、地域や事業所での災害や感染症対策のために必

要な物資や支援を検討し、緊急時に必要な対策を整備していきます。 

 

（１） 高齢者の居宅ニーズに対応した住まいの供給 

◆ 今後の方向性 

高齢者が安心して快適に暮らせる多様な住まいの確保に努めるとともに、利用可能なサービス

付き高齢者向け住宅等に関する情報を周知します。また、住み慣れた場所で可能な限り自立した

生活を送れるよう、段差の解消や手すりの取り付け、トイレの改修等、バリアフリー工事に関する制

度について、必要とする方が活用できるようホームページや窓口で周知を図ります。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

住まいの整備(サ

ービス付き高齢

者向け住宅・有

料老人ホーム) 

増加している高齢者のひとり暮らし世帯や夫婦のみ世帯

に対し、医療・介護が連携してサービスを提供する施設

の情報提供を行います。また、住み慣れたところででき

るだけ長く暮らしていくため、バリアフリー工事に対し

て住宅改修費を助成します。 

長寿介護課 

 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

サービス付き高齢者向け住宅 1 1 1 

有料老人ホーム（住宅型） 1 1 1 
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加西市における高齢者向け住まいの計画 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

軽費老人ホーム

（ケアハウス） 

香楽園（特定施設

入居者生活介護） 

定員（人） 60 60 60 

整備数（か所） １ １ １ 

シュヴェルニーカサ

イ 

定員（人） 30 30 30 

整備数（か所） １ １ １ 

生活支援ハウス 加西市生活支援ハ

ウス 

定員（人） 10 10 10 

整備数（か所） １ １ １ 

 

 

 

（２） 高齢者セーフティネットの推進 

◆ 今後の方向性 

高齢者や障がい者、乳幼児等の避難行動要支援者に対し、災害時、迅速かつ的確な対応を図

るための体制整備を進めていきます。ひとりでの避難が難しい高齢者への支援体制整備に向け

引き続き取り組むとともに、避難後においても福祉サービスが継続的に提供される体制づくりを

サービス提供事業者、関係機関等との連携のもと構築します。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

避難行動要支援

者台帳等の整備 

災害対策基本法において避難行動要支援者名簿の作成が

義務化されたことにより、避難行動要支援者台帳は従来

にも増して重要性が高まってきているといえます。今後

は、調査のあり方を再検討した上で持続可能な事業とし

て取り組んでいくことが必要です。 

防災課 

避難行動要支援者台帳は、いつ起こるかわからない災害に

備える連絡手段の一つとなっています。個人情報の取扱い

に配慮しつつ、市福祉部局等を情報提供範囲とするなど、

可能な範囲で台帳情報の有効活用及び連携を図ります。 

個別避難計画作成が要配慮者支援の中心を担うものとな

ると想定されるため、今後、市福祉部局や社会福祉協議

会との連携を模索しながら、個別避難計画作成に向け検

討を進めていきます。 

引き続き、要介護３以上、身体障害者手帳２級以上、療

育手帳Ａ判定、精神障害者保健福祉手帳１級を対象に台

帳登録の呼びかけを行います。 

福祉避難所の整

備 

福祉施設との福祉避難所協定を進めます。また、平成 24

（2012）年度に締結した協定を令和 5（2023）年 8 月に
防災課 
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事業 内容 担当課 

改定し、現状に合わせた内容としました。改定と同時

に、福祉避難所運営マニュアルの制定も行い、今後の災

害に備えます。 

福祉避難所の受入可能人数と避難行動要支援者の人数と

大きな開きがあることから、協定未締結施設の協力を得

る必要があります。 

福祉避難所運営マニュアルを整備して、保健師等に対して避

難行動要支援者の把握（スクリーニング）、優先順位の選定

（トリアージ）に関する周知に努め、本当に必要とされる避

難行動要支援者が受入できるような環境づくりを行います。 

福祉避難所運営マニュアルの制定によって、受入手続き

をあらかじめ定めておくことで、必要な避難行動要支援

者がスムーズに福祉避難所への受入、または、他施設へ

緊急入所を行うことが可能となるような事務手続の基礎

づくりを行います。 

平時から連絡を取り合うような関係づくりに努めること

で、災害協定を単なる書類作成だけに終わらせることが

ないように心掛けながら、広域で福祉避難所の受入がで

きるような体制づくりを行います。 

災害時支援体制

の整備 

災害発生時のみならず、日頃から高齢者の安全・安心を

図るため、社会福祉協議会等、防災・減災関係の各機関

との連携を図り、災害発生時に迅速に対応できるよう努

めます。 

防災課 
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（３） 高齢者が住みやすいまちづくり 

◆ 今後の方向性 

高齢者の交通事故の防止の観点からも、交通安全意識の啓発や運転免許証の自主返納制

度の周知等を進めます。また、移動支援の充実については、福祉政策におけるニーズ対応を目的

として、市としての交通政策の体系化を進めていきます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

バリアフリー化

の推進 

令和５（2023）年度からの加西市都市計画マスタープラ

ンにおいて、教育・文化・行政施設については、バリア

フリーやユニバーサルデザインの考え方に基づき、誰も

が快適に利用できる環境の創出や充実に努めることとし

ています。この理念に基づき、兵庫県福祉のまちづくり

条例を遵守するよう事前協議にて協議調整を行っていき

ます。 

建築課 

高齢者の移動に

関する支援 

高齢者の運転について、警察、運転免許センター等の関

係機関と連携しながら、交通安全教育を推進するととも

に、運転免許返納制度等の周知・啓発を進めます。 

長寿介護

課・政策課 

運転に不安を感じる高齢者が、自家用車に依存しなくとも

生活の質を維持していくことができるよう、誰もが利用し

やすい公共交通等の充実を図ります。 

それにより、老老介護等における送迎者負担の軽減や、買い物

弱者支援を図り、要介護者、介護者がともに暮らしやすいまち

づくりを目指します。 
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（４） 災害や感染症に備える体制整備 

◆ 今後の方向性 

近年多発する台風、豪雨等の自然災害や感染症の流行に備え、日頃から介護事業所等と連

携し、研修の実施や感染拡大防止策の周知啓発、平時からの事前準備を行います。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

災害や感染症発

生時にも対応で

きる介護サービ

スの体制整備 

介護事業所・医療機関等と連携し、周知啓発、研修等を

実施し、防災や感染症対策に取り組むとともに、情報の

連絡、共有体制の強化を図ります。また、BCP(事業継

続計画)の定期的な見直しについて周知します。 長寿介護課 

関係部局と連携し、介護事業所等における災害や感染症

発生時に必要な物資について、備蓄、調達、輸送体制の

整備を図ります。 

 

 

◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

避難行動要支援者台帳登載者数 1,100 人 1,150 人 1,200 人 

個別避難計画作成者数 ５人 10 人 10 人 

福祉避難所協定締結施設数 15 か所 15 か所 15 か所 
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重要施策６ 高齢者の尊厳を配慮した取組みの推進 

◆◇ 現状と課題 

虐待の未然防止や早期発見・早期対応には、高齢者支援に関わる専門職や関係機関の連携

が必要不可欠です。また、虐待の発生時には、虐待を受けた高齢者だけでなく、虐待をしてしまっ

た養護者への支援も重要となります。 

ニーズ調査の結果では、認知症の相談窓口を「知っている」人は約３割となっています。必要と

する人が支援を受けられるよう、相談窓口についての周知や、困ったときに相談窓口にすぐにつな

がる環境づくりが重要となります。 

令和４（2022）年版消費者白書によると、令和３（２０２１）年に寄せられた消費生活相談のう

ち、約３割を 65 歳以上の高齢者が占めています。また、認知症高齢者の消費生活相談では、被

害にあっていることに本人は気づかないケースが多くなっています。このような人の被害の未然防

止や早期発見のためには、特に周囲の見守りが重要です。 

 

（１） 高齢者虐待防止対策の推進 

◆ 今後の方向性 

虐待は高齢者の権利、利益や人権を侵害することになります。虐待の防止から早期発見・早期

対応等、本人及び養護者に対する総合的な支援を図るため、関係機関・団体や地域が連携する

ネットワークを構築します。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

虐待防止の啓発 

高齢者だけでなくすべての人への虐待を防止するため

に、障がい者や児童などに関わる庁内関係部署とも連携

し、地域住民を対象とした講演会等の開催やパンフレッ

トの配布など、様々な方法での情報発信を通じて虐待防

止に関する啓発活動を行います。 

長寿介護課 

相談通報窓口の

周知 

虐待の未然防止、早期発見のために、広く相談窓口を周

知します。 
長寿介護課 

被虐待高齢者の

早期発見・早期

対応の充実 

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に

関する法律（高齢者虐待防止法）」を踏まえ、関係機関

の連携のもと、高齢者虐待防止の取組みを推進します。

高齢者虐待の個別事例の検討から、対応方法を検討し、

高齢者虐待防止に関する体制を強化していきます。 

長寿介護課 
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事業 内容 担当課 

 

高齢者虐待防止ネットワーク運営協議会の開催を通じて、

各委員の専門的な見地から意見を得ることで、高齢者虐待

の早期発見・防止につながるよう検討を進めます。 

 

虐待未然防止に

資する研修実施 

高齢者虐待を未然に防止するため、認知症等に対する正

しい理解や介護知識の周知などのほか、介護保険制度の

利用促進などによる養護者の負担軽減となるような制度

について、啓発、広報していきます。 

長寿介護課 

高齢者虐待への

対応強化 

虐待等が発見された場合には、必要に応じて一時的な保

護や、やむを得ない場合においては保護措置を行いま

す。 

養護者に対しては、介護状況の把握に努めるとともに、

心身の疲労の回復と介護負担の軽減を図るため、必要に

応じてケアマネジャー等との連携による介護サービスの

利用促進等に努めます。 

長寿介護課 
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（２） 認知症高齢者対策の推進 

◆ 今後の方向性 

今後増加すると予想される認知症の人やその家族が、できる限り住み慣れた環境で自分らしく

尊厳と希望を持って暮らし続けることができる社会の実現に向け、認知症に関する正しい知識や

対応方法に関して周知します。また、早期発見・早期対応、相談支援体制の充実や、介護する家

族への支援、認知症の方を支えるネットワークづくりなど、幅広い支援を行っていきます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

認知症初期集中

支援チームの活

動の強化 

複数の専門職が、認知症と疑われる人や認知症の人とそ

の家族を訪問し、認知症による鑑別診断等を踏まえて、

観察・評価を行い、本人や家族等に対する初期の支援を

包括的・集中的に行い、自立生活をサポートします。 長寿介護課 

主に総合相談窓口の周知を行い、必要な方の支援につな

がるよう努めます。 

地域での見守り

体制の整備、見

守り・SOS ネッ

トワーク事業の

機能強化 

地域における認知症高齢者の見守り体制を強化するた

め、市民・関係機関等への制度周知、見守りの必要な方

の事前登録を増やすとともに、協力事業所を増加するこ

とで、ネットワークの拡大に努めます。 
長寿介護課 

見守り・SOS ネットワーク事業、GPS、BLE タグの補助

事業等について、必要とする人が利用できるよう今後も

ホームページ・窓口・広報を利用し事業の周知に努めま

す。 

認知症地域支援

推進員活動の強

化 

認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らし続ける

ことができるよう、認知症地域支援推進員が医療機関や

介護保険サービス事業所、地域の組織・団体等につなぐ

ための支援や認知症の人やその家族等への相談支援を実

施します。また、本人の意見を発信する機会の確保に努

めます。 
長寿介護課 

生活支援コーディネーターと連携し、当事者の意見やニ

ーズを踏まえた支援の実施に努めます。 

認知症の人やその家族、住民が集える場所、本人の意見

発信の場として、認知症カフェの充実を図ります。 
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事業 内容 担当課 

認知症(若年性を

含む)に対する理

解促進 

認知症に対する正しい知識の普及と意識啓発のために、

講演会の開催やハンドブック（認知症ケアパス）等の各

種広報媒体を用いた周知啓発活動を実施します。 

長寿介護課 

関係機関との情報交換や共有により、課題の把握、対策

の検討を推進します。 

地域における認知症高齢者等のよき理解者・支援者とな

る認知症サポーターの養成講座を継続して実施します。

今後も広報活動を強化し、学校や地域の組織・団体、事

業所等、幅広い世代を対象とした認知症サポーター養成

講座の開催を呼びかけ、学校での教育や地域の様々な活

動と連携し、認知症に対する正しい理解を深め、認知症

高齢者の見守り体制の強化、支え合う意識の向上を図り

ます。 

支援を通して若年性認知症の家族会・当事者会を立ち上

げ、交流を促すとともに、施策に当事者の意見を反映さ

せる仕組みづくり、居場所づくりに努めます。 

キャラバン・メ

イトの養成と活

用 

認知症に関する正しい知識を持ち、地域や職場において

認知症の人や家族を支援する「認知症サポーター」の講

師役となる「キャラバン・メイト」の養成を行います。 

長寿介護課 地域において把握した認知症の方の悩みや家族の身近な

生活支援ニーズ等と認知症サポーターを中心とした支援

者をつなぎ支援するためチームオレンジを立ち上げま

す。 
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（３） 権利擁護の体制整備と成年後見制度の利用促進 

◆ 今後の方向性 

今後、高齢化に伴い認知症高齢者の増加が見込まれ、成年後見制度等、高齢者の権利を擁

護する制度を必要とする人が増えると考えられます。また、高齢者の消費者被害の未然防止や早

期発見のためには、特に周囲の見守りが重要です。権利擁護や消費者被害対策のため、市民や

関係者への周知を図るとともに、関係機関等との連携強化により、さらなる支援体制の整備を図

ります。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

北はりま成年後見

支 援 セ ン タ ー の 

設立 

令和５（2023）年６月に準備委員会を立ち上げました。

令和６（2024）年度中にセンター業務が開始できるよう

進めています。また、業務開始後は、近隣市町との連携

のもと、機能充実に努めます。 

長寿介護課 

成年後見制度の利

用促進 

高齢者の権利を守るため、成年後見制度利用の必要性が

ある高齢者に、家庭裁判所への申立てを行う親族がいな

い場合、市が代わって申立てを行います。また、必要の

ある方には申立ての費用や後見人等の報酬の助成を行い

ます。 

長寿介護課 

権利擁護事業の周

知・利用促進 

高齢者の権利擁護に関わる相談等に対し、庁内関係部署

や関係機関、介護保険サービス等の事業者、地域の組

織・団体が連携して対応します。必要に応じて、成年後

見制度や社会福祉協議会が行う日常生活自立支援事業等

の活用を支援し、適切な対応に努めます。 

長寿介護課 

消費者被害防止及

び対応 

消費者トラブルの未然防止のため、より一層各機関との

連携を強め、被害防止に努めるとともに、出前講座の利

用促進を目的として制度の周知を図ります。 
ま ち づ く り

課 
今後も、関係機関に国民生活センターより出されている

「見守り新鮮情報」等を送付し、今注意したい消費者ト

ラブルについて情報発信をしていきます。また、情報発

信の更なる強化に努めます。 

 

◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

認知症サポーター数 8,000 人 8,500 人 9,000 人 

キャラバン・メイト人数 62 人 63 人 64 人 

チームオレンジ設置数 0 1 1 
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指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

初期集中支援チーム相談件数 35 件 35 件 35 件 

認知症地域支援推進員活動件数 350 件 350 件 350 件 

認知症カフェ開催か所数 9 か所 10 か所 10 か所 

認知症カフェ開催回数 80 回 90 回 100 回 

認知症初期集中支援チーム検討委

員会開催数 
1 回 1 回 1 回 

出前講座開催回数 

（消費生活講座） 
２回 ２回 ２回 

消費生活相談件数 300 件 300 件 300 件 
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重要施策７ 介護サービスの質の向上と介護保険事業の適正な運営 

◆◇ 現状と課題 

介護を必要とする高齢者が、自らの希望するサービスを適切に利用できるよう、必要な情報を

住民へ提供するとともに、今後のサービスニーズの推計を勘案しつつ、居宅サービス、施設サービ

ス及び地域密着型サービス等の基盤の計画的な整備を促進します。 

ニーズに対応するため、事業者に対する支援と指導等によりサービスの質の向上を図るととも

に、介護を担う人材の量・質の確保及び定着が求められています。そのため、新たな人材の参入

促進や定着に向けた処遇・環境改善、資質向上のための取組み、介護現場における業務負担軽

減に向けた取組みを進めます。 

 

（１） 介護サービスの質のさらなる向上 

◆ 今後の方向性 

介護保険制度の改正や総合事業等について多様な媒体を通した広報活動等により、周知を

図ります。また、窓口においてサービス利用者からの苦情等の相談を受け付け、必要に応じて事

業者への指導等を行うことで、サービスの質の確保に努めます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

利用者本位のサ

ービス提供の推

進 

利用者が適切なサービスを受けることができるよう、窓

口パンフレットの工夫、更新等を通じ、わかりやすい介

護情報の提供に努めます。また、各種申請様式をホーム

ページ上に整備し、郵送による申請を行いやすくすると

ともに、マイナンバーを活用したオンライン申請を周知

します。 

長寿介護課 

苦情相談体制の

整備 

利用者が安心してサービスを利用できるよう、サービス事

業者、居宅介護支援事業所、市役所や地域包括支援センタ

ー等を通じ、利用者の声の聞き取りに努めます。 

長寿介護課 
サービスに対する利用者からの苦言等に対して、緊急性

及び重大性の適切な把握に努め、県や国保連合会と連携

を図りながら迅速かつ適切に対応し、必要に応じて事業

所への監査等を実施します。特に、県の指導監査担当課

との連携を強め、情報共有をさらに深めます。 
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（２） 介護保険事業の適正かつ円滑な運営 

◆ 今後の方向性 

介護保険事業の適正かつ円滑な運営と持続可能な制度の推進を図るため、従来の給付適正

化主要５事業は３事業に再編されていますが、引き続きケアプランの点検、認定調査の適正化に

取り組むとともに、医療情報との突合や縦覧点検等を行い、適正化を図ります。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

適 正 化 ３ 事 業

（認定適正化、

ケ ア プ ラ ン 点

検、縦覧点検）

の推進 

調査内容の点検を徹底し、要介護認定の適正化に努めま

す。また、審査会資料（訪問調査票及び主治医意見書）

の事前点検を徹底し、審査会資料の質の向上を図りま

す。 

長寿介護課 

利用者の自立支援につながるサービス及び利用者が真に

必要とする過不足のないサービスを提供できているかと

いう観点で、ケアプランの点検を委託し、適切なケアマ

ネジメントが行われているかの検証を行うとともに、ケ

アマネジャーの質の向上に向けた研修等を実施します。 

また、住宅改修や福祉用具購入についても、真に必要な

内容となっているかの確認を徹底し、給付の適正化を図

ります。 

国保連合会から提供される情報をもとに、国保連合会と

連携しながら請求情報の縦覧点検や、介護と医療情報と

の突合による請求実績の確認を実施します。また、保険

者として、他の給付実績の確認を行い、介護報酬請求の

適正化を図ります。 

運営指導監査の

強化 

利用者に対する適切なサービスが提供されるよう、サー

ビス事業者に対し、運営指導及び集団指導を行うととも

に、必要に応じて監査を実施します。また、居宅サービ

スや施設サービスの指定権限を持つ県との連携強化を図

ります。 

長寿介護課 

低所得者対策の

推進 

介護保険を必要とする低所得者が安心してサービスを利

用できるよう、高額介護サービス費及び特定入所者介護

サービス費等の周知に努めます。 

長寿介護課 

業務の効率化の

推進 

先進事例や近隣の自治体の取組みを参考に、提出書類の

簡素化を検討し、申請の負担軽減に努めます。 
長寿介護課 
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（３） 介護現場の持続可能性の確保 

◆ 今後の方向性 

要介護者の増加に伴い、今後介護職員確保の必要性はさらに高まると予想されます。適切か

つ十分なサービスが提供できるよう、介護職員の負担軽減、介護の職場の魅力発信等により、介

護人材の確保・育成に努めます。また、県や近隣市、関係団体と連携し、人材定着に向けた取組

みを進めます。 

 

◆ 具体的な取組み 

事業 内容 担当課 

介 護 人 材 の 確

保・育成、定着

支 援 、 質 の 向

上、生産性向上 

広報やホームページ等で周知を図るなど、引き続き介護

人材を確保するための取組みの情報発信の充実に努めま

す。 

長寿介護課 

介護ロボットの活用や ICT 活用による情報共有、外国人

の介護人材の受け入れについて、先進事例や周辺の自治

体の情報を収集し、業務負担の軽減につなげます。ま

た、介護人材の安全確保や離職防止等のハラスメント対

策支援にも取り組み、環境の改善に努めます。 

社会福祉協議会や事業所等の団体と連携し、人材確保に

向けた取組みの実情を把握するとともに、人材の確保、

定着に向けた取組みの支援を実施します。 

福祉系学部以外の学生への介護に関する情報の周知にも

取り組み、インターンシップへの参加を呼びかけること

で、介護人材の確保に努めます。 

 

 

◆ 評価指標 

指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ケアプラン点検件数 50 件 50 件 50 件 

面談件数（ケアプラン点検後） 12 件 12 件 12 件 

研修（ケアプラン点検・面談後の

全体研修）※１ 
1 回 1 回 1 回 

人材確保等に向けた助成件数 3 件 3 件 3 件 

介護サービス事業所への実地指導

数 
16 件 16 件 16 件 

 内、集団指導実施件数※２ 1 件 1 件 1 件 

 内、運営指導実施件数 15 件 15 件 15 件 

介護支援専門員や介護サービス事

業所への研修開催日数 

※１、※２の合計 

2 日 2 日 2 日 

介護人材に係る研修の助成件数 2 件 2 件 2 件 
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指標 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

要介護度の改善の割合※１ 8% 9% 10% 

地域密着型サービス事業所運営推

進会議の参加割合 
80％ 80％ 80％ 

※１ 各年度に行われた要介護認定（新規申請を除く）の内、前回 2次判定結果と今回 2次判定結

果を比較し、改善している認定件数の割合を指標とする。令和８年度については、次期計画作

成のため、４～12月までの要介護認定のみを抽出対象とする。 
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第５章 介護保険事業費と保険料 

1. 介護保険サービスの質の向上と円滑な運営 

（１） 居宅サービスの利用見込み 

① 訪問介護 

【訪問介護】 

介護福祉士、ホームヘルパー等が居宅を訪問して、入浴、排泄、食事等の介護やその他の日

常生活での支援を行います。このサービスは、在宅で介護を受けるために欠かせないサービス

のひとつです。要介護認定者の増加に伴い、利用者数の増加を見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 訪問介護   

 給付費（千円/年） 204,203  203,634  211,167 224,337  226,417 234,198 276,521 

回数（回/月） 5,874.8  5,699.8  5,913.6 6,164.5  6,216.5 6,438.9 7,613.8 

人数（人/月） 263  272  287 296 298 309 351 

 

 

② 介護予防訪問入浴介護、訪問入浴介護 

【介護予防訪問入浴介護/訪問入浴介護】 

居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行います。介護予防訪問入浴介護では利用者

数は一定で推移し、訪問入浴介護では今後増加していくと見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防訪問入浴介護   

 給付費（千円/年） 81 0 0 325 325 325 325 

回数（回/月） 0.8 0 0 3.3 3.3 3.3 3.3 

人数（人/月） 0 0 0 1 1 1 1 

 訪問入浴介護   

 給付費（千円/年） 19,064 13,252 12,011 18,243 19,672 23,246  31,753 

回数（回/月） 128.0  88.0  78.7  119.6 128.8  152.1  207.8 

人数（人/月） 26 19 21 26 28 33 45 
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③ 介護予防訪問看護、訪問看護 

【介護予防訪問看護/訪問看護】 

看護師、保健師、准看護師、理学療法士または作業療法士等が居宅を訪問し、療養上の世

話や必要な診療の補助を行います。何らかの疾病を持つ要介護（要支援）認定者にとって、訪

問看護は在宅で生活する上で必要不可欠なサービスです。今後、医療・介護ニーズをあわせ

持つ後期高齢者の増加が見込まれるため、利用者数の増加を見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防訪問看護   

 給付費（千円/年） 24,270 27,171 29,354 29,622 30,012  32,163  33,237  

回数（回/月） 497.2 535.5 577.1 575.2 582.0 624.6 645.3 

人数（人/月） 87 86 87 92 93 94 97 

 訪問看護   

 給付費（千円/年） 100,203 110,494 124,811 131,303  133,372  145,587  173,082  

回数（回/月） 1,497.4 1,701.2 2,031.5  1,981.8 2,009.4 2,187.0 2,562.3 

人数（人/月） 241 250 281 289 293 300 350 

 

 

④ 介護予防訪問リハビリテーション、訪問リハビリテーション 

【介護予防訪問リハビリテーション/訪問リハビリテーション】 

居宅において、心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法、

作業療法、その他必要なリハビリテーションを行います。利用者数は増加傾向で推移すると見

込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防訪問リハビリテーション   

 給付費（千円/年） 20,777 24,257 23,654  25,934  25,967  26,671  26,772  

回数（回/月） 704 829.3  841.2  874.4  874.4  898.0  901.6  

人数（人/月） 54 65 68 68 68 70 70 

 訪問リハビリテーション   

 給付費（千円/年） 22,282 27,724 28,883  30,646  34,074  36,082  37,786  

回数（回/月） 747.2 934.7 965  1,018.5  1,130.4  1,197.0  1,253.8  

人数（人/月） 59 69 70 74 82 87 91 
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⑤ 介護予防居宅療養管理指導、居宅療養管理指導 

【介護予防居宅療養管理指導/居宅療養管理指導】 

病院、診療所または薬局の医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士等が居宅を

訪問し、療養上の管理及び指導等を行います。今後、医療・介護ニーズをあわせ持つ後期高齢

者の増加が見込まれるため、利用者数が増加すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防居宅療養管理指導   

 給付費（千円/年） 3,329 3,021 3,169  3,779  3,784  3,947  4,046  

人数（人/月） 38 34 40 42 42 44 45 

 居宅療養管理指導   

 給付費（千円/年） 20,936 22,282 25,012  25,796  26,413  27,103  29,995  

人数（人/月） 188 199 227 227 232 238 264 

 

 

⑥ 通所介護（デイサービス） 

【通所介護】 

デイサービスセンター等に通い、施設において、入浴、食事の提供等、日常生活上の支援や

機能訓練を受けます。また、他人との交流の機会を持つことができ、閉じこもり防止にも有効で

す。 

通所介護は都道府県により指定を受けるサービスですが、第８期から介護保険事業計画で

定める見込量を満たせる量が整備されていることから、すでに運営中の小規模多機能型居宅

介護等他サービスの利用者を確保するためにも、第９期においては兵庫県による新たな通所介

護の指定に関して県へ協議を求めます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 通所介護   

 給付費（千円/年） 156,914 163,337 174,866  195,123  217,658  226,849  268,950  

回数（回/月） 1,648.9  1,696.3  1,790.2  1,972.0  2,191.0  2,288.1  2,683.9  

人数（人/月） 155 162 181 188 218  228  255 
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  ⑦ 介護予防通所リハビリテーション、通所リハビリテーション 

【介護予防通所リハビリテーション/通所リハビリテーション】 

介護老人保健施設、病院、診療所に通い、施設において心身の機能の維持回復を図り、日

常生活の自立を助けるための理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを受けます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防通所リハビリテーション   

 給付費（千円/年） 48,129 48,366 50,144  51,188  52,794  58,447  60,787  

人数（人/月） 105 106 108 110 113 124 129 

 通所リハビリテーション   

 給付費（千円/年） 293,581 281,026 274,637  281,330  290,430  299,957  342,841  

回数（回/月） 2,699.7 2,569.9 2,456.3  2,532.7  2,605.6  2,687.5  3,035  

人数（人/月） 293 285 281 282 290 299 337 
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  ⑧ 介護予防短期入所生活介護、短期入所生活介護 

【介護予防短期入所生活介護】 

福祉施設や医療施設に短期入所し、介護予防を目的とした日常生活上の支援や機能訓練

等を受けるサービスです。利用者数は令和６（2024）年度以降一定で推移すると見込んでい

ます。 

【短期入所生活介護】 

介護者の疾病や社会的行事、休養等の理由により一時的に介護が困難になった場合に、短

期間介護施設等で預かることにより、在宅で介護する家族の負担を軽減するサービスです。ま

た、施設入所の前段階として利用することができるサービスであり、利用者も年々増加しており、

第９期ではサービス利用者の増加を見込んでいます。サービス利用者の増加及び緊急時にお

ける利用についても対応できるよう、安定したサービス提供体制となっているか、今後の利用状

況を注視していきます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防短期入所生活介護   

 給付費（千円/年） 3,040 3,252 6,354  7,695  7,704  7,704  8,933  

日数（日/月） 39.9  44.9  87  106.5  106.5  106.5 123.1 

人数（人/月） 6 6 12 15 15 15 17 

 短期入所生活介護   

 給付費（千円/年） 188,458 176,043 191,532  208,817  220,015  224,436  287,742  

回数（回/月） 1,899.7 1,779.9 1,958.3  2,104.9  2,204.7  2,241.1  2,846.2  

人数（人/月） 151 145 177 178 185 187 232 
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  ⑨ 介護予防短期入所療養介護（老健）、短期入所療養介護（老健） 

【介護予防短期入所療養介護（老健）】 

要支援者が介護老人保健施設に短期入所し、利用者の基礎疾患を管理しつつ機能訓練等

を中心に行うサービスです。利用者数は一定で推移すると見込んでいます。 

 

【短期入所療養介護（老健）】 

要介護者が介護老人保健施設に短期入所し、看護や医学的管理下において医療上のケア

を含む日常生活の介助や機能訓練を受けるサービスです。利用者数の一定の増加を見込ん

でいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防短期入所療養介護（老健）   

 給付費（千円/年） 217 70 0 427 427 427 427 

日数（日/月） 1.8  0.5  0  3  3 3 3 

人数（人/月） 1 0 0 1 1 1 1 

 短期入所療養介護（老健）   

 給付費（千円/年） 31,407 31,567 34,662  30,724  35,870  40,104  49,392  

日数（日/月） 220.8 216.1 234.7  207.7  242.0  271.1  332  

人数（人/月） 30 30 33 30 34 38 45 
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  ⑩ 介護予防短期入所療養介護（病院等）、短期入所療養介護（病院等） 

【介護予防短期入所療養介護（病院等）】 

要支援者が病院等に短期入所し、利用者の基礎疾患を管理しつつ機能訓練等を中心に行

うサービスです。第９期では利用を見込んでいませんが、今後は状況やニーズ等をみながら、必

要に応じて提供を検討します。 

 

【短期入所療養介護（病院等）】 

要介護者が病院等に短期入所し、看護や医学的管理下において介護、機能訓練、その他必

要な医療等を受けるサービスです。第９期では利用を見込んでいませんが、今後は状況やニー

ズ等を見ながら、必要に応じて提供を検討します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防短期入所療養介護（病院等）   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

日数（日/月） 0  0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 

 短期入所療養介護（病院等）   

 給付費（千円/年） 3,696 1,495 0 0 0 0 0 

日数（日/月） 24.8 9.8 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 3 1 0 0 0 0 0 
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  ⑪ 介護予防短期入所療養介護（介護医療院）、短期入所療養介護（介護医療院） 

【介護予防短期入所療養介護（介護医療院）】 

要支援者が介護医療院に短期入所し、利用者の基礎疾患を管理しつつ機能訓練等を中心

に行うサービスです。第９期では利用を見込んでいませんが、今後は状況やニーズ等をみなが

ら、必要に応じて提供を検討します。 

 

【短期入所療養介護（介護医療院）】 

要介護者が介護医療院に短期入所し、看護や医学的管理下において介護、機能訓練、その

他必要な医療等を受けるサービスです。第９期では利用を見込んでいませんが、今後は状況や

ニーズ等をみながら、必要に応じて提供を検討します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防短期入所療養介護（介護医療院）   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

日数（日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 

 短期入所療養介護（介護医療院）   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

日数（日/月） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 
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⑫ 介護予防福祉用具貸与、福祉用具貸与 

【介護予防福祉用具貸与/福祉用具貸与】 

福祉用具のうち、車いす、車いす付属品、特殊寝台、特殊寝台付属品、床ずれ防止用具、体

位変換器、手すり、スロープ、歩行器、歩行補助つえ、認知症老人徘徊感知機器、移動用リフト、

自動排泄処置装置を貸与します。ただし、要介護度により利用できる品目が限られます。要介

護（要支援）認定者の増加に伴い、利用者数が増加すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防福祉用具貸与   

 給付費（千円/年） 25,169 25,605 25,373  25,723  26,188  26,323  28,426  

人数（人/月） 377 385 388 387 394 396 427 

 福祉用具貸与   

 給付費（千円/年） 121,784 122,673 122,987  124,492  127,222  130,968  153,711  

人数（人/月） 804 789 801 803 817 835 958 

 

 

⑬ 特定介護予防福祉用具購入費、特定福祉用具購入費 

【特定介護予防福祉用具購入費/特定福祉用具購入費】 

入浴や排泄に用いる用具を指定の事業所で購入したとき、１年につき 10 万円を限度として

購入費用の７割～９割（利用者負担割合による）の額を支給します。要介護（要支援）認定者

の増加に伴い、利用者数が増加すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 特定介護予防福祉用具購入費   

 給付費（千円/年） 1,551 1,836 1,304  2,002  2,002  2,002 2,002 

人数（人/月） 6 6 4 7 7 7 7 

 特定福祉用具購入費   

 給付費（千円/年） 4,079 4,338 5,446  5,038  5,343  6,253  5,343  

人数（人/月） 13 13 13 15 16 19 16 
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⑭ 介護予防住宅改修、住宅改修 

【介護予防住宅改修/住宅改修】 

事前申請及び事前審査に基づいて、住居の段差を解消したり、廊下や階段に手すりをつけ

たりといった小規模な住居の改修をしたとき、２０万円を上限として工事費用の７割～９割(利用

者負担割合による)の額を支給します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防住宅改修   

 給付費（千円/年） 8,076 7,333 6,572  8,011  8,011 8,011 8,011 

人数（人/月） 8 7 7 8 8 8 8 

 住宅改修   

 給付費（千円/年） 11,721 11,568 8,012  11,304  11,304 13,235 15,336  

人数（人/月） 11 12 8 11 11 13 15 

 

 

⑮ 介護予防特定施設入居者生活介護、特定施設入居者生活介護 

【介護予防特定施設入居者生活介護/特定施設入居者生活介護】 

有料老人ホーム、軽費老人ホーム等に入居している要介護者等について、その施設が提供

するサービスの内容等を定めた計画に基づき、入浴、排泄、食事等の介護、その他の日常生活

上の支援、機能訓練、療養上の世話を行います。高齢者単身世帯や夫婦のみの高齢者世帯が

増加する中、バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して高齢者を支援するサービスを提

供するサービス付き高齢者向け住宅等の整備を必要に応じて検討します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防特定施設入居者生活介護   

 給付費（千円/年） 7,234 7,369 9,449  10,113  11,215  11,933  16,292  

人数（人/月） 9 9 10 11 12 13 17 

 特定施設入居者生活介護   

 給付費（千円/年） 94,932 87,509 100,678  100,114  102,214  104,871  114,640  

人数（人/月） 41 38 42 42 43 44 48 
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  ⑯ 介護予防支援、居宅介護支援 

【介護予防支援/居宅介護支援】 

介護サービス等の適切な利用ができるようケアプラン（介護予防プラン）を作成するとともに、

それに基づくサービスの提供ができるよう、事業者との連絡調整等を行います。要介護（要支

援）認定者の増加に伴い、利用者数が増加すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防支援   

 給付費（千円/年） 25,572 26,973 26,918  27,799  28,220  28,551  30,645  

人数（人/月） 473 497 499 505 512 518 556 

 居宅介護支援   

 給付費（千円/年） 197,635 188,561 191,047  197,971  200,344  204,562  228,149  

人数（人/月） 1,081 1,046 1,078  1,088  1,099  1,120  1,241  
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（２） 地域密着型サービスの利用見込み 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

【定期巡回・随時対応型訪問介護看護】 

要介護度の高い要介護高齢者の在宅生活を支えるため、訪問介護と訪問看護を一体的に、

またはそれぞれが密接に連携しながら、日中・夜間を通じて定期的に、また必要に応じて随時

利用者の居宅を訪問し、介護及び看護を行います。地域包括ケアシステムの中核的な役割を

担う重要なサービスとして位置づけられるものです。現在一定の利用があり、今後もある程度の

需要を見込んでいます。サービスが正しく理解されるよう、制度の普及啓発を図っていくことが

必要です。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護   

 給付費（千円/年） 45,863 40,059 49,290  46,845  49,158  52,736  58,570  

人数（人/月） 23 23 28 26 27 29 31 

 

 

② 夜間対応型訪問介護 

【夜間対応型訪問介護】 

２４時間安心して暮らせるよう、巡回や通報システムによる夜間専用の訪問介護が受けられ

るサービスです。本市では整備されておらず、第９期では利用を見込んでいませんが、今後は状

況やニーズ等をみながら、必要に応じて提供を検討します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 夜間対応型訪問介護   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 
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  ③ 介護予防認知症対応型通所介護、認知症対応型通所介護 

【介護予防認知症対応型通所介護/認知症対応型通所介護】 

認知症の要介護（要支援）認定者がデイサービスを利用し、入浴、排泄、食事等の介護、そ

の他の日常生活上の世話や機能訓練を受けるサービスです。第９期では利用を見込んでいま

せんが、今後は状況やニーズ等をみながら、必要に応じて提供を検討します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防認知症対応型通所介護   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

回数（回/月） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 

 認知症対応型通所介護   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

回数（回/月） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 
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④ 介護予防小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護 

【介護予防小規模多機能型居宅介護/小規模多機能型居宅介護】 

居宅の要介護者等について、通いを中心としながら、訪問、短期の宿泊を組み合わせて、入

浴、排泄、食事等の介護や日常生活上の支援及び機能訓練を行います。住み慣れた地域で在

宅生活を支える拠点として期待されるサービス形態であることから、今後の一層の利用促進を

目指します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防小規模多機能型居宅介護   

 給付費（千円/年） 14,616 14,312 15,709  17,476  20,649  22,750  29,596  

人数（人/月） 16 16 19 21 24 26 33 

 小規模多機能型居宅介護   

 給付費（千円/年） 191,367 199,246 193,234  201,809  206,587  223,077  260,541  

人数（人/月） 78 85 80 85 88 96 109 

 

 

⑤ 介護予防認知症対応型共同生活介護、認知症対応型共同生活介護 

【介護予防認知症対応型共同生活介護/認知症対応型共同生活介護】 

認知症のある方が家庭的な雰囲気の中で、少人数で共同生活を送ることにより、認知症の

症状の進行を緩和させ、よりよい日常生活を送ることができるよう支援するサービスです。要支

援 2と要介護の方が利用できます。今後、高齢者人口の増加に伴い認知症高齢者の増加も見

込まれ、施設整備については、利用状況等を考慮して検討します。 

 
▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護予防認知症対応型共同生活介護   

 給付費（千円/年） 488 504 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 

 認知症対応型共同生活介護   

 給付費（千円/年） 207,904 200,158 210,177  207,081  210,271  213,353  235,138  

人数（人/月） 68 66 66 67 68 69 76 

※介護予防認対応型共同生活介護は、小数点第１位を四捨五入した結果１月当たり利用者数が０人となっている。  
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⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

【地域密着型特定施設入居者生活介護】 

有料老人ホーム等の特定施設のうち、小規模な介護専用型特定施設に入所し、日常生活上

の世話や機能訓練等を受けるサービスです。本市では整備されておらず、第９期では利用を見

込んでいませんが、今後は状況やニーズ等をみながら、必要に応じて提供を検討します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 地域密着型特定施設入居者生活介護   

 給付費（千円/年） 0 0 0 0 0 0 0 

人数（人/月） 0 0 0 0 0 0 0 

 

 

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】 

老人福祉法に規定する特別養護老人ホーム（入所定員が29人以下）に入所する要介護者

に対し、食事、入浴、排泄等の介護や、その他の日常生活上の援助、機能訓練、健康管理及び

療養上の管理を行います。加西市に在住の要介護認定を受けた方が対象となります。介護老

人福祉施設（特別養護老人ホーム）の待機者の状況、短期入所や小規模多機能型居宅介護

等、在宅サービスの利用状況の推移、介護保険財政等を勘案しながら、待機者のうち、入所の

必要性が高いとされる方が適切に入所できるよう、計画的な施設整備について検討を続けま

す。利用者数は一定で推移すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護   

 給付費（千円/年） 108,938 102,639 106,874  105,820  105,954  105,954  105,954 

人数（人/月） 30 29 30 29 29 29 29 
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⑧ 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス） 

【看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）】 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護等、複数の居宅サービスや地域密着型サービスを組

み合わせて、要介護者のニーズにあったサービスを柔軟に提供します。住み慣れた地域で在宅

生活を支える拠点として期待されるサービス形態であり、利用者数は増加しながら推移すると

見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）   

 給付費（千円/年） 59,259 58,996 47,083  68,875  79,571  85,077  89,091  

人数（人/月） 20 18 16 21  25  27  28 

 

 

⑨ 地域密着型通所介護 

【地域密着型通所介護】 

日中、利用定員 18 人以下の小規模の老人デイサービスセンター等に通ってもらい、食事、

入浴、その他の必要な日常生活上の支援や生活機能訓練等を日帰りで提供するサービスであ

り、利用者の心身機能の維持向上及び利用者の家族負担の軽減を図ります。現在の事業所の

稼働率等を考慮し、整備は行いません。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 地域密着型通所介護   

 給付費（千円/年） 289,248 285,356 308,034  312,780  322,588  334,239  351,026  

回数（回/月） 2,814.1  2,771.2  2,911.3  3,000.7  3,081.2  3,188.3  3,291.9  

人数（人/月） 310 305 346  331  340  352  364  
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（３） 施設サービスの利用見込み 

① 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

【介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）】 

特別養護老人ホームに入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づき、入浴、排泄、

食事等の介護その他の日常生活上の援助、機能訓練、健康管理及び療養上の管理を行いま

す。利用者数はやや増加傾向で推移すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）   

 給付費（千円/年） 942,019 963,219 968,999  992,479  1,006,123  1,017,553  1,112,559  

人数（人/月） 317 322 320  328  332  336  366  

 

 

② 介護老人保健施設（老人保健施設） 

【介護老人保健施設（老人保健施設）】 

介護老人保健施設に入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づき、看護、医学的

管理のもと、介護及びその他必要な医療、日常生活における世話を行います。病院等での治療

が終わり、病状が安定している要介護者を受け入れ、機能訓練等を行いながら自立を支援し、

在宅への復帰を目指すための施設です。利用者数は一定で推移すると見込んでいます。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護老人保健施設（老人保健施設）   

 給付費（千円/年） 519,570 506,507 509,665  535,939  540,039  544,096  600,135  

人数（人/月） 146 141 143  146  147  148  163  
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  ③ 介護医療院 

【介護医療院】 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理

が必要な重介護者の受け入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能

を兼ね備えた介護保険施設です。平成 30（2018）年の介護保険法の改正により創設され令

和５（2023）年以降、介護療養病床等から完全に転換となりました。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 介護医療院   

 給付費（千円/年） 3,297 0 159,783 213,418  217,826  222,453  231,707  

人数（人/月） 1 0 34 49  50  51  53  

※令和５（2023）年の実績は、「介護保険事業状況報告 月報」５月月報から 10月月報の実績値をもとに算

出。ただし、５月月報から７月月報までは転換前のため介護医療院での実績値なし。 
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（４） 総合事業 

① 訪問型サービス（旧介護予防訪問介護相当） 

【訪問型サービス（旧介護予防訪問介護相当）】 

介護福祉士、ホームヘルパー等が居宅を訪問して、入浴、排泄、食事等の介護や、その他の

日常生活における支援を行います。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 訪問型サービス（旧介護予防訪問介護相当）   

 給付費（千円/年） 26,754 23,286 25,020 25,857  26,117 26,232  28,685  

人数（人/月） 110 92 92 95 96 96 105 

 

 

② 訪問型サービス B（住民主体による支援） 

【訪問型サービス B（住民主体による支援）】 

住民ボランティアによる支援や、住民主体の自主活動として、布団干し、買い物代行や調理、

ゴミ出し等の生活援助等を行います。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 訪問型サービス B（住民主体による支援）   

 給付費（千円/年） 2,081 2,400 2,500 2,584  2,610  2,621  2,866  

人数（人/月） 4 13 17 21 25 29 85 
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③ 通所型サービス（旧介護予防通所介護相当） 

【通所型サービス（旧介護予防通所介護相当）】 

デイサービスセンター等に通い、施設において、入浴、食事の提供等、日常生活における支援

や機能訓練を受けます。また、他人との交流の機会を持つことができ、閉じこもり防止にも有効

です。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 通所型サービス（旧介護予防通所介護相当）   

 給付費（千円/年） 56,127 30,410 43,268 31,073  32,005  32,965  49,606  

人数（人/月） 203 91 70 72 73 75 80 

 

 

④ 通所型サービス A（緩和した基準によるサービス） 

【通所型サービス A（緩和した基準によるサービス）】 

NPO、民間事業者やボランティア等の主体が、高齢者の閉じこもり予防や自立支援につな

がる、ミニデイサービスや、運動・レクリエーション活動等のサービスを提供します。 

 

▼各年度の実績・年間見込量 

区分 
令和３年度 

(２０２１年度) 

令和４年度 

(2022年度) 

令和５年度 

(2023年度) 

令和６年度 

(2024年度) 

令和７年度 

(2025年度) 

令和８年度 

(2026年度) 

令和２２年度 

(20４０年度) 

 通所型サービス A（緩和した基準によるサービス）   

 給付費（千円/年） 11,287 27,253 19,270 36,045  37,126  38,240  22,093  

人数（人/月） 74 174 198 205 211 217 227 
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2. 地域支援事業の実施 

地域支援事業においては、高齢者の生活を支援し、要支援・要介護状態になることの予防、また、

それらの状態の重度化を防止するとともに、要支援・要介護状態になった場合でも、可能な限り住

み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができるよう、市、地域包括支援センター、社会福祉

協議会、関係団体等が密接に連携し、取組みを推進します。保険者機能強化推進交付金等を活用

し、内容の充実に努め、高齢者の自立支援・重度化防止のさらなる推進を図ります。 

 

事業名 

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業 

介護予防・生活

支 援 サ ー ビ ス 

事業 

●訪問型サービス 

（身体介護、生活援助、掃除・洗濯・ゴミ出し等の生活支援） 

●通所型サービス 

（機能訓練、ミニデイサービス、コミュニティサロン、口腔ケア等の

教室） 

●生活支援サービス 

（配食・見守り等） 

●介護予防ケアマネジメント事業 

（事業対象者、要支援 1・２と判定された方が適切に介護予防・日常

生活支援総合事業を利用できるよう支援する。また、生活機能低下を

早期にみつけて予防・改善していけるように助言と支援を行う。） 

一般介護予防 

事業 

●地域リハビリテーション活動支援事業（かさいいきいき体操） 

（個人の筋力や体力に合わせて、重りを手首や足首に巻いて行う体

操。住民の主体的な取組みの意欲・効果を促進するために理学療法士

を派遣し、支援する） 

●介護予防の推進のための、体操教室等の地域介護予防活動支援事業 
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事業名 

包
括
的
支
援
事
業 

包括的支援事

業・任意事業 

●総合相談支援事業 

（介護保険のほかにも、高齢者の生活全般にわたって幅広く相談を受

け、必要なサービスや機関を紹介する） 

●包括的・継続的ケアマネジメント業務 

（よりよいケアサービスが提供されるよう、地域のケアマネジャーへ

の支援や医療機関との調整を行う） 

●在宅医療・介護連携の推進 

（医療と介護の双方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域

で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるように、

在宅医療と介護の一体的な提供を目的として、保健・医療・介護連携

会議を行う） 

●認知症対策の推進 

（認知症ケアパス作成、認知症初期集中支援推進事業、認知症地域支

援推進員等設置事業） 

●地域ケア会議の充実 

（介護等が必要な高齢者の住み慣れた住まいでの生活を地域全体で支

援することを目的とし、個別ケースから地域課題の解決を検討する会

議まで広範囲について一体的に取り組む） 

●地域ケア会議推進事業 

（作成された計画書を主としてアドバイザーの意見によって、自立支

援・生活機能向上に向け適正なケアマネジメントになっているかの検

証を行う） 

●生活支援体制整備事業 

（多様な主体が連携しながら、日常生活上の支援体制の充実・強化及

び高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていくための、生活支援コ

ーディネーターの配置及び協議体の設置） 

●権利擁護業務 

（高齢者の虐待防止等の対応や人権・財産を守るために必要な援助を

行う） 

 

▼地域支援事業費（再掲）                                                   単位：千円 

 令和６年度 

（2024年） 

令和７年度 

（2025年） 

令和８年度 

（2026年） 

 地域支援事業費 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 142,897 145,671 148,084 

包括的支援事業・任意事業費 100,088 101,094 101,541 
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3. 介護保険料の算出 

（１） 第 1号被保険者の介護保険料算定の流れ 

第１号被保険者の保険料算定の流れは次の通りです。 

 

 

  

被保険者数と要支援・要介護認定者数の推計

施設サービス・居住系サービス利用者数の推計、
居宅（介護予防）サービス、地域密着型（介護予防）サービスの利用者数の推計

サービス量・給付費・地域支援事業費の推計

第１号被保険者の保険料で負担すべき額（保険料収納必要額）

第９期計画における第1号被保険者の介護保険料基準額

予 定 保 険 料 収 納 率

保 険 料 段 階 の 設 定

第１号被保険者が負担する割合

調 整 交 付 金 交 付 割 合

準 備 基 金 の 活 用

第８期計画期間の被保険者数、要支援・要介護認定者数、
サービス利用者数、給付費などの実績



117 

（２） 介護給付費等の推計 

▼介護予防給付費の推計                                                   単位：千円 

 令和６年度 

（2024年） 

令和７年度 

（2025年） 

令和８年度 

（2026年） 

 介護予防サービス 

介護予防訪問入浴介護 325 325 325 

介護予防訪問看護 29,622 30,012 32,163 

介護予防訪問リハビリテーション 25,934 25,967 26,671 

介護予防居宅療養管理指導 3,779 3,784 3,947 

介護予防通所リハビリテーション 51,188 52,794 58,447 

介護予防短期入所生活介護 7,695 7,704 7,704 

介護予防短期入所療養介護（老健） 427 427 427 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 25,723 26,188 26,323 

特定介護予防福祉用具購入費 2,002 2,002 2,002 

介護予防住宅改修 8,011 8,011 8,011 

介護予防特定施設入居者生活介護 10,113 11,215 11,933 

 地域密着型介護予防サービス 

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 17,476 20,649 22,750 

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 

介護予防支援 27,799 28,220 28,551 

合計 210,094 217,298 229,254 
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▼介護給付費の推計                                                       単位：千円 

 令和６年度 

（2024年） 

令和７年度 

（2025年） 

令和８年度 

（2026年） 

 居宅サービス 

 訪問介護 224,337 226,417 234,198 

訪問入浴介護 18,243 19,672 23,246 

訪問看護 131,303 133,372 145,587 

訪問リハビリテーション 30,646 34,074 36,082 

居宅療養管理指導 25,796 26,413 27,103 

通所介護 195,123 217,658  226,849  

通所リハビリテーション 281,330 290,430 299,957 

短期入所生活介護 208,817 220,015 224,436 

短期入所療養介護（老健） 30,724 35,870 40,104 

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 

福祉用具貸与 124,492 127,222 130,968 

特定福祉用具購入費 5,038 5,343 6,253 

住宅改修 11,304 11,304 13,235 

特定施設入居者生活介護 100,114 102,214 104,871 

 地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 46,845 49,158 52,736 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 

認知症対応型通所介護 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護 201,809 206,587 223,077 

認知症対応型共同生活介護 207,081 210,271 213,353 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 105,820 105,954 105,954 

看護小規模多機能型居宅介護 68,875 79,571 85,077 

地域密着型通所介護 312,780 322,588 334,239 

 施設サービス 

介護老人福祉施設 992,479 1,006,123 1,017,553 

介護老人保健施設 535,939 540,039 544,096 

介護医療院 213,418 217,826 222,453 

介護療養型医療施設 - - - 

居宅介護支援 197,971 200,344 204,562 

合計 4,270,284  4,388,465  4,515,989  
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▼地域支援事業費の推計                                                   単位：千円 

 令和６年度 

（2024年） 

令和７年度 

（2025年） 

令和８年度 

（2026年） 

 地域支援事業費 

 介護予防・日常生活支援総合事業費 142,897 145,671 148,084 

包括的支援事業・任意事業費 100,088 101,094 101,541 

 

 

（３） 保険料設定の基本的な考え方 

介護保険の財源は、第１号被保険者（65 歳以上）の保険料のほか、第２号被保険者（40～

65 歳未満）の保険料、国・県・市の負担金、国の調整交付金によって構成されます。第９期介護

保険事業計画では、第８期と同様に、第１号被保険者の負担割合は 23.0％、第２号被保険者の

負担割合は 27.0％となっています。 

 

▼標準給付費等                                                          単位：千円 

 令和６年度 

（2024年） 

令和７年度 

（2025年） 

令和８年度 

（2026年） 

①総給付費 4,480,378 4,605,763  4,745,243  

②特定入所者介護サービス費等給付額 123,924 124,818 125,252 

③高額介護サービス等給付額 97,707 98,433 98,775 

④高額医療合算介護サービス費等給付額 15,783 15,877 15,932 

⑤算定対象審査支払手数料 3,978 4,001 4,015 

⑥標準給付費見込額…①＋②＋③＋④＋⑤ 4,721,770 4,848,892  4,989,216  

⑦地域支援事業費 295,847 300,158 303,253 

⑧総費用額…⑥＋⑦ ５,０１７,６１７ 5,149,050  5,292,470  

⑨３年間総費用額 15,459,137 

第1号被保険者負担分相当額（⑨×23.0％） 3,555,601 

※各費用の見込みには端数が含まれるため、一致しない場合がある 
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令和６（2024）年～令和８（2026）年の３年間における介護保険サービスの給付費や地域支

援事業費の見込みをもとに、保険料算定に関する各種係数等を反映し、第９期期間中の第１号

被保険者の保険料基準額を算定しました。 

 

▼第９期期間中における１号被保険者保険料基準額の算定式 

 

 

 

  

 

標準給付費見込額 14,559,878 千円＋地域支援事業費 899,259 千円 

＝15,459,137 千円 

×第１号被保険者負担割合 （23.0％） 

 ＝第１号被保険者負担相当額 3,555,601 千円 

＋調整交付金の差額      80,549 千円 

＋調整交付金相当額      749,827 千円 

－調整交付金見込額     669,278 千円 

－準備基金取崩額      147,000 千円 

＋市町村特別給付費等      13,500 千円 

－保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 

45,000 千円 

 ＝保険料収納必要額    3,457,650 千円 

÷予定保険料収納率（99.7％） 

÷所得段階別加入割合補正後被保険者数（44,463 人） 

 ＝保険料基準額（年間）     78,000 円 

÷12 か月 

 ＝保険料基準額（月額） 6,500 円 

３年間の 

合計 
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（４） 介護保険の財源 

介護保険事業にかかる給付費は、サービス利用時の利用者負担を除いて、保険料と公費が

50％ずつを占めています。第１号被保険者の総給付費に対する負担率は、第１号被保険者と第２

号被保険者の人口比率によって決定します。第９期では、第８期と同様に第１号被保険者の負担

割合は 23.0％、第２号被保険者の負担割合は 27.0％となっています。 

また、公費による負担割合は、国は 25％、県が 12.5％、市が 12.5％となっています。 

【介護保険給付費の財源】 

 

 

 

 

 

 

（５） 地域支援事業の財源 

地域支援事業について、「介護予防・日常生活支援総合事業」は第１号被保険者と第２号被

保険者の保険料ならびに公費によって負担されます。「包括的支援事業・任意事業」は第１号被

保険者の保険料と公費によって負担されます。以下は、介護保険料（第１号被保険者及び第２号

被保険者）と公費における財源構成割合です。 

【介護予防・日常生活支援総合事業の財源】【包括的支援事業・任意事業の財源】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国

25.0%

都道府県

負担金

12.5%
市町村

負担金

12.5%

第２号

被保険者

の保険料

27.0%

第１号

被保険者

の保険料

23.0%

国

25.0%

都道府県

負担金

12.5%
市町村

負担金

12.5%

第２号

被保険者

の保険料

27.0%

第１号

被保険者

の保険料

23.0% 国

38.50%

都道府県

負担金

19.25%

市町村

負担金

19.25%

第１号

被保険者

の保険料

23.00%
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（６） 利用者の負担割合 

介護保険サービスの利用者負担割合は原則１割ですが、現役世代並みの所得がある人は負

担割合が２割～３割となっています。また、所得によって金額は異なりますが、利用者の負担額には

上限が設けられています。 

 

【負担割合の判定フロー】 

                 はい 

                 いいえ 

 

  

同一世帯の65歳以上の方の

年金収入＋
その他の合計所得金額

単 身：280 万円以上

２人以上：346 万円以上

本人の合計所得金額が

同一世帯の65歳以上の方の

年金収入＋
その他の合計所得金額

単 身：340 万円以上

２人以上：463 万円以上

１割負担 ２割負担 ３割負担

本人が65歳以上で住民税課税者

160万円以上

220 万円未満
160万円未満 220 万円以上

※第２号被保険者、市区町村民税非課税者、生活保護受給者は１割負担 
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（７） 第９期計画期間における保険料算定 

▼本計画期間中における所得段階別保険料 

所得段階 区分 負担割合 
年額保険料 

（円/年） 

第１段階 

生活保護を受けている方、老齢福祉年金の受給者で世帯全員が市

民税非課税の方 0.455

（0.285） 

35,490 

（22,230） 世帯全員が市民税非課税で、課税対象となる年金収入額＋合計所

得金額が 80万円以下の方 

第２段階 
世帯全員が市民税非課税で、課税対象となる年金収入額＋合計所

得金額が 80万円を超え、120万円以下の方 

0.685

（0.485） 

53,430 

（37,830） 

第３段階 
世帯全員が市民税非課税で、課税対象となる年金収入額＋合計所

得金額が 120万円を超える方 

0.69

（0.685） 

53,820 

（53,430） 

第４段階 
本人が市民税非課税で、同じ世帯に市民税課税者がいる方のう

ち、公的年金等収入＋合計所得金額が 80万円以下の方 
0.90 70,200 

第５段階 
本人が市民税非課税で、同じ世帯に市民税課税者がいる方のう

ち、公的年金等収入＋合計所得金額が 80万円を超える方 
1.00 78,000 

第６段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 120万円未満の方 1.20 93,600 

第７段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 120万円以上 210万円

未満の方 
1.30 101,400 

第８段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 210万円以上 320万円

未満の方 
1.50 117,000 

第９段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 320万円以上 420万円

未満の方 
1.70 132,600 

第１０段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 420万円以上 520万円

未満の方 
1.90 148,200 

第１１段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 520万円以上 620万円

未満の方 
2.10 163,800 

第１２段階 
本人が市民税課税で、合計所得金額が 620万円以上 720万円

未満の方 
2.30 179,400 

第１３段階 本人が市民税課税で、合計所得金額が 720万円以上の方 2.40 187,200 

※低所得者の軽減強化として、第１段階から第３段階は別枠の公費による負担軽減が実施されています。 

第１段階から第３段階の負担割合及び年間保険料のうち、（ ）内には公費により軽減した後の割合・保険料を

記載しています。 
  



124 

第６章 計画の策定・推進体制 

1. 計画の推進 

本計画は介護保険事業を円滑に運営するとともに、高齢者の生活を支え、健康で生きがいのあ

る生活を営んでもらえるよう、保健・福祉分野のみならず、総合的な支援に取り組む方針を示してい

ます。 

そのため、全市的な観点から本計画の推進、進行管理や見直し等を行うため、関係機関とのきめ

細かい連携を図ります。 

 

2. 計画の進行管理 

介護保険制度を円滑に進めるため、計画の進行・進捗に関する情報を総合的にとりまとめるとと

もに、新たな課題への対応、事業評価等を推進していくことが求められます。 

そこで、データの収集や市民ニーズ等の情報把握を定期的に実施するとともに、事業全体の進

行・進捗の把握・確認を「加西市高齢者福祉・介護保険事業運営委員会」を設けて行い、PDCAサ

イクルを通じて、総合的な調整や新たな課題の検討、評価・分析等を実施します。 

「加西市高齢者福祉・介護保険事業運営委員会」とは、保健・医療・福祉に係る有識者に加え、

被保険者の代表等から構成される機関であり、加西市の介護保険財政の健全運営を図るため、介

護保険事業計画の進捗状況の確認、制度変更等に伴う検討事項について協議を行うとともに、保

健・医療・福祉に関する総合的な見地から計画の推進状況を評価・確認します。また、各種団体や

住民の意見を広く反映させながら、高齢者福祉計画・介護保険事業計画を総合的・効果的に策定

を進めます。 
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〈資料編〉 

加西市高齢者福祉・介護保険事業運営委員会の開催経過 

 実  施  日  時 議  題 

令和４年度 

第１回 

令和４年１１月１０日（木） 

13時 30分～15時 

（1）第９期介護保険事業計画策定に係る 

アンケート調査について 

令和５年度 

第１回 

令和５年４月１３日（木） 

10時～12時 

（1）第 9期介護保険事業計画策定に係る 

アンケートの結果について 

令和５年度 

第２回 

令和５年７月３１日（月） 

13時 30分～15時 

（1）第８期介護保険事業計画の評価方法報告について 

（2）第９期の介護保険事業計画の骨子案について 

令和５年度 

第３回 

令和５年１0月１２日（木） 

13時 30分～15時 

（1）第９期介護保険事業計画の素案について 

（2）給付分析資料と第９期サービス基盤整備について 

令和５年度 

第４回 

令和５年１２月 4日（月） 

13時 30分～15時 

（1）第９期介護保険事業計画素案について 

（2）将来推計統括表について 

令和５年度 

第５回 

令和６年１月 30日（火） 

13時 30分～15時 

（1）パブリックコメントの結果について 

（2）第９期介護保険事業計画素案について 

（3）将来推計統括表について 
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加西市高齢者福祉・介護保険事業運営委員 

敬称略、順不同 

分野 団体 氏名 

医療 医療法人社団弘秀会 米田病院 米田  秀志     〇 

保健 
市立加西病院 

副院長兼看護部長 
山中  恵 

福祉 
社会福祉法人加西市社会福祉協議会 

地域福祉活動推進課長 
岡田  美佳 

事業者 

社会福祉法人加西市社会福祉協議会 

ラヴィかさい居宅介護支援センター 

在宅支援室長 

前田  玲子 

事業者 
社会福祉法人円融会 第二サルビア荘 

施設長 
北川  康弘 

地域 加西市区長会 松本  義弘 

地域 
加西市シニアクラブ連合会 

会長 
山下  光昭 

地域 民生委員児童委員会 藤原  小夜子 

市民 市民委員 衣笠  隆雄 

行政 
加東健康福祉事務所 

監査・福祉課長 
大西  幹文 

学識経験者 
姫路大学看護学部 

学部長 
菅野  夏子     ◎ 

学識経験者 
兵庫大学生涯福祉学部 

学部長 
伊藤  秀樹 

◎委員長  ○副委員長 
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用語解説 

あ行 

■ICT 
Information and Communication Technologyの略。情報処理や通信に関連する技術、
産業、設備、サービスなどの総称。従来はパソコンやインターネットを使った情報処理や通信に関
する技術を指す言葉として「IT」が使われてきたが、情報通信技術を利用した情報や知識の共
有・伝達といったコミュニケーションの重要性を伝える意味で「ICT」という言葉が使われるように
なってきている。 

 

■ＮＰＯ 

ボランティア団体等営利を目的としない団体。より活動しやすくすることを目的に平成 10年
12月に施行された「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」で、保健・医療・福祉・ 国際協力等の
事業について、法人格の取得が可能になっている。 

 

か行 

■介護医療院 
「日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生
活施設」としての機能を兼ね備えた、新たな介護保険施設。地域包括ケアシステムの 5要素（医
療、介護、生活支援、予防、住まい）のうち、介護療養型医療施設が持つ「医療」「介護」「生活支
援」に加え「住まい」の機能を持った長期療養を目的とした施設。 

 

■介護給付 
介護保険の保険給付のうち、「要介護１～５」に認定された被保険者への給付のこと。居宅で
の利用に対する給付、施設の利用に対する給付、地域密着型サービスの利用に対する給付に区
分される。 

 

■介護認定審査会 
要介護（要支援）認定の審査判定業務を行うために市町村が設置する機関。コンピュータによ
る一次判定結果、認定調査における特記事項、かかりつけ医等からの医学上の意見書の内容等
を基に審査判定する。 

 

■介護報酬 

施設やサービス提供事業者が市区町村から徴収するサービス提供費のこと。施設やサービス
提供事業者は、サービスを利用した方から費用の 1～3割、市区町村から７～９割をサービスを提
供した費用として徴収するが、このうちの市区町村から徴収する７～９割部分をいう。 
平成 30年 8月から、「現役世代並みの所得の人」は費用の 3割の負担となる。  
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■介護保険施設 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設の 3つの施設の総称。 

 

■介護保険法 
高齢化に対応し、高齢者等を国民の共同連帯のもとで支える仕組みとして導入された介護保
険制度について、その実施のために必要な事項を定めた法律。平成 9年 12月に公布、平成
12年 4月に施行された。 

 

■介護予防 
高齢者が要支援・要介護状態になることをできる限り防ぐこと、あるいは要支援・要介護状態
であっても、状態がそれ以上悪化しないようにすること。 

 

■介護予防サービス 
高齢者が要介護状態に陥ることなく、健康でいきいきとした老後生活を送ることができるよう
支援するサービス。介護予防サービスや地域支援事業によって、要介護状態になることを予防す
ることが目指されている。 

 

■介護予防・日常生活支援総合事業 
要支援者、介護予防事業対象者に対し、介護予防・日常生活支援のためのサービスを総合的
に実施する事業。利用者の状態に合わせて、見守り・配食等を含めた、生活を支えるための総合
的で多様なサービスを提供するもの。 

 

■介護療養型医療施設 
介護老人福祉施設、介護老人保健施設と比べて、医療面での手当てに重点を置いた入所施

設のこと。令和５年度までに廃止され、「介護医療院」などに転換した。 

 

■介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
常時介護を必要とする要介護認定者が入所し、介護を受けながら日常生活を送る施設のこ
と。老人福祉法では特別養護老人ホームというが、介護保険法では介護老人福祉施設という。 

 

■介護老人保健施設 
病院での治療が終了した要介護認定者が入所し、在宅生活への復帰を目指して機能訓練や
看護、介護を受けながら生活する施設。 

 

■通いの場 
高齢者が容易に通える範囲にあり、介護予防のため週１回から月１回以上継続してトレーニン

グや体操などを行い、住民同士での交流ができる場所。 
 

■協議 
市民や市民活動団体、事業者、学校、行政等異なる立場の主体が、共通の目的や課題の達成
に向けて、お互いの特性を理解しつつ、対等な立場で連携・協力すること。 
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■居宅介護支援事業所 

ケアマネジャーを配置し、居宅サービス計画、居宅サービス事業者との連絡調整や介護保険施
設への紹介等の居宅介護支援サービスを行う事業所。 

 

■居宅サービス 
通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護等、在宅生活を支える介護サービスの
総称。 

 

■ケア 
介護や看護等の世話のこと。 

 

■ケアハウス 

家庭環境・住宅事情等により、家庭で生活することが困難な 60歳以上の人が入所できる施
設。給食付と自炊型がある。 

 

■ケアプラン 
介護サービスが適切に利用できるよう、心身の状況、その置かれている環境、要介護者等及び
その家族の希望等を勘案し、利用する介護サービスの種類及び内容、担当者等を定めた計画の
こと。 

 

■ケアマネジメント 
利用者一人ひとりのニ一ズに沿った最適なサービスを提供できるよう、地域で利用できる様々
な資源を最大限に活用して組み合わせ、調整すること。 

 

■ケアマネジャー 
平成 12年 4月に施行された「介護保険法」に基づく資格で、要介護者等からの相談に応
じ、要介護者等が心身の状況に応じて適切な在宅サービスや施設サービスを利用できるよう、市
町村、事業者及び施設との連絡調整を図るなど、要介護者等が自立した日常生活を営むのに必
要な専門知識を有し、要介護者のケアマネジメントを行う者のこと。 

 

■健康寿命 
心身ともに健康で過ごせる人生の長さで、平均寿命から病気やけが等の期間を差し引いて算
出する。 

 

■言語聴覚士（ST） 
言語や聴覚、音声、呼吸、認知、発達、摂食・嚥下に関わる障がいに対して、その発現メカニズ

ムを明らかにし、検査と評価を実施し、必要に応じて訓練や指導、支援などを行う専門職。 

 

■権利擁護 
利用者に不利益がないよう弁護・擁護することの総称。社会福祉法では、福祉サービス利用援
助事業（日常生活自立支援事業）、苦情解決、運営適正化委員会等が規定されている。また、民
法では成年後見制度が規定されている。 
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■高額医療合算介護サービス費 

世帯内の同一の医療保険の加入者について、毎年８月から１年間にかかった医療保険と介護
保険の自己負担を合計し、基準額を超えた場合に、その超過分を介護保険から支給する制度。 

 

■高額介護サービス費 
介護サービスを利用した要支援・要介護の方が１か月間に支払った利用者負担額が一定の
上限を（負担限度額）を超えたとき、その超えた金額のこと。申請により、超えた分が払い戻され
る。 

 

■後期高齢者 
６５歳以上の高齢者のうち 75歳以上の人。 

 

■合計所得金額 
年金・給与・事業・譲渡等の所得（損失の繰越控除適用前）を合算したもの。収入が年金だけ
の場合、合計所得金額とは年金収入から公的年金等控除を差し引いた金額で、各種所得控除
（社会保険料控除、扶養控除等）を行う前の金額。 

 

■高齢化率 
総人口に占める高齢者（65 歳以上）人口の割合。一般に、この割合が７％を超えると高齢化
社会、14％を超えると高齢社会、21％を超えると超高齢社会と呼んでいる。 

 

■高齢者虐待 
高齢者に対して、家族や施設の職員等、高齢者を養護する者から行われる虐待の行為。類型
としては、①身体的虐待、②介護、世話の放棄、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待があ

る。 

 

■国保連合会 
国民健康保険団体連合会の略。国民健康保険の診療報酬明細書の審査と診療報酬の支払
いが主な業務。介護報酬の支払いや審査機能のほか、サービスに関する苦情処理やサービスの
質の向上に関する調査、指定サービス事業者及び施設に対する指導・助言等の役割が与えられ
ている。 

 

■国立社会保障・人口問題研究所 
日本の将来人口推計や年金、医療、介護、保育等、社会保障の各分野について分析を行って
いる国立の政策研究機関。 

 

■コーホート変化率法 
コーホートとは、同年（または同期間）に出生した集団のこと。また、コーホート変化率法とは、各
コーホートの過去の変化率が将来も続くものと仮定して、その率を基準年の人口に掛けて将来の
人口を求める方法のこと。 

 

■コミュニティ 
共同体、共同生活体のこと。地域社会そのものをさすこともある。  
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さ行 

■財政安定化基金 
市町村の保険財政が、保険料収納率の低下や介護給付費の増加等で赤字になることを回避
し、市町村の介護保険財政の安定を図るために都道府県が設置する基金。 

 
■在宅介護 
障がいや老化のために生活を自立して行うことができない人が、施設に頼らずに自分の生活
の場である家庭において介護を受けること。 

 
■作業療法士（OT） 
身体または精神に障がいのある人等に対して、積極的な生活を送る能力の獲得を図るため、

種々の作業活動を用いての治療や訓練活動、指導等により作業療法を専門的に行う医学的リハ
ビリテーションを行う技術者。 

 
■サービス付き高齢者向け住宅 
単身または夫婦等の高齢者世帯が、安否確認や生活相談サービスを利用しながら安心して居
住できる賃貸住宅。 

 

■サロン 
地域の中で仲間づくりや異世代交流等を目的とした、地域住民が運営するふれあいの場のこ
と。地域の福祉的な課題の発見や地域活動の組織化、福祉教育の場等へと広がる可能性を持
つ。 

 

■市町村特別給付 
要介護（要支援）者に対して、介護給付及び予防給付以外に、介護保険制度の趣旨に沿って
市町村が条例で定めて行う、当該市町村独自の保険給付をいう。 

 

■社会資源 
利用者の生活ニーズを解決していくための物的・人的資源の総称。社会福祉施設、医療施設、
ボランティア、行政、地域の団体等をさす。 

 

■社会福祉協議会 
社会福祉法に基づき全国の都道府県、市町村に設置され、そのネットワークにより活動を進め
ている団体。住民の福祉活動の場づくり、仲間づくり等の援助や、社会福祉に関わる公私の関係
者・団体・機関の連携を進めるとともに、具体的な福祉サービスの企画や実施を行う。 

 

■若年性認知症 
18歳以上 65歳未満の人で認知症の症状がある場合の総称。 
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■重層的支援体制整備事業 

地域住民が抱える課題が複雑化・複合化し、高齢や子ども、障がい者などそれぞれの属性ごと
の支援体制では解決することが難しくなっていることから、それらのニーズに包括的に対応するた
め、社会福祉法に基づいて令和３年（2021年）４月に施行された事業。属性を問わない相談支
援、就労支援などの参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に実施する。 

 

■住民基本台帳 
氏名、生年月日、性別、住所等が記載された住民票を編成したもの。 

 

■就労的活動支援コーディネーター 
就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と、就労的活動の取組みを実施したい事業者
等とをマッチングする役割を果たす者。高齢者個人の特性や希望に合った活動をコーディネート
することにより、役割がある形での高齢者の社会参加等を促進することが期待されている。 

 
■小地域福祉活動 
住み慣れた地域でいきいきと暮らし続けられるよう、住民同士が支え合い、助け合う活動。 

 

■所得段階別加入割合補正後被保険者数 
介護保険料の所得段階別人数に各保険料率（基準額に対する割合）を乗じて、基準額該当者
（第５段階）に換算した人数の合計値のこと。 

 

■自立支援 
要介護や要支援者が、自分で動き日常生活ができるように支援すること。 

 

■シルバー人材センター 
地域社会に密着した臨時的かつ短期的またはその他の軽易な業務を一般家庭、事業所、官公
庁等から受注し、自らの生きがいの充実や社会参加を求める高齢者にその意欲や能力に応じて
就業機会を提供することにより、活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とした、高齢者が
自主的に運営する団体。 

 

■審査支払手数料 
事業者からの保険給付等請求に対して行う、各都道府県の国民健康保険団体連合会の審
査、支払い事務に対する手数料。 

 

■人生会議（アドバンス・ケア・プランニング（ACP）） 
将来の変化に備え、今後の治療・療養について患者本人、家族、近しい人と医療従事者があら

かじめ話し合い、患者の意思決定を支援するプロセス。 

 

■スキルアップ 
訓練して技能を身に付けること。また、その訓練。 

  



133 

■生活機能 

人が生きていくための機能全体のこと。高齢者の状態像を把握するための生活機能としては、
基本的な身体動作（歩行や移動、食事、入浴、排せつなど）、より複雑な生活関連動作（交通機
関の利用、電話の応対、買い物、洗濯、金銭管理など）、社会的役割を担う能力などがある。 

 
■生活習慣病 
食生活、運動、休養、喫煙、飲酒等による生活習慣の積み重ねによって引き起こされる病気のこ
と。糖尿病、脳卒中、心臓病、高血圧、脂質異常症、悪性新生物（がん）等が代表的な生活習慣
病である。 

 

■生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員） 
高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくことを目的とし、地域におい
て、生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築に向けたコーディネート機能（主に資源開発

やネットワーク構築の機能）を果たす者。 

 

■生活支援体制整備事業 
地域支援事業に設けられた生活支援・介護予防サービスの体制整備を図るための事業。 

 

■成年後見制度 
認知症、知的障害、精神障害等により、判断能力が不十分な人の法律行為（財産管理や契約
の締結等）について、家庭裁判所が選任した成年後見人等が、本人を代理して契約を行ったり、
本人の同意なく結ばれた不利益な契約を取り消すなどの保護や支援を行う民法の制度。制度を
利用するためには、家庭裁判所に本人、配偶者、四親等内の親族が申立てを行うことになる。な
お、身寄りのない人の場合、市町村長に申立て権が付与されている。 

 

■セーフティネット 
困難な状況に陥った場合に援助する仕組みや装置。または、そうした事態になることを防止する
仕組みや装置を意味する。 

 

■前期高齢者 
65歳以上の高齢者のうち 75歳未満の人。 

 

■総合計画 
地域づくりの最上位に位置づけられる財政計画で、長期展望を持つ計画的、効率的な行政運
営の指針が盛り込まれる。 

 

■総合事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の略称。 
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■第１号被保険者・第 2号被保険者 
介護保険では、65歳以上の者を第 1号被保険者、40歳以上 65歳未満の医療保険加入
者のことを第 2号被保険者という。第 1号被保険者は、要介護認定を受けた場合は、原因を問
わず介護保険のサービスを利用できるのに対し、第 2号被保険者のサービス利用は要介護状態
になる可能性の高い特定の疾病が原因で要介護認定を受けた場合にのみサービスを利用でき
る。 

 

■団塊の世代 
昭和 22年から昭和 24年までに生まれた世代。今後見込まれる急速な高齢化の最大の要
因となっている。 

 

■地域共生社会 
「支える側」と「支えられる側」という固定された関係ではなく、高齢者、障がい者、児童、生活
困窮者等を含む地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら自分らしく活躍できる地域
社会。 

 

■地域ケア 
保健・医療・福祉等の関係機関や民生委員・児童委員、住民組織等が密接な連携を保ち、援
助を必要としている方が、いつまでも安心して住み慣れた地域で暮らせるよう、地域全体で見守
り、支援していくこと。また、その体制を地域ケア体制、もしくは地域支援体制という。 

 

■地域ケア会議 

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同時に進めていく、地域
包括ケアシステムの実現に向けた手法。具体的には、地域包括支援センター等が主催し、多職種
が協働して高齢者の個別課題の解決を図るとともに、介護支援専門員の自立支援に資するケア
マネジメントの実践力を高める会議。また、課題分析等を積み重ねることにより、地域に共通した
課題を明確化し、政策形成につなげる。 

 

■地域支援事業 
介護予防と介護予防のケアマネジメントが中心となる介護保険制度の中の一事業。平成 18
年度からの介護保険制度の改正のときに導入された。 

 

■地域資源 
利用者の生活ニーズを解決していくための地域にある物的・人的資源の総称。社会福祉施

設、医療施設、ボランティア、企業、行政、地域の団体等をさす。 

 

■地域福祉計画 
社会福祉法の規定に基づいて策定される計画。市町村で策定する計画には、福祉サービスの
適切な利用の推進、社会福祉事業の健全な発達、住民参加の促進の３点を盛り込むように規定
されている。 
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■地域包括ケアシステム 

ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を確保す
るために、医療、介護、福祉サービスを含む様々な生活支援サービスが日常生活の場（日常生活
圏域）で適切に提供できるような地域での体制。 

 

■地域包括支援センター 
介護予防のケアマネジメントを行う機関。高齢者に対する総合的な相談窓口、権利擁護、包括
的・継続的ケアマネジメントとしての機能もある。保健師または看護師、社会福祉士及び主任介
護支援専門員の３職種が配置されており、互いの専門性を活かして問題の解決に努めている。 

 

■地域密着型サービス 
認知症やひとり暮らしの高齢者が可能な限り住みなれた地域で生活できるよう、平成 18年４
月に創設された予防給付及び介護給付サービス。市が事業者を指定し、利用者は市民に限定さ

れる。 

 

■地域リハビリテーション活動支援事業 
地域における介護予防の取組みを機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、サービス
担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進する事業。 

 

■チームオレンジ 
認知症の人や家族に対する生活面の早期からの支援等を行う、認知症サポーターの近隣チー
ム。認知症の人もメンバーとしてチームに参加することが望まれる。 

 

■調整交付金 

各市町村の高齢化率や所得水準による財政力格差を調整するため交付される交付金。 

 

■特定入所者介護サービス費 
所得等の状況により、要介護・要支援認定者が施設サービス等を利用した場合の食費・居住
費等の負担を軽減するために支給される介護給付。補足給付ともいう。 

 

な行 

■日常生活圏域 
高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、第 3期介護保険事業計画か
らは市町村内をおおむね中学校区にあたる日常生活の圏域に分け、サービス基盤を整備してい

る。圏域の設定にあたっては、保険者ごとに、地理的条件、人ロ、交通事情、その他社会的条件、
介護給付等対象サービスを提供するための施設の整備状況等を総合的に勘案し定める。 

 

■日常生活自立支援事業 
判断能力の低下等により金銭管理や福祉サービスの契約等に不安のある方を対象に、社会
福祉協議会の職員（専門員・生活支援員）が金銭管理や福祉サービスの利用手続き等を支援
する事業。  
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■任意事業 

地域支援事業のうち市町村の判断により行われる事業で、介護保険事業の運営の安定化を
図るとともに、被保険者や介護者などを対象とし、地域の実情に応じた必要な支援を行うことを
目的とした事業。事業の種類としては、「介護給付等費用適正化事業」や「家族介護支援事業」
などがある。 

 
■認知症 
脳や身体の疾患を原因として、記憶・判断力等が徐々に低下して日常生活に支障をきたすよう
になった状態をいう。認知症は病気であり、単なるもの忘れとは区別される。 

 

■認知症カフェ 
認知症の方と家族、地域住民、専門職等の誰もが参加でき、集う場。 

 

■認知症ケアパス 
自分やご家族、近所の方が認知症になった場合に、どこでどういったサービスを受けることが
できるのかという具体的なイメージを持つことができるよう、認知症の人の生活機能障害の進行
に合わせ、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受けることができるのか、具体的な機関
名やケア内容等、あらかじめ認知症の人とその家族に提示するためのもの。 

 

■認知症サポーター 
「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症について正しい知識を持ち、認知症の人や家
族を暖かく見守り、支援する人（サポーター）。厚生労働省は、平成 17年４月から「認知症を知り
地域を作る 10 ヵ年」をスタートさせ、地域住民、金融機関やスーパーマーケットの従業員、小・
中・高等学校の生徒等、様々な方が認知症サポーターとなり、全国に 1,480万人を超える認知
症サポーターが誕生している（令和５年９月末現在）。 

 

■認知症初期集中支援チーム 
複数の専門職（保健師、看護師、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）が、認知症が
疑われる人、認知症の人とその家族を訪問し、認知症の専門医による鑑別診断等を踏まえて、観
察・評価を行い、本人や家族支援等の初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポー
トを行うチームのこと。 

 

■認知症地域支援推進員 
認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、認知症施策や
事業の企画調整等を行う者。 

 

■認定調査員 

認定調査とは、要介護認定を行うために必要な調査のこと。要介護認定または要支援認定の
申請があったとき、市町村職員または市町村から委託を受けた介護保険施設及び指定居宅介
護支援事業者等の介護支援専門員が行う。認定調査員とは、要介護認定または要支援認定を
受けようとする被保険者を訪問し、その心身の状況、その置かれている環境等について調査する
人。 

 

■ネットワーク 
ある単位と単位をつなぐ網状組織。特に情報の交換等を行うグループ。  
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■パブリックコメント 
行政機関が命令等（条例等）を制定するにあたって、事前に命令等の案を示し、その案につい
て広く住民から意見や情報を募集するもの。 

 
■ハラスメント 
相手の意に反する行為（言動や行動）によって相手を不快にさせたり、人間としての尊厳を傷
づけたり、脅したりすること。 

 
■バリアフリー 
高齢者や障がい者の行動を妨げる物理的な障壁がないこと。車いすが通ることができる通路

幅の確保、段差の解消、手すりの設置、点字案内板の設置等が該当する。 

 

■BCP（業務継続計画） 
感染症や自然災害発生時にも介護サービスが安定的・継続的に提供されるよう、介護施設や
事業所などにおける方針を定めた計画。 

 

■PDCAサイクル 
Plan（目標を決め、それを達成するために必要な計画を立案）、Do（立案した計画の実行）、

Check（目標に対する進捗を確認し評価・見直し）、Action（評価・見直しした内容に基づき、適
切な処置を行う）というサイクルを回しながら改善を行っていくこと。 

 

■避難行動要支援者（要配慮者） 

災害等により避難が必要となった場合に、自力での避難が困難で、避難にあたって特に支援
を要する人のこと。 

 
■被用者保険（保険者） 
国民健康保険と国民年金を除いた保険の総称で、被用者を対象とするもの。健康保険、厚生
年金保険、雇用保険、労働者災害補償保険、船員保険、各種共済がこれに該当する。保険者と
は、すべての健康保険の運営主体のこと。 

 

■標準給付費 
財政安定化基金の国庫負担額等を算定するに当たって、前提となる事業運営期間の各年度
における介護給付及び予防給付に要する費用の額。在宅サービス費、施設サービス費、高額介
護サービス費、審査支払手数料が含まれる。 
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■福祉避難所 

高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等、一般の避難所生活において何らかの特別の配
慮を必要とする方で、介護保険施設や医療機関に入所・入院するに至らない程度の要援護者を
受け入れる避難所。 

 

■福祉用具 
高齢者や障がい者の自立に役立ち、介護する方の負担を軽減するための用具。具体的には、
特殊寝台、車イス、褥瘡（じょくそう）予防用具、歩行器等。 

 

■フレイル 
健康な状態と要介護状態の間の段階で、加齢に伴う体力低下、低栄養、口腔機能低下等、心
身の機能が低下し弱った状態のことをいう。フレイルの段階を経て要介護状態になると考えられ
ている。 

 
■フレイル予防 
従来の介護予防をさらに進め、より早期からの介護予防を意味している。フレイルの進行を予
防するためには、身体的要素、心理的・精神的要素、社会的要素３つの側面から総合的にみて対
応する必要がある。 

 

■包括的支援事業 
地域支援事業のうち、地域包括支援センターの運営、在宅医療・介護連携の推進、認知症施
策の推進等。 

 

■保険者 
保険や年金の事業を行う主体をいい、介護保険の保険者は、市町村（特別区を含む）と規定さ

れている。市町村は保険者として被保険者の管理、要介護認定、保険給付の支払、介護保険事
業計画の策定、普通徴収による保険料の徴収等を行う。 

 

■保険者機能強化推進交付金（インセンティブ交付金） 
各市町村が行う自立支援・重度化防止の取組み及び都道府県が行う市町村に対する取組み
の支援に対し、それぞれ評価指標の達成状況（評価指標の総合得点）に応じて、交付金を交付す
る。 

 

■保険料基準額 
介護にかかる総費用の見込みから算出される、第 1号被保険者１人あたりの平均的な負担
額。 

 

■保険料収納必要額 
介護サービスに必要な費用のうち、第１号被保険者の保険料として収納する必要のある額。 

 

■訪問看護 
在宅の要介護者に対し、主治医が発行する訪問看護指示書に基づき、看護師等が、その人の
居宅で行う療養上の世話または必要な診療の補助サービス。具体的には、病状観察・管理・清拭
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等清潔の保持・管理、食事介助・栄養管理、排泄介助・管理、褥瘡（じょくそう）の処置、カテーテ

ル等の管理、機能訓練、療養指導等。 
 

■ホームヘルパー 
福祉の援助を必要とする高齢者や障がい者のもとに派遣され、家事・介護を行う人のことで、
訪問介護員ともいう。 

 

■ボランティア 
一般に「自発的な意志に基づいて人や社会に貢献すること」を意味する。「自発性：自由な意
志で行うこと」「無償性：利益を求めないこと」「社会性：公正に相手を尊重できること」といった
原則がある。 

 

ま行 

■マネジメント 
管理、支援すること。 

 

■看取り 
最期まで見守り看病すること。 

 

■見守り SOSネットワーク 
認知症高齢者等が行方不明になった時に対応するため、警察や関係機関を含め、市民が幅
広く参加する行方不明高齢者等の捜索・発見・通報・保護や見守りのためのネットワーク。 

 

■民生委員・児童委員 
民生委員・児童委員は「民生委員法」、「児童福祉法」によって設置された地域住民を支援す
るボランティア。地域の相談相手として、暮らしの支援、高齢者・障がい者の支援を行う。行政機関
と協働し、問題が起こったときは速やかに連絡を取り合うなど、地域のパイプ役として活動してい
る。 

 

や行 

■有料老人ホーム 
食事の提供その他、日常生活に必要な便宜を供与することを目的とする施設であって、老人福
祉施設（特別養護老人ホームや介護老人保健施設等）でないもので、施設においてサービスを

受けるものをいう。経営主体は民間会社が主であり、介護等のサービスが付いた居住施設である
「介護付き有料老人ホーム」のほか、「住宅型有料老人ホーム」「健康型有料老人ホーム」があ
る。 

 

■ユニバーサルデザイン 
施設や道具、仕組み等がすべての人にとって利用、享受できる仕様・デザインとなっていること。 
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■要介護状態 

身体上または精神上の障がいがあるために、入浴、排泄、食事等の日常生活における基本的
な動の全部または一部について、厚生労働省令で定める期間にわたり継続して、常時介護を要
すると見込まれる状態。介護の必要の程度に応じて要介護状態区分（要介護 1～5）のいずれか
に該当する。 

 

■要介護認定 
介護が必要な状態であるかどうか、どの程度介護を必要とするかを、市町村等が介護認定審
査会で客観的に評価するもの。要介護認定は、要支援 1・2、要介護１～５、非該当のいずれかに
分類される。 

 

■養護老人ホーム 
低所得で身寄りがなく、心身の状態が低下している等の理由により、在宅生活が困難な高齢

者に入所の措置を行う施設。 
 
■要支援／要介護者 
支援や介護が必要な状態にある 65歳以上の人、及び支援や介護が必要な状態にある 40
歳以上 65歳未満の人であって、その要介護状態の原因である身体上または精神上の障がい
が加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病であって、政令で定める特定疾病によって生
じたものである人。 

 

■予防給付 
介護保険の保険給付のうち、「要支援１～２」に認定された被保険者への給付のこと。居宅で
の利用に対する給付、地域密着型サービスの利用に対する給付に区分される。 

 

ら行 

■ライフスタイル 
衣食住、交際、娯楽等の生活の様式及び生活の行動や様式をかたちづくる考え方や習慣のこ
と。 

 

■理学療法士（PT） 
身体に障がいがある人に対して、主としてその基本的動作能力の回復を図るため、治療体操
等の運動や電気刺激、マッサージ、温熱等による理学療法を専門的に行う医学的リハビリテーシ
ョンを行う技術者。 

 

■リハビリテーション 
障がい者や事故・疾病で後遺症が残った人等を対象に、身体的・心理的・職業的・社会的に、
最大限にその能力を回復させるために行う訓練・療法や援助。 

 

■老人クラブ（シニアクラブ） 
地域の仲間づくりを目的とする、おおむね 60歳以上の市民による自主組織。徒歩圏内を範囲
に単位クラブが作られ、市町村や都道府県ごとに連合会がある。原則として助成費は国、都道府
県、市町村が等分に負担する。  
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■老人福祉法 

老人福祉の基本法として、老人の福祉に関する原理を明らかにするとともに、老人に対し、その
心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じることで、老人の福祉を図ること
を目的に昭和 38年に制定された法律。 

 
■老人福祉年金 
国民年金制度が発足した当時すでに高齢になっていたため、老齢年金の受給資格期間を満
たすことができなかった人に支給される年金。対象者は明治 44（1911）年４月１日以前に生ま
れた人、または大正５（1916）年４月１日以前に生まれた人で一定の要件を満たしている人。 
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高齢者福祉に関係する機関一覧 

機関名 
対応している 

相談分野 
連絡先・住所 

加西市役所 

市民部 国保医療課 医療に関する相談 
電話:0790-42-8721(直) 

FAX:0790-42-1792 

福祉部 

福祉企画課 福祉に関する相談 
電話:0790-42-8724(直) 

FAX:0790-43-1801 

地域福祉課 障がい・母子・生活困窮に関する相談 
電話:0790-42-8725(直) 

FAX:0790-43-1801 

健康課 健康づくりに関する相談 
電話:0790-42-8723(直) 

FAX:0790-42-7521 

長寿介護課 高齢者に関する相談 
電話:0790-42-8728(直) 

FAX:0790-42-8955 

政策部 

政策課 公共交通に関する相談 
電話:0790-42-8700(直) 

FAX:0790-43-1800 

防災課 
災害時の要支援者・ 

福祉避難所に関する相談 

電話:0790-42-8751(直) 

FAX:0790-43-1800 

地域部 

まちづくり課 
ふるさと創造会議・ 

消費者トラブルに関する相談 

電話:0790-42-8706(直) 

FAX:0790-42-8745 

文化 

スポーツ課 
高齢者スポーツに関する相談 

電話:0790-42-8773(直) 

FAX:0790-42-8745 

産業部 産業課 ふるさとハローワークに関する相談 
電話:0790-42-8740(直) 

FAX:0790-43-1802 

建設部 建築課 
バリアフリー・ユニバーサルデザイン 

に関する相談 

電話:0790-42-8753(直) 

FAX:0790-42-1998 

教育委員会 生涯学習課 高齢者健康教室に関する相談 
電話:0790-42-8775(直) 

FAX:0790-43-1803 

北播磨県民局 
加東健康 

福祉事務所 
地域保健課 

介護保険事業所(県所管)に 

関する相談 

電話:0795-42-5111(代) 

FAX:0795-42-4050 

加西市社会 

福祉協議会 
加西市地域包括支援センター 総合相談・権利擁護に関する相談 

電話:0790-42-7522(直) 

FAX:0790-42-6720 

加西市シニアクラブ連合会 事務局 シニアクラブに関する相談 
電話:0790-42-5670 

FAX:0790-35-8010 

市立加西病院 医療に関する相談 
電話:0790-42-2200(代) 

FAX:0790-42-3460 

加西市シルバー人材センター 高齢者就労に関する相談 
電話:0790-42-4380 

FAX:0790-42-4588 

加西市基幹相談支援センターやすらぎ 障がいに関する相談 
電話:0790-42-6708 

FAX:0790-42-6708 

加西市医師会・ 

歯科医師会・薬剤師会 
事務局 医療に関する相談 

電話:0790-42-4798 

FAX:0790-42-3818 
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